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刊行のことば

この数年、企業倒産や銀行破綻に代表される暗い話題が、日本社会を席巻 しま

した。事実、私たちのゼミでも、どちらかと言えぱそうした暗い話題を研究テー

マに取 り上げ、共同研究をしてきました。なぜならば、そうした話題が、これか

らの日本経済 と日本企業のゆくえを見通すうえで重要な意味を持っていたから

です。「敗因の分析」から将来の教訓を引き出そうとしたわけです。

しかし、この間、日本企業は未曾有の危機的状況を、たんに手をこまねいて見

過ごしてきたわけではありません。企業は、現在陥っている状況を打破するため

に懸命の努力をしてきたと言った方が良いかもしれません。そうした努力の多く

はまだ萌芽的なものですが、そのいくつかは近い将来、大きな新 しい流れを作 り

出す可能性を十分に秘めています。

この数年間暗い話題ばか りに目を向けてきたので、今年はとにか く明るい話題

を取 り上げよう、数年前までとは逆に今は明るい話題にこそ、21世 紀の日本経

済 と日本企業の進むべき方向を示唆する材料があるはずだ。

とのような議論が、今年の共同研究の出発点となりました。そして研究テーマ

に設定したのが、「大手 自動車 ・家電メーカーの環境会計～日米の事例から～」

と 「銀行の再編 と新 しい金融システム～都銀を中心に～」の2つ で した。

環境会計は、今や時代のキーワー ドの1つ と言っても過言ではあ りません。私

たちも前々から気になっていたテーマです。今 年の共同論文では、環境問題に対

する取 り組みが比較的進んでいる自動車 ・家電業界に注目し、環境会計の現状と

課題についてケース ・スタディを行いました。

金融システムの再編は、日本経済の再構築にとって避けて通れない重要な課題

です。共同研究では、主要都銀に的を絞って、金融システム再編の動向を分析 し

ました。その折も折 り、興銀、第一勧銀、富士銀の事業統合が発表されました(1

999年8月20日 夕刊各紙)。私たちのこれまでの常識を覆す規模の大再編で

す。これ くらいのことをしなければ、日本の金融システムの将来はないというこ

とでしょうか。

例年と同じく、この論文集に収録された研究論文は、立命館大学経営学部種子

田ゼミとのジョイントで開催された企業分析交流シンポジウム(於 ・吉田生協会

館)で の報告論文に加筆したものです。今年は、私が9月 から文部省在外研究員

としてイギリスに出張する関係で、シンポジウムは7月30日 の開催 とな りまし

た。例年より4ケ 月以上も研究準備期間が短かったのですが、ゼミ生諸君の 「奮

闘」により例年並みの(あ るいはそれ以上の)出 来 とな りました。ゼミ生諸君の

苦労を労いたいと思います。

藤月会論集は、共同研究の成果を形あるものとして残そうという趣旨で、ゼミ



第1期 生の諸君が中心となつて創刊 したものです。1991年 のことでした。そ

れから9年 がたちます。毎年1号 の刊行ですから、今年度の藤月会論集は第9号

ということにな ります。

各年度の藤月会論集には1そ の年の共同研究の成果が論文の形で収録されてい

ます。ゼミ生諸君にとっては、学習活動の貴重な記録になっていることでしょう。

学生時代の懐かしい思い出と深 くつながっているはずです。またバックナンバー

を時系列で通して見れば、藤月会論集は藤井ゼ ミの 「歴史」書 として読むことも

できます。さらに、ゼ ミ外部の読者に対しては、藤井ゼ ミの活動内容 と活動成果

を伝えるディスクロージャー誌として藤月会論集を活用することもできます。バ

ヅクナンバーをすべて京都大学経済学部図書館に寄贈 し、一般の利用者がいつで

も既刊の藤月会論集を閲覧できるようにしているのは、じつはこうした配慮から

です。

すでに述べましたように、今年の9月 から私は、文部省在外研究員としてイギ

リスに出張することになっています。そのために来年度の前期、私のゼ ミは不開

講とな り、藤月会論集も一時休刊とせざるを得ません。しか し、歴代のゼ ミ生諸 .

君が守 り育てて きた藤月会論集の歴史を、そう簡単に閉じるわけにはいきません。

将来の復刊をお約束 して、今年の刊行のことばとさせて頂 きます。

山科の自宅書斎にて

1999年8月21日

京都大学大学院経済学研究科教授

藤井 秀樹
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大 手 自 動 車 ・家 電 メ カ ー の 環 境 会 計

～ 臼 米 の 事 例 か ら ～

構 成

はじめに

1各 業界をとりまく最近の状況

(1)自 動車業界 ①合併 ・提携の動き

②安全性への取り組み

③環境対策事例

④自動車税グリーン化への動き

(2)家 電業界 ①家電リサイクル法

(3)15014000s

II環 境会計への各社の取 り組み

(1)環 境会計の枠組み

(2)環 境報告書の分析

① トヨタ

ｩGM

③NEC

ｮIBM

III連 結財務諸表による各社の分析

(1)連 結財務諸表について

(2)鳥 瞼分析

(3)連 結経営指標分析

N各 業界と環境会計の展望

おわりに

`ま じ め(:二

消費者の生活が豊かになるにつれ、製造業の経営上の重点は生産志向から販売志向、

消費者志向へと変遷してきた。さらに現在における商品概念は、欲求充足商品から社

会貢献商品へと変わ りつつある。このような状況において、企業が自然環境に与える

影響は日増しに大きくなってゆ く。製造時の環境への影響だけでなく、商品自体も環

境に配慮 したものが生き残る時代なのだ。

この論文では、環境会計のフレームワークを用い、自動車業界 と家電業界を、環境

対策に重点をおき分析を試みる。対象企業として、自動車業界では トヨタとGM、 家

電業界ではNECとIBMを 取 り上げた。日米 トヅプ企業の比較を通して、現在の環

境対策の問題点、これからの環境対策の方向性を明らかにしたい。
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1 各 業 界 を と りま く最 近 の 状 況

(1)自 動車業界

① 合併 ・提携の 動き

1.ダ イムラー、クライスラーの合併

.1998年11月 、 ドイツのダイムラー ・ベンヅ社 と米国のクライスラー社が合併 し、

年間生産台数で世界第6位 の自動車会社「ダイムラー・クライスラー社」が誕生 した。

企業規模は売上高1320億 ドル、生産台数440万 台、従業員数 姐 万1000人 と、産業

史上最大規模の合併企業の誕生である。

この背景には市場のグローバル化がある。合併によりコス トの抑制、研究開発の促

進、新 しい市場に向けた新製品の開発コス トや リスクの分担が可能になる。こういっ

た背景からNAFTA市 場に強く低価格車がラインの中心であるクライスラー社と、ヨー

ロッパ市場に強く世界を代表する高級車 「メルセデス ・ベンヅ」を所有するダイムラ

ー ・ベンツ社の合併が実現したのだ。

合併後の方針についてダイムラー ・クライスラー社は①市場シェアを拡大 し多 くの

ビジネスチャンスをつかむこと、② リサイクル、環境保護といった新たな分野にも参

入 し社会に貢献していくこと、③新技術、地球にやさしい製品の開発に懸命に取 り組

むこと④各国政府と共同で責任ある規制の枠組み作 りを進めること、の4点 を挙げて

いる。一合併後の方針として環境対策が大きく取 り上げられていることは特筆に値する。

2.日 産、ルノー資本提携

1999年3月 、日産自動車と、仏ルノーは、ルノーが総額6430億 円を出資して、日

産の株式の36.8%と 日産系列の トラックメーカー、日産ディーゼル工業株の22.5%を

取得し、両社の筆頭株主になると正式発表 した。巨額の有利子負債を抱え、資金調達

によって財務体質を強化 したい日産と、北米やアジアでの戦略強化を狙うルノーの思

惑が合致した。両社の資本提携により、欧州市場中心のルノーに対 してアジア ・米国

に市場を持つ日産、中型車中心のルノーに対して小型車 ・大型車も充実 している日産

といった、市場面 ・製品面での相互補完が可能 となる。

日産 ・ルノー連合は年間生産台数約480万 台の世界第4位 の規模の企業グループを

形成する。自動車市場の勢力図を塗 り替える規模の新グループ誕生で、他の日本メー

カーも交えた自動車業界の再編が加速するのは必至の状況だ。

日産、ルノーの資本提携の背景として、欧州に小型車メーカーが乱立している点

が挙げられる。統一通貨ユーロが導入され統合が加速されるのに加え、成長が見込ま

れる東欧、ロシア市場もある。合従連衡による規模のメリットとコス トダウンで競争

力強化するとともに、環境対策のための高度な技術と膨大な知識も必要だった。こう

した理由か らルノーにとって日産との提携は必要に駆 られたものであった。
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3.ト ヨタ、GM技 術提携

1999年4月 、トヨタ自動車とゼネラルモーターズが「環境先進技術車」の共同研究、

開発分野で包括的提携に合意 した。両社はハイブリッドカー(HV)や 燃料電池電気自

動車(FCEV)な どの環;境問題に対応 した次世代自動車を共同開発 して21世 紀に大量

普及させる方針で、他の巨大メーカーとの激しい競争が展開されそうだ。

具体的には、①電気自動車(EV)や 煎、FCEVに 使用するモーターや変速機の共同

規格化、②車載用バッテリーの試験方法、車両安全評価基準、EV用 充電システムの改

良、③次世代HVの エンジン、モーターなど駆動 ・制御システムの研究開発、④全く

新 しい車両システムの設計やFCEVの 量産を可能にするための燃料作 り、といったこ

とに共同で取 り組む。

この背景には両社が持つ先進技術を駆使して開発を急ぎ、次世代車の国際標準をい

ち早 く確立 して世界の自動車市場で優位に立とうという狙いがある。

このように、相次いで起きた自動車業界の再編は、「グローバル市場への対応」と

「環境対策」の二点がポイントである。グローバル化の進む自動車市場め中で21世

紀に自動車業界を制するのは、環境に関するデファクトスタンダー ドを握 り、環境対

策を制する企業なのかもしれない。

②軽 自動 車、コンパ クトカーの 人気加速

低迷する自動車市場にあって、軽自動車や排気量1～1.3㍑ クラスのコンパク ト

カーのシェアが高まって きている。3000ccの 車の 自動車税が51000円 なのに対 し、

1000ccで は29500円 、軽 自動車では7200円 という税制面での魅力に加 え、燃費の良

さや環境への配慮も魅力 となった。この結果、99年4月 には新車市場に占める軽 自動

車め割合は35.1%ま で上昇 した。

1.軽 自動車の新規格

軽自動車に乗る人を保護するため、衝突安全基準が強化され、衝突安全基準強化に

対応するために車体規格の見直しが図られた。

具体的には、衝突安全基準については、①前面衝突時の乗員保護規制が40㎞/hか

ら50㎞/hに 、②側面衝突時の乗員保護規制が規制なしから50㎞/hに 、③後面衝突時

の燃料漏れ防止規制が38km/hか ら501/hに 変更された。車体規格については、①全

長は3,300㎜ 以下から3,400皿 以下に、全幅は1,400m以 下から1,480皿 以下に変更

されたが、エンジン排気量については従来のまま660cc以 下である。つまり、新しい

軽 自動車は、いまの軽 自動車と同じ排気量のままひと回り大きくなるのである。

このような規格の変更にともない、軽自動車の売上げは急激に上昇 した。買う側と

しては価格面、税制面でのメリットが第一にあるとしても、結果的に環境に対する負

荷を減らすことになる。
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2.コ ンパク トカーの人気

トヨタの排気量1㍑ エンジンを載せたコンパクトカー、「ヴィヅヅ」の販売が好調

だ。1㍑あたり22.5キ ロという燃費の良さは軽自動車と比べても遜色ない。さらに部

品調達や製造などで 「コス ト3割減」活動を展開した結果、価格帯も80～130万 円台

に抑えることに成功した。

欧州ではかねてから環境との調和や省エネルギーに対する関心が強 く、コンパクト

カーのシェアは30%を 越えていた。日本でのこうしたコンパク トカーの好調ぶ りは、

消費者の環境に対する意識がようやく欧州の水準にまで高まってきたことのひとつ

の現れであろう。

しか し、メーカー側にとってはこれらの車種は一台当た りに利幅が薄いため一段と

低コス トの体質へと変革を求められている。消費者がこのような車を選ぶ理由には、

燃費はもちろん、その結果としての自然環境への配慮もあるようだ。

③安全への取り組み

1.エ アバ ッグ

エアバッグは乗員保護の分野でシー トベル トとともに、現在もっとも主要な装備で

ある。エアバヅグはステアリングホイールやインストルメントパネルの中に格納され、

シー トベル トの補助として、前面衝突時、瞬時にバッグを膨らませて乗員を保護する。

最近では側面衝突時に乗員を保護するサイ ドエアバヅグも実用化されている。

2ア バッグは、安全装備 として大きな役割を果たしているが、あくまでも乗員保護
"補助"装 置であ り

、シー トベル トの働きを補助する役割である。エアバッグだけで

はほとんど有効な効果は得られず、あくまでシー トベル トと併用した場合に効果を発

揮するということだ。

2.衝 突安全ボディGOA

GOAと は 「GlobalOu一七s七andingAssess皿ent(世界 トップレベルの安全1生評価)」の.

ことであ り、衝突安全ボディGOAと は、車の前面 ・後面を壊れやすくしてお くことで

衝突時の衝撃を吸収分散し、しかも高強度キャビンで客室空間を確保する仕組みのこ

とである。

前面は衝突時のエネルギーを効果的に吸収 ・分散する構造とした上で客室周 りの大

型の骨格部材の最適配置によって強度を高め、客室の変形を少なくする構造。側面で

は壊れやすい構造を採用 しにくいため、骨格の効果的配置によって加重を分散し衝撃

荷重を反衝突側へ分散 しやす くする構造になっている。

トヨタが実際の自己データをふまえて独自の厳しい基準を設定し、その基準をクリ

アした、世界同排気量クラスの車の中で トヅプレベルの衝突安全ボディがGOAで ある。
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3.ABS

雨で濡れていたり凍結した りして、滑 りやすくなった路面上で自動車が急制動 し

たとき、車輪がロヅクしないようにブレーキをかけたり、緩めたりしてタイヤと路面

とのスリップ率を望ましい値に維持する制御を行い、素早 く安定 して車両を停止させ

るのがABS制 御(An七ilockBrakeSyste皿)で ある。

このように、安全を目指 した技術はどんどん高度化している。車の性能が向上する
一方で
、交通事故の件数は年々増加傾向にあった。その意味でこういった安全志向に

対する対応の遅れは、企業にとっては命取 りになりかねない。人命の安全への対応は

企業生命を維持することにもつながるのだ。

④ 自動車税グリーン化への動き

運輸省の諮問機関である運輸政策審議会では、2000年度の税制改革要望に、自動車

税のグリーン化を提案している。これは、燃費のいい車ほど自動車税を現在より減税

する制度である。

燃費を課税に織 り込む方式には、燃費だけを基準に税額を決める「完全燃費比例型」

と現行基準に燃費を盛 り込む 「付加 ・軽減型」があるが、今回の提案は両者の折衷案

といえる。課税額が現行と同額 となる燃費の中立点を、排気量、重量が大きくなるほ

ど燃費の悪い方向にずらしてゆく。たとえば軽自動車の場合、リットル当たり18.3

km以上の燃費の車では現行より安く、15.9k皿 以下では高い税金が、3000ccの 自動車

では10.3k皿 以上の燃費では安く、9.5k皿以下では高い税金が課される予定である。

この税制により、自動車ユーザーの用途に応 じた同一クラス内での車種選択がなさ

れ、車の二酸化炭素排出量を削減することが期待される。

(2)家 電業界

①家電リサイクル法

2001年 から、家電メーカーに使用済み家電製品のリサイクルを義務づける 「家電リ・

サイクル法」が施行される。対象となるのはテレビ、冷蔵庫、洗濯機 エアコンの4

品目である。これらの4品 目は、以前再生資源利用促進法の第1種 指定製品としてリ

サイクル しやすい構造 ・材質が求められてきたが、今回の法律では、消費者、小売業

者、製造業者が一体となりリサイクルに取 り組む。

具体的には、消費者は対象家電を費用負担 して分別排出し、小売業者と市町村が分

別収集する。メーカーは商品を引き取 りリサイクルを行う。ここで重要なのは、回収

にかかる費用がメーカーに委ねられる点だ。リサイクルに積極的に取 り組むメーカー

は回収費用も安 くなり、回収費用を考慮する消費者はそのメーカーの商品を選好する

ことになる。このようにしてメーカーにリサイクルへの動機づけが成されるのだ。こ

の点は自治体が回収コス トを負担する容器包装 リサイクル法とは大きく異なってい

s



る。

対象として、将来はパソコンも導入が予定されているが、不法投棄の問題など、消

費者側も環境に対する高い意識がなければ効果的な運用はできないであろう。

(3)ISO14000s

ISO14000sと は、国際標準化機構(ISO)の 定める環境管理システムに関する国際規

格である。環境に対する注目の高さから、取得を申請する企業が増えている。

構成としては、環境マネジメントシステム(EMS)、環境監査(趾)、環境ラベル(肌)、

環境パフォーマンス評価(EPE)、 ライフサイクルアセスメント(LCA)からなる。EMSと

は環境に対する経営方針や目標を掲げ、責任体制を明確にし、達成状況を確認、見直

しするシステムである。EPEと は組織の環境行動、実績を定量的に評価 しようとする

もの、LCAと は環境負荷を、原料調達段階から製造、販売、使用、廃棄の各段階を通

じて定量的に評価、分析する手法である。LCAに 関しては全てのデータを定量的に測

定 ・収集することや総合評価の困難性から実行には困難が伴う。

このようにISO14000sは 、あくま℃環境 「システム」に関する規格であり、具体的

数値目標が掲げられているものではない。しかし、国際化の進展する現在、ISO14000s

への関心は高 く、特に欧米企業との取引においては、取得が条件となることもあるよ

うだ。

7



-環 境 会 計 へ の 各 社 の 取 り組 み

(1)環 境会計の枠組み

1.環 境会計を取り上げるにあたって

我々藤井ゼミでは毎年ある業種を取 り上げ、その主な企業の財務諸表を使って、企

業分析を行ってきた。しか し今年は、昨今の環境問題への社会的認知度が高まり、そ

れにともなって企業の環境対策を広 く情報開示することの必要性が生 じていること

から、最近になって日本でも徐々に広まりつつある環境会計を取 り上げることとなっ

た。

したがって、今年は例年と違い、財務諸表を用いるのではなくて(一 部取 り上げる

が)、多少大雑把な言い方だが、環境面での財務諸表ともいえる環境報告書を使った

分析を主に行うこととする。

2.環 境会計とは何か?

環:境会計とはいったいどんなものであるのか?今までは企業が営利性ばか りを追求

していたせいで、環境破壊が進み、その影響が地球規模になるまで深刻なものとなっ

ている。そこで環境会計を使つて、企業が環境活動について広 く情報開示することで、

少 しでも環境保全に役立つようにするべきである。環境会計は基本的にはこのような

コンセプ トで生み出されたものであると考えることができる。

しかし、企業は営利性を追求しなければやっていくことができない。また、経済の

発展を考えた上でも営利性は無視できない。そこで環境会計の最終的な目的としては、

営利性の追求 と環境保全を両立させ ることで、持続可能な発展(sustainable

development)を 目指すということがいえる。

3.環 境会計の定義

國部 克彦 鼠環境会計』では環境会計の定義を 「企業の環境にかかわる活動および

影響を認識して主に貨幣単位で測定・評価し、企業の内部および外部に伝達する行為」

としている。ここで 「主に貨幣単位で」とあるのは、アングロ・サクソン系諸国で用

いられる考え方で、 ドイヅやスイスといったヨーロッパ大陸の国々では非貨幣単位に

よるものが環境会計の中心とされている。

財務会計は利害関係者(株 主・債権者など)へ の会計情報提供を目的としているの

に対 し、環境会計では伝統的財務会計の枠組みで捉えたものだけでなく、それ以外の、

企業の環境活動全般についても報告するという側面を持つ。また環境会計では株主や

債権者といった、金銭的な利害関係者だけでなく、消費者や企業にかかわる地域の住

民といった人々も利害関係者であるとみなすことができる。したがって、環境会計の

対象はこのような利害関係者、すなわちステークホールダーであり、企業の環境活動

もステークホールダーを意識 したものとなる。
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4.環 境会計の理論的分析

これまで環境会計の目的、定義について述べてきたが、ここではいったいどういう

仕組みで環境会計が行われるのかを考える。

企業は自らの活動によって引き起こした外部不経済(社 会的コスト=被 害と考えて

よい)を 組織化(内 部化)す ることによって、結果的に取引費用を削減させるととも

に、外部不経済(汚 染または被害)を 創出しているという非社会的行為を回避するこ

とができる。(今井賢一他 『内部組織の経済学』東洋経'済新報社,1982年,48へ 。一ジ)

こうして内部化された外部不経済は企業会計において費用として認識され、私的コ

ス トに変化する。このとき私的コス トは環境コス トと呼ばれるのである。

ここで用いられた環境会計は内部監査または第三者の監査によって環境監査が行

われる。こうして監査をパスした環境会計は環境報告書を媒体としてステークホール

ダーに開示されるのである。(図II-1-1)

(図II-1-1)

0

生産 取引 購入

人 一一-一-→ 人

T圏

① 企業がない状態では、外部不経済は解消さ

れない。

② 企業

入 一 → 入

内部化魎

② 外部不経済を内部化することで解消し、取

引費用を削減できる。

0 塵
↓← ※企業会計囮
(費用化)

③ 内部化された外部不経済は、企業会計を用
いることで費用化される。

④

障境会訓
y← 環境監査薩

④ 監査が行われて、環境報告書によって開示

される。
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5.環 境会計の制度的分析(環 境報告書)

環境報告書はステークホールダーが企業の環境活動を知るためのもっとも身近な

手段である。ここでは環境報告書の役割、環境会計との閲系、環境報告書を作成する

際のガイ ドラインについてみていくことにする。

① 環境報告書の役割

財務諸表が企業の財務情報をステークホールダーに開示するものであるのに対

し、環境報告書は企業の環境情報を開示するものである。ただし、ここでいう財

務情報と環境情報 とは領域を異にするものではない。

② 環境報告書と環境会計

環境会計が「企業の環境にかかわる活動および影響を認識して主に貨幣単位で

測定 ・評価 し、企業の内部および外部に伝達する行為」であるとすると、環境報

告書はこの伝達する行為にあたるといえる。

したがって環境報告書は環境会計の一部分として捉えることができる。

③ 環境報告書のガイ ドライン

環境報告書も環境会計同様、歴史は浅 く、必ずしもこのように作成 しなければ

ならないという決まりはない。したがって環境報告書を作成する際のモデルとな

るようなガイ ドラインが存在する。

環境報告書のガイ ドラインには4つ あり、ひとつには、参考型ガイ ドラインと

呼ばれる、企業の完全な自由意志により採用されるかどうかが決定されるものが

ある。これは経済団体、専門団体、政府機関、国際機関などが作成することが多

い。

二つ目には自主的なものであるが、その基準を満たしていることを企業が表明

することで社会的に遵守義務が生じるものである。これを自主基準型ガイ ドライ

ンと呼ばれる。これの代表的なものとしてはアメリカを中心とする、環境に責任

を持つ経済連合(CERES)、 アメリカおよびヨーロッパを中心とする、環境報告公

開イニシャチブ(PERI)が ある。CERESはCERES原 則 と呼ばれるガイ ドラインを

定めている。CERESに 署名 した企業はCERES原 則にのっとった環境報告書(CERES

リポー ト)を作成する義務が生じる。この義務を怠った企業はCERESか ら除名さ

れるという厳 しいものである。これに対してPERIはCERESほ ど厳 しいものではな

く、環境報告のフレームワークの提供と環境報告実践の奨励を目的としている。

したがって環境報告書の様式も企業の自主1生に委ねるところが大きい。CERESと

PERIの 加盟企業は次のようなものである。

CERES(GM、 ポラロイ ド、サン石油、バンクオブアメリカ等)

PERI(州OKO、BP、Dow、DuPont、IBM等)

三つ目には環境マネジメント・監査規格型ガイ ドラインと呼ばれる、環境報告書

を環境マネジメント・監査規格に組み込んだものがある。これはEMASやISO14000

シリーズといった、国際規格による基準である。EMASはEU加 盟諸国における国

際規格であるが、ISOは 全世界で取得されている。企業にとってこれらは実質的
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に市場圧力を持つという点で有効である。

四つ目は法的規制力を持つ基準で、法規制型ガイ ドラインと呼ばれる。これは

政府または-般 社会に環境報告を義務づけるものである。この例としてはアメリ

カでの有害物質排出調査記録(TRI)が 有名である。

このようなガイ ドラインを通して環境報告書の制度化が進められている。そし

て環境報告書の質の向上を進めることを目的とした表彰制度も行われている。

環境報告書は環境会計を含むすべての環境活動をステークホールダーに報告する

という環境会計のもっとも重要な役割を担っている。したがって環境報告書は今後さ

らなる進歩を遂げるべきで、それが実現するか否かはステークホールダー自身にも大

きくかかっていることなのである。

6.環 境会計の実務的分析(環 境会計の領域)

環境会計の領域としては、その計算可能性による分類と目的・機能による分類によ

って分けることができる。

①環境会計の計算可能性による分類

計算可能性による分類としては貨幣計算レベル、非貨幣計算レベル、記述情報レ

ベルの3つ のレベルに分けられる。

・貨幣計算レベル 企業の環境活動を貨幣単位に還元するレベル

環境コス トや環境負債の認識・測定など
・非貨幣計算レベル 企業の環境活動を貨幣単位以外で計量化するレベル

エコバランス、LCA、環境パフォーマンス評価など

・記述情報レベル 計量化できない企業の環境活動に関する情報提供

法規制に対する遵守状況に関する説明など

②環境会計の目的・機能による分類

財務会計は企業外部へ報告するための会計(外 部会計)で あり、管理会計は企業

内部の経営管理に関する会計(内 部会計)で ある。環境会計もこのような区分を適

用することができる。したがって、環境会計の財務会計的領域を外部環境会計と呼

び、管理会計的領域を内部環境会計と呼ぶことができる。

しか し、環境会計は決して財務会計や管理会計の領域に内包されるものでな く、

それ自体がひとつの独立した会計として、確立される可能性をおおいに秘めてお り、

そのためには最終的には内部環境会計と外部環境会計を統合させることが必要と

される。

7、環境会計の理論的意義

環境会計とはつまり 「環境はいくらか」ということである。そして環境はいくらか

を考えるにあたっては、エントロピーコス トという概念が重要になってくる。エント

ロピーコス トとは、いったん乱れたシステム、秩序を元に戻すのにかかる費用のこと

である。
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従来の経済学において環境の価値を図る手段として行われていた方法は、たとえば

琵琶湖の水質を守るのにいくらなら支払ってもいいかということを利害関係者に聞

きその総額が琵琶湖の水質の経済的価値であると仮定する方法であった。しかし、こ

れは今まで国がやっていて くれたことなので、自己責任として捉えることができない

人が多いため、きわめて安 くなるのが常だった。

そこで現在では、先ほど述べたエントロピーコス トという概念が使われている。こ

れは、具体的には、環境破壊が生 じたあと復元するのにかかる費用のことである。こ

の概念を使った場合、水俣病を例にとると、エントロピーコス トは、予防的に装置を

設置した場合と比べておよそ100万 倍にもなるのである。このエントロピーコス トは

経済学の機会費用のことである。

つまり企業が環境会計にお金を出さなかった場合、企業は最悪の場合設置費用の

100万 倍もの賠償を行うことになる可能性もあるのである。

以上は、環境会計を導入しないとどうなるかの例であった。

では次に、逆に環境会計を導入したらどうなるのかを分析 してみたい。・

技術的外部不軽済効果による分析

ある経済主体の行動が市場を経由せずに他の経済主体の行動に影響をもたらすこ

とを外部経済効果といいそのうち特に悪い影響をもたらすことを外部不経済効果と

いう。こういった外部不経済効果が存在すると外部費用が発生し、私的な限界費用が、

外部費用を含めた社会的限界費用と乖離するために市場が完全競争を達成 していて

も社会的総余剰は最大にならないことが知られている。

ここでは、環境破壊による技術的外部不経済効果による市場の失敗について論 じて

みたい。

財の生産にともなって、企業が環境破壊物質を排出する場合、健康被害などの外部

費用が汚染物質の排出にともなって発生する。

この市場を図に示すと図II-1-2の ようになる。

ただしDDは この財の需要曲線PSは この財の供給曲線pは この財の価格、qは こ

の財の需要量あるいは供給量である。また、SSは 社会的限界費用曲線である。

この市場が完全競争市場であり、政府の介入がない場合には、市場均衡はFと なり、

均衡価格はOGに 、均衡数量はOHに 定まる。このとき、消費者余剰は(CS)は △AFGで

あり、生産者余剰(PS)は 、△BGFで ある。また社会的限界費用曲線 と私的供給曲線

の、縦軸方向の差は限界外部費用であるから、外部費用(EC)は △BIFと なる。したが

って、 社会の総余剰(SSP)は 、

SSP=△AFG十 △BGF一 △BIF=△ABC一 △CIF

となる。

次に社会の総余剰が最大になる場合の社会的均衡について考える。社会の総余剰が

最大になるための条件は、

(価格)=(社 会的限界費用)
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となることである。

点Cに おいて、(価格)ニ(社会的限界費用)となっているので、これに対応する価格

OP*、数量Oq率は社会的に最適な価格および数量になっている。このとき消費者余剰

(CS)と生産者余剰(PS)の 和は、

CI)+PS=□ABEC

である。
一方外部費用(EC)は

、EC=△BCEであるから、社会の総余剰(SSP)は 、

SSP=pABEC-OBCE=OABC

である。

以上から、完全競争市場における均衡での社会の総:余剰は、社会の総余剰の最大値

と比較すると△CIFだ け小さくなっている。

これは外部不経済効果が存在することによって生 じる余剰の損失(死荷重)である。

この様に、社会の総余剰が最大 となる点で生産が行われないのは、技術的外部効果が

存在する場合には、企業は、自らの生産活動によって発生する外部費用を負担 しよう

としないため、私的な限界費用曲線と社会的な限界費用曲線が乖離し、q*Hだけ過大に

生産されるためである。

今までの企業はこういった生産方式のよってきた。しかし環境被害が甚大になりそ

の処理が公共機関に回ってきたことにより政府はその費用を支払うのは環境被害を

起こした企業が負担すべきであると考えピグー税(環境税)の導入によって解決を図

ることにした。

ピグー税は市場の失敗によって起こる資源の配分の失敗を補正する税であ り、1単

位あた りの財の生産に対 して、社会的限界費用と私的限界費用の乖離分(外部限界費

用だけ課税することで最適な資源配分を達成することができるものである。

以下にその図を示す。

図II-1-3は 図II-1-2の 状態でピグー税を七だけ課税した様子をあらわして

いる。.

PS'は ピグー税の課税によってPSが シフトしたものである。

PS'と需要曲線Dが 交わった点で市場は均衡するため、均衡点はCと なる。このとき

消費者余剰(CD)は 、△AP*Cで あり、生産者余剰(PS)は 、△JP*Cで ある。租税収入

(TR)は 、[ユ肥ECで ある。また、外部費用(EC)は 、△BCEで ある。租税収入が最終

的にgは 社会に還TGされ、外部費用が社会の負担する費用であることを考慮すると、社

会 全体の余剰(SSP)は 、

SSP=△AP*C十 △JP*C十[コJBEC一△BCE==:△ABC

とな り、社会の総余剰に一致する。

しかし、社会全体の余剰が最大値に一致 しても、企業にとっては売上げは大幅に減

少する。なぜなら、均衡点Cに おいて企業は価格P*、 供給量:q*で販売を行うが、実際

は点Eで 販売しているのと同じことであるためである。

そこで、各企業はヒ。クー税の回避に必死になっている訳である。
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ピグー税の回避に環境会計導入による3つ の効果

①価格決定が変化 しない

まず現在のピグー税の回避方法にはピグー税の形質転換 としての効果も認められ

る。すなわち、ピグー税は本来従量税であるが、環境破壊を防ぐための設備投資を行う

ことによって、固定税化することが可能なのである。なぜなら、設備投資を行うという

ことは費用関数の固定費用部分が増加するということであ り、働きとしては固定税と

考えることができることによる。そ して、設備投資による固定費用の増加は価格決定

に影響を与えない。これは、完全競争企業の利潤最大化条件、

(価格)=(限 界費用)

であるためである。

②減価償却により設備投資は回収できる

これにより、単にピグー税が固定税になった場合よりはるか大きなメリヅトが得ら

れる。

③費用の軽減

ピグー税の場合では、1対販売することにtだ け税がかかるが、設備投資では1回

行えぱ何年間かは使えるということである。

以上述べたように、環境会計を導入することは企業にとって、純粋に経済学的にみて

も非常に大きなメリヅトがあることがわかる。

結論としては、企業は環境会計を導入しなければ莫大な貝剖賞金が課せられる可能性

がある一方、環境会計を導入すれば大きなメリットが発生するのである。

図II-1-2

P
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また経済的側面ばかりではなく、近年の環境保護の風潮で、環境保護に積極的では

ない企業にさまざまな社会的なペナルティーが科せられることも忘れてはいけない。

具体的には、市民団体による不買運動や、格付け会社による 「この企業は環境保護を

していません」という格付け、そしてそれによって環境保護に熱心な投資家からの投

資が呼び込めことないことなどである。このように、メリットが非常に大きく、そひ

てまた環境会計を導入しない場合のデメリットも非常に大きいため現在はほとんど

の大企業が環境会計を導入 しているのである。
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(2)環 境報告書の分析

① トヨタ

トヨタの環境報告書によれば、トヨタの環境対策は、①環境マネジメント、②開発 ・

設計、③調達 ・生産、④物流、⑤リサイクル、⑥海外での取 り組み、⑦新交通システ

ム、⑧自動車以外の事業、⑨コミュニケーション ・社会貢献活動、の9個 の柱から成

り立っている。 今回は、総合的な対策である 「環境マネジメン ト」、本業の自動車

に関する 「開発 ・設計」、「調達 ・生産」、「リサイクル」の4つ の観点に的を絞 り、環

境報告書の要約を中心に紹介する。

1.環 境マネジメント

トヨタは環境保全を経営の最重要課題のひとつと位置づけ、環境目標の設定、達成

計画の策定、実施 ・評価を継続的に行っている。社長を委員長とする 「トヨタ環境委

員会」が1992年 に発足し、それまで製品 ・生産 ・リサイクルの各分野で個別に対応

してきた環境にかかわるさまざまな課題に対して、全社的かつ体系的に取 り組む体制

を整えた。1992年 には 「トヨタ地球環境憲章」を制定し、3つ の基本方針 「1.総合

的な取 り組み2.未 然防止の徹底3.社 会への貢献」を打ち出している。

環境監査

環境マネジメントシステムで決められた方針 ・目的 ・目標などが確実に実施される

ように、ISO14001の 規格に沿って、毎年、技術部門と各工場 ・事業所で 「内部監査」

を行い、結果を経営陣に報告 し、システムの見直 しを図っている。

同時に、ISO14001の 認証取得を積極的に推進 し、1997年 度には元町 ・田原工場が

取得 し、国内すべての車両組立工場で認証取得を完了した。また、国内自動車メーカ
ーでは初めて、開発 ・設計部門での認証も取得 した。

環境コス トの把握 と管理

トヨタの環境報告書では、把握可能な 「環境対応を主目的に支出された費用および

通常の研究開発費や設備投資などの中で、一定の基準で環境対応分と判定できるもの

のみ」を環境コス トとして集計 した。具体的には、環境負荷低減への積極的貢献目的

で支出されるもので、その効果が当期のみならず、将来に及ぶものと判断 した支出を

「環境投資」、環境投資以外の支出で日常的な廃棄物処理費用、汚染浄化措置、賠償

金などの支出にかかるコス トを 「維持コスト」として、両者の和を 「環境コスト」と

捉えている。1997年度におけるその総額は一部推計を含めて約900億 円(う ち環境投

資約780億 円、維持コス ト約120億 円)で 、売上げの約1%程 度にあたる。

2.開 発 ・設計

「1.地球環境、地域環境および廃棄物に対する発生源対策を重要課題と位置づけた

15



製品開発に積極的 ・継続的に取 り組む2.環 境法規制を遵守するとともに自主基準を

定め、汚染防止に努める3.環 境監査を実施し、自主管理の徹底と継続的向上に努め

る」という3つ の基本理念を達成するために、(1)燃 費の向上(2)排 出ガスの低減(3)

車外騒音の低減(4)エ アコンの省冷媒化(5)環境負荷物質の低減(6)リサイクル性の向

上の6点 に重点をおいている。結果、1998年3月 、自動車メーカーとしては国内で初

めて 「自動車の開発 ・設計部門におけるISO14001」 を認証取得 した。

燃費向上

自動車のCO2排 出量を低減するには、エンジンの燃費を改善することがもっとも効

果的である。 トヨタは、「2000年 度の重量別 ガソ リン乗用車の区分平均燃費をそれぞ

れ区分1(875㎏):18.2㎞/1、 区分2(1,000～1,500㎏):13.0㎞/1、 区分3(1,750㎏

～):9 .1㎞/1を 達成する」 という政府の目標値を勘案 した自主 目標 を掲 げて、1.エ

ンジンの効率改善お よび動力伝達装置の改善2.走 行抵抗の低減3.軽 量化 に取 り組

んでいる。

1997年12月 には、ガソ リンエンジンと電気モーターを併用させた トヨタハイブリ

ヅ ドシステム搭 載の 「プ リウス」を発売。これによ り、CO2排 出量を同クラス(1.5L)

のガソ リン車に比べて半減、CO(一 酸化炭素)、HC(炭 化水素)、NOx(窒 素酸化物)

を規制値 の約1/10に 低減 し、2000年 に予定 されている排気ガスについての新規制を

ク リアするレベルを実現 した。

排出ガスの低減

自動車のライフサイクルを考えたとき、排出ガスは当初のレベルだけでな く、触媒

などが劣化する一定の走行距離時点(耐 久後)で も浄化レベルが低下 しないことが重

要である。 トヨタは、この考えのもとに耐久1生を考慮した自主基準値を設定して製品

開発を進めている。

車外騒音の低減

自動車の騒音は、エンジン、冷却ファン、吸気系、排気系、タイヤなどから発生す

るが、 トヨタでは30年 前からこれらの低減に取 り組み、当時に比べて75～80%の 騒

音エネルギーを低減した。現在では加速走行が76dB(デ シベル)以 下に設定される新

規制(1998年 以陶1屓次実施)に 対して確実に適合できるように自主目標を設定して開

発を進め、1997年 は10車 種がその目標を達成 した。

エアコンの省冷媒化

カーエアコンの冷媒に使われていた特定 フロン(CFC12)は 、オゾン層破壊物質で

あったため、1993年 末までに全車種で代替フロンHFC134aに 変更 した。しか し、HFC134

aは 、オゾン層 を破壊 しないもののCO2の1300倍 の地球温暖化効果 を持 っているこ

とが新たに指摘 された。そのため、トヨタではHFC134aの 省冷媒化の 自主基準を定め、
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「2000年までに量産化する新型車 ・フルモデルチェンジ車で実現する」という目標を

設定した。そして、機器の改良によって、1997年 度は5車 種でこれを達成 し、冷媒量

を平均20%削 減した。

さらに、ガソリン以外のエネルギーを用いた自動車として、電気自動車(EV)や水素

と酸素の化学反応によりエネルギーを得る燃料電池電気自動車(FCEV)、 天然ガス

(CNG)車 についても研究、開発を積極的に行っている。

3.調 達 ・生産

トヨタは、製品の高度化に対応しながら、より環境への影響が少ないクルマづくり

に努め、自社独自の目標達成に向け、以下の5つ の観点から活動を行っている。

(1)未然防止の徹底、(2)少 エネ ・省エネによる地球温暖化防止、(3)法規制および社

内基準の遵守、(4)5R活 動による廃棄物の低減、(5)仕 入先との連携。

未然防止の徹底

自社で設けた 「環境保全事前検諦 」度Jに もとづき、1997年 度364件 の事前検討を

行った。

現在法制化が検討されているPRTR(環 境汚染物質排出 ・移動登録)に 先がけ、1994

年度よりこの制度を改定し、どのような化学物質が、どこで、どれだけ使用されてい

るかを把握するシステムを整備した。また、大学との共同研究により、化学物質の環

境影響評価の手法を確立 し、 トヨタからの排出による影響を評価している。

少エネ ・省エネによる地球温暖化防止

トヨタは 「2000年度末までにCO2総 排出量と原単位(売上高あたりのCO2排 出量)

を1990年 レベルに安定化」するとの目標を設定している。そして、その達成に向け

て、必要なとき、必要な所で、必要なだけエネルギーを使う 「少エネ」と、生産に必

要なエネルギーを効率的に低減する 「省エネ」の二つの考え方で取 り組んでいる。

1997年 度は、原油換算で5万7,000klの エネルギー低減対策を実施し、1990年 比

エネルギー聡 使用量は101%、 売上高あたりの使用量は97%と なった(図II-2-1)。

法規制および社内基準の遵守

トヨタでは、法規制とこれを上まわる自治体との協定基準を遵守し、実測結果を定

期的に自治体 ・公的機関に報告 している。

酸性雨や大気汚染の原因となるNOx(窒 素酸化物)・SOx(硫 黄酸化物)・ばいじんに

ついては、良質な燃料や燃焼方法の改善などの発生源対策と、集 じん装置などの後処

理対策によ り低減を行っている(図II-2-2、 図II-2-3)。

排水管理は、各工場の特陛に応じて、油分離 ・凝集 ・執澱 ・加圧浮上 ・生物処理 ・

ろ過(一部では活性炭吸着を加えた高度処理)を組み合わせた排水処理を実施 してい
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る。さらに、冷却水の循環再利用、塗装洗浄水の多段使用などで98%の 水を回収して

いる(図II-2-4)。

焼却などの中間処理 と埋立処分を合計した処理処分量である廃棄物については、

1992年 からすべての廃棄物に対 して独自の廃棄物マニフェス ト(管理票)を導入し、廃

棄物が発生した工程、種類、量、処理 ・処分方法を把握し、適正な廃棄物管理を行つ

ている。

5R活 動 による廃棄物の低減

各工場 では、1973年 か ら廃棄物の低減運動を開始 し、1990年 以降は 「5R活 動」と

して取 り組みを強化 した。

5R活 動では、 まず開発 ・設計 ・生産段階で、材料や生産技術 の変更によって、

Refine(質 変換)・RedUce(低 減)を 図 り、やむな く発生 した廃棄物はReuse(同 一工程内

で再使用)・Recycle(別 用途で再利用)に よ り再資源化する。それでも有効利用できな

い場合は、元町工場に隣接 する 「トヨダ環境セ ンター」で焼却によるスチーム回収 と

発電を行い、Re七rieveEnergy(エ ネルギー利用)と してエネルギーを元町工場 に供給

している。 これ らの結果、1997年 度には廃棄物発生量5万4,000t(1990年 レベル比

62%減)、 廃材発生量27.8㎏/台(1990年 レベル比13%減)と なった(図II-2-5)。

4.リ サイクル

トヨタは、資源の有効活用の観点から、自動車のライフサイクルである開発 ・生産 ・

使用 ・廃棄のすべての段階で リサイクルを考慮 したクルマづくりを積極的に推進して

いる。

リサイクル ・環境負荷に配慮した車両開発

トヨタは、何度使っても劣化 しにくいリサイクル性に優れた樹脂材料TSOPを 独自

に開発 し、全樹脂の25%ま で使用を拡大した。また、解体性や分別性の向上のために

部品の一体化、独自の締結構造、材質マーキングなどを推進 している。さらに、廃棄

時の環境負荷低減にも配慮 した車両開発を行っている。

販売会社のリサイクル活動を積極的に支援

販売店で修理交換されたバンパーの回収に1991年 から取 り組み、1997年 度には約

36万 本を回収し、新車バンパーをはじめ多 くの自動車部品に再利用 した。

市場に出回っているエアコン冷媒用特定フロンCFC12は 、回収 ・破壊のシステム構

築を進め、1998年1月 に首都圏でスター トした。代替フロンHFC134aに ついても、

同時期に回収 ・再利用を開始 している。
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使用済み自動車の リサイクル技術の開発

1970年 に豊田通商(株)な どと共同で、シュレッダー会社「豊田メタル(株)」を設立、

車両重量の約75%を 占める鉄およびアル ミなど非鉄金属の効率的な回収技術の開発

に取 り組んできた。

また、シュレヅダーダス ト(有用金属を回収 した後の破砕 くず)の 活用化にも取 り

組み、銅やガラスの回収 ・リサイクル技術、発泡ウレタン・繊維類を分別 して自動車

用防音材に活用する技術、さらに残ったダス トの体積を約1/5に 低減する技術などを

開発した。

1997年 度は、この成果として銅14t、 ガラス37tを 再利用 し、防音材はプリウスな

ど4車 種に採用した。また、開発 した技術は試験プラントで2年 半の実証を経て、1998

年8月 から実用化プラントへと移行する。これにより通産省が提唱している 「2015年

にシュレッダーダス トの埋立容積を1/5に 低減する」という目標をいち早 く達成する。

AGM

GMの 環境への取 り組みを、『1997GMEnviromenta1,Heal七handSafetyRepor七 』

か ら、部分的に紹介する。GMは1994年 にCERES原 理を是認 したので、 このレポー

トはCERESの 報告基準 に従 って構成 されている。

GMのi環 境保全活動は1960年 代に始ま り、デルフィによって様々な活動が行われ

てきた。GMは1991年 に、GM環 境原理を設定 し、全事業部で採用 した。GM環 境

原理は次の通 りであ る。

1.環 境保全 と復元 の活動

2.生 産物のライフサイクルの各段階での資源保護 ・リサイクルと汚染 ・廃棄物の低減

3.環 境保全 について社会への教育や貢献

4.排 出ガス低減の技術開発 ・実施

5.環 境 問題の法律 ・規則の制定に協力

6.生 産活動による、社会や環境 への影響評価

GMのi環 境 ・健康 ・安全事項は、GM重 役会の公共政策委員会によって取 り扱われ

る。この委員会は、取締役会の指示にもとづ き、環境対策の設定 ・実施 ・評価 を継続

的に行 っている。また、ISO14000の 規格にも とつ く、共通マネジメン トも実施されて

いる。GMヨ ーロッパは、EUエ コ ・マネジメン ト・監査計画による、環境マネジメン

トシステムを遂行する対策 に取 り組んで、デルフィーヨーロヅパは、ヨー ロッパ共通

環境 マニュアルを作成 した。

GMは 環 境保全について、社会への教育やコ ミュニテ ィープログラムを様 々な形で

行 つている。その例 としては、

・GREEN(GlobalRiversEnviromentalNetwork)

GMは 、GREENに1989年 か ら参加 している。GREENは 、地域の水質改善の研究を

している学生達 を指示す るプログラムである。

・G剛(GMdeMexico)環 境教育プログラム
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・StockholmWaterFounda七iQn1995年 にGMが 創立したSI珊は
、世界の水の研究を

目的とする。世界の水資源の保護に顕著な貢献をした人 ・企業 ・組織にス トヅクホル

ムウォーター章が与えられる。

GMは 株主や住民達といった地域グループとの対話など様々な形で地域参加し、環

境課題の解決に彼らの意見を反映 している。1997年 に、住民達の要求によるGMMメ キ

シコシティエ場の閉鎖はその一例である。

環境費用会計は、GMの 製造過程の影響と潜在的なリスクに関しての内部の決定を

サポー トするために使われている。これは、著 しくビジネスケースに影響しうるし、

意志決定の過程に含まれるべきである。

・製品ライフサイクル

デザイン、製造、使用、廃棄に関してライフサイクルの考えが取 り入れられている。

ライフサイクルの分析を通 じて、廃棄物や汚染を減らし、資源を保護し、そして製品

のあらゆる段階で リサイクルされた物質を使用することにつながる決定がされてい

る。GMは ここ数年、環境に配慮したデザインを行い、エンジニアを教育 してきた

が、その結果が出つつある。具体的には、原料やエネルギーの利用を改善したこと、

エネルギーの消費や浪費を減少させたこと、GMリ サイクルデザインガイ ドを利用 し

て自動車をリサイクルしていること、新 しい自動車の製造にリサイクルされた物質を

使用 していること、などである。

・材料会計システム

材料会計システムは、環境に関する功績を成し遂げるための全社的な戦略の重要な

部分である。GMの 目標は、環境レポー トに必要な材料の投入、過程、産出のデータ

を追跡することが可能な共通の環境データシステムを開発し実施することと、汚染の

防止と環境に配慮したデザイン、持続的な環境改善の分野で環境マネジメントを実施

していくことである。

・代替燃料自動車

GMは エンジンの燃費を改善し、自動車の二酸化炭素排出量を低減する新技術の発

展に取 り組んでいる。1996年 から、排出ガスゼロの電気モーターの乗用車 「EV1」、軽

トラック 「S-10」 などが発売されている。

デルフィオー トモーティブシステムズの自動車が環境に与える影響の減少させよ

うという改善は、30年以上前から始まっていた。1974年、GMは 公害防止装置を1975

年モデルの乗用車と軽 トラックの一部につけるようにデルフィに指示した。現在、デ

ルフィは1年 におよそ800万 の装置を作っている。

デルフィは、㎜GENと 呼ばれる新しいエネルギーマネージメントシステムに来世

紀初頭には着手する予定である。このハイブリッドカー推進力システムは、現在の車

と比べて、燃料の効率を20%か ら40%改 善し、石油の劇的な節約を提供すると考え

21



ヒられている
。

・化学物質管理プログラム

GMは 化学物質管理プログラムを開発し実行した最初の自動車会社である。現在北

アメリカの全てのGMの 施設は化学物質の使用の減少による環境の便益を実現 して

いる。

アメリカとカナダにおけるGMの 製造工程では、下記のような減少をもたらした。

図II-2-6

3年 連続のエネルギー使用(単 位:1兆Btu)

天然ガス

電気

石炭

コークス

石油

購入蒸気

固形廃棄物

プロパン

他廃棄物

合計

1995

62.5

48.6

21.1

3.9

3.0

*一〇.7

0.7

0.1

0.0

139.2

1996

64.6

46.3

17.8

3.5

2.8

1.1

0.6

0.3

0.1

137.1

*蒸気の販売は購入を上回る

1997

64.8

47.1

17.0

4.2

1.8

1.0

0.4

0.1

0.1

136.5

1997年 度、GMの10の 施設でエネルギー監査が行われたが、その結果、780万 ド

ルのエネルギーの節約の機 会を発見 した。1998年 には50の 施設の調査が予定されて

いる。

・ 資源保護の 目標

GMは 資源保護 と汚染防止にむけて積極的に目標 を立ててきた。2002年 の終わ りまで

に、GMは 、

・迎0(non-productou七put)を1997年 を基準 として30%減 少させ る
。

・エネルギー消費を1995年 を基:準として20%減 少させ る

・水の消費を1995年 を基準 として20%減 少 させる

ことを目指 す。

・ 環境クリーンアップ負債

GMが 世界中で獲得した環境の浄化に関する負債は1997年 の終わ りで6億1000万

ドルだった。環境調査、改善、廃棄物管理を含む費用は、1997年 には、全部で8800

万 ドルだった。
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クリーンアップ費用

負債

図II-2-7

19951996

$134$94

$692$646

1997

$88

$610

・ リリース基準情報

GMは 、空気汚染物質を減少させるた くさんのプログラムを先導 してきた。プログ

ラムの結果、石炭、重油式のボイラーを天然ガスに変更 した。この変化 によって、微

粒子、窒素酸化物(NOx)、 一酸化炭素(CO)、 硫黄酸化物(SOx)の 廃棄が減少 し、1995年

以来、5つ の事業部 をあわせて、二酸化炭素の排 出量が1年 に41万5,000ト ン低減 し

ている。

・ 燃料効率と排気ガス

GMの 自動車は安全、排気ガス、燃料効率のそれぞれの基準を満たしていると保証さ

れている。政府の認められた機関によっても、内部でも、公的な試験は行われている。

加えて、GMは 排気ガスコントロールシステムの機能試験を遂行 し、排気ガスの基準

をその製品が満たしているか監査 し、使用段階でも排気ガスの試験を行っている。

GMは また、燃料の経済1生についても、改善を行ってきた。GMの 新 しい乗用車と

軽 トラックの燃料の経済性は、平均して、1974年 からそれぞれ130%と75%改 善され

た。

・ オゾ ン層破壊物質

GMは 、1995年3月 に、ClassIオ ゾン層破壊物質(ODS)を 新 しい自動車のエア

コ ンデ ィシ ョニ ングシステムや部品製造 に使用 することを中止 した。

・ 温室効果ガス

GMは 、世界的な企業として、世界的な気候問題に関心がある。世界的な気候問題

に寄せ られる建設的なアプローチを促進させる協定に加わっている。

GMの アメリカの施設から出た、全般的な合成温室ガス相当が世界的に温度を上げ

る可能性は1987年 から1997年 にかけて17.1%減 少し、1990年 から1997年 にかけて

は9.0%減 少した。

・ 重要な法律事項

1997年 、GMは 州と連邦の両方、もしくは、そのどちらかの、大気に関する規制に

従っていないと主張する交渉の解決に巻 き込まれた。

23



図II-2-8行 政 と司 法 に関 す る事項 一一一1997

解 決 され た事項 の数

CleanAirAct(CAA)4

CleanWaterAct(CWA)1

ResourceConservationandRecoveryAct(RCRA)1

合 計 罰金金 額

$216,000

$30,000

$58,000

ComprehensiveEnviromen七alResponse,CompensationandLiability

Ac七(CERCLA),〇 七herthanSuperfund

SuperfundAmend皿entsandReauthoriza七ionAct(SA臥)

ToxicSu1)s七anceCon七rolAc七(TSCA)

Ato皿icEnergyAc七(AEA)

Occupa七ionalSafetyandHeal七hAct(osxA)

HazardousMaterialsTransportationAct(HMTA)

To七alValue

0

0

0

0

0

i

7

$25,000

$329,000

*支払った罰金は前年、もしくはそれよりも前のごとに対するものかもしれない。こ

れらの数字には、州の法令に従って行った行動に対するものも含まれている。

アメ リカにおける環境 に関する規制 ・法律

・大気汚染防止法(CAA)1970年 改正

・水質汚濁防止法(CWA)1972年 改正

・資源保護回復法(RCRA)1976年

・包括 的環;境対策保障責任法(CERCLA)1980年

・スーパー ファン ド修正及び再授権法(SARA)1986年

・毒性物質規制法(TSCA)1976年

・原子力法(AEA)

・職業安全健康法(OSHA)

・危 険物質輸送法(HMTA)

以上、 トヨタとGMを 例に日米自動車業界の環境会計への取 り組みをみてきたが、

その比較からどのようなことがわかるだろうか。

各会社の環境対策事例 としては、取 り組みはじめた時期は異なるものの、両社とも

環境への姿勢に大きな違いはみられない。相違点を挙げるのであれば、環境会計や法

体系における環境に関する制度の違いが大きい。アメリカでは日本に比べ、環境会計

に関するCERESの 報告基準が整備されてお り、環境に関する多 くの法律も整備されて

いる。さらに、訴訟に対する考え方の違いからか、環境に関する訴訟自体もアメリカ

では珍 しくないものとなっている。

このような、環境に関する制度 ・基盤の相違が、日本企業の環境に対する投資を後

手後手に回らせる原因となったとも考えられる。今後は、日本でも制度面での整備を

進め、企業が環境への投資を積極的に行えるような基盤作 りが必要となる。
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③NEC

NECは 日本の代表的なハイテク企業であり、半導体部門では世界の トヅプレベル

で、通信機 コンピューターでも世界有数の生産を行っている。パソコンでは、未だ

に日本市場の半分程度のシェアを持つ。

NECの 現在の環境管理体制の源は、公害問題が深刻化 した1969年 に、当時の小

林社長が、環境管理の重要性を認識 し、組織の設置を指示したことに始まる。

この年にNECは 、環境担当役員の任命を行い、1970年 には環;境保全活動推進部門

として公害防止環境管理部(現:環 境管理部)を 設置した。これらの組織は、 トップ

ダウン方式をとってお り、組織的な環境保全活動を展開している。

1971年 に、未然防止対策、監査の実施、教育啓蒙、関係会社支援などを含む 「全社

環境管理規定」が制定(社 内向け)さ れた。NECは 現在も①グループ企業連結ベー

スで②未然防止 ・自主管理(法 令などの基準のあるものはより厳 しく)を 指向し③全

員参加、を基本姿勢として環境管理活動を展開 している。

NECの 環境保全活動に関する戦略、方針、目標、施策などは、年1回 開催される、

環境担当役員を委員長とする全社横断的な組織 「NECエ コ ・マネジメント委員会」

において審議し決定され、その一部は 「NECエ コ ・アクションプラン21」 として

社外に公表される。また、環境保全活動は環境憲章(環 境理念及び行動指針)を 基本

方針 とし、毎年立案される 「NEC環 境管理中期業務計画」(中期業務計画)お よび

「年間業務計画」をもとに活動を進めている。こうして定まった計画の目標や進み具

合は、事業所や国内生産会社が自主的に行う内部環境監査、環境管理部環境監査室が

毎年1回 行う総合環境監査(1996年 度から「循環型環境活動推進会議」と名称変更)、

海外環境会議などで確認している。

こうした活動はPDCA(Plan-DO-Check-Act)と 呼ばれ、環境保全活動において重要な

役割を担っている。環境管理監査基準は1972年 に制定されたが、環境監査制度が実.

際にスター トしたのは73年 である。その後81年 に監査基準の改定と専門監査員制度

の導入が行われた。

また、83年 には定量評価制度の導入、分身生産会社への拡大等が行われた。NEC

の環境監査は、初期の定陛評価に始まり、予防的視点に立った総合的定量評価を経て、

段階的に 「源流対応に重点をお く各論的定量評価」に至っているのである。

以上NECの 環境会計への取 り組みの歴史をみてきたが、あと特筆すべきこととし

てNECは 法令で排出基準が定められている物質ならば、その値の1/10の 排出量を

目指 しそれができないときは1/5を 目指 している。そして、規制の対象になっていな

い物質でも環境に悪いものには自社規制を適用している。こうした、自主的な環境保

全への取 り組みは評価されるべきであろう。ただ、以上みてきた 「環境監査」とは、

自己監査であり基本的に「準拠性監査」である。そしてその準拠姓を確保するために、

法規制よりやや厳 しい自己基準を持っているのである。また最近の傾向として各社と

もに環境項目に対 し投資を惜 しまなくなってきている。これは、以前までの環境管理
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は、「法令違反や社会問題化などの問題を起こさないためのリスク管理である」とい

う認識から、「新しいビジネスチャンスである」もしくは 「企業イメージのアヅプに

つながる」という認識が広がってきたためであろう。

NECで も環境コンサルタント業務 環境ソフトウェアの開発販売、エコロジービ

ルの開発、資源 リサイクルなどの事業を展開し、また活性炭を使用した大容量電解コ

ンデンサー、ダイオキシンが発生しない難燃性プラスチック(エ コポ リカ)、廃棄物

の発生が少ないDMSO(ジ メチルスルポキシ ド:CH3-SO-CH3)廃 水処理システム、高陛

能脱臭触媒などの技術開発への投資も積極的に行っている。

ｮIBM

IBMは あらゆる事業活動において、環境保護のリーダーシップを積極的に追求し

ている。

IBMで は、最高経営責任者(CEO)が 、環境ポ リシーを制定 し、すべての組織

すべての社員が遵守することを社会へのコミットメントとして位置づけている。

i環境ポ リシーは1967年 に制定された 「安全な製品と職場の提供」が最初のもので

あり、その後は時代の要請に応じて変遷を遂げてきた。CEOに よって制定された環境

ポ リシーは、IBMの 環境目標を設定するための具体的な枠組みを提供している。そ

して環境ポリシーを達成するための、具体的なプログラムの内容や基準も明記したも

のが、社内の環境管理規定であ り、これを基にさまざまな環境対策が行われている。

(1)環 境配慮製品

IBMで は、1970年 代から、製品EIA(EnviromentalImpac七Assessment)プ ロ

グラムを実行 し、これはそのあと、環境配慮製品ECP(EnviromentallyConscious

Products)プ ログラムとして発展 してきた。

ECPプ ログラムは

① 製品の寿命を延ばすための、アップグレー ド性を考慮 した製品の開発

② 使用済み製品の再利用および リサイクルの可能性を考慮 した製品の開発

③ 安全な廃棄処分が行える製品の開発

④ リサイクル材料を、経済的、技術的に可能な限 り使用した製品の開発、製造

⑤ エネルギー効率を改善 し、消費電力を提言する製品の開発

の5つ を目標に掲げている。

IBMは 新製品の開発、製造にあたってこれらを実行に移すほか、全国のパソコン

販売店、修理店におけるパソコンのアヅプグレー ドサービス、中古市場の活1生化、個

人向けのパソコンレンタル制度など、販売、サービス面からもパソコンの長寿命化や

リサイクルに取 り組んでいる。
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(2)化 学物質の排出

米国スーパーファンド法と、米国汚染防止法に従い、企業は600種 以上の化学物質

の定常排出量や事業所外移送量の年間目録(TRI)を 提出する義務がある。この目録

にはリサイクル量、処理量、エネルギー回収量なども含まれる。米国に本社があるI

BMで は、米国の報告義務を全世界のIBMに 適用し、これらの活動を国際的に追跡

している。

1997年 のIBM事 業所の化学物質使用総量は、全世界で13,760ト ンであった。

IBMで は、このうちの半分以上を占めるテ トラクロロエチレンへの依存度を減らす

とともに、テ トラクロロエチレンを使用しない製造工程の実現を目指 している。

また、日本IBMで も、PRTR(環 境汚染物質排出 ・移動登録)制 度にも適合する化

学物質の総合管理を行ってお り、1971年 から開発 ・製造事業所ごとに、

化学物質コーディネーターを任命し、その受け入れから廃棄までの取 り扱いにおける

環;境・安全 ・廃棄処理について、一貫した管理を行っている。

(3)環 境会計

環境保全のためのインフラを整備、改善 し、環境対策プログラムと改善プログラム

を管理するために、IBMは 過去5年 間に約160億 円の資本投資と、679億 円の管理

運営費を支出した。

IBMで は1989年 から議論を重ね、環境対応にかかわる支出と節約効果などによ

る利益を把握してきた。また、スーパーファン ド法によって、法律制定前の汚染の原

因についても、企業側に浄化が義務づけられているため、その費用を合理的に見積も

ることが可能になった時点で、環境修復費用を環境関連債務 として引当計上してい

る。

引当計上金額は1997年12月31日 現在で292億 円であった。

図II-2-9環 境保全活動の資本投下と経費(億 円)

1993 1994 1995 1996 1997 計

資本投資

管理運営経費

合計

38

173

211

19

156

175

17

122

139

37

114

151

48

114

162

160

679

839

以上みてきたように、IBMは きわめて大きな投資を環寛会計に対 してしている。

では、その費用対効果はどうなっているのだろうか。以下はIBMが 発表した1997

年版環境報告書(正 確にはインターネット上にあるので文書ではないが)か らの分析

である。

IBMは 過去5年 間で約160億 円の資本投資と679億 円の管理運営費を支出したが、

これによる節約効果と環境修復費用の回避によって投資額を大きく上回る利益を得

た。

IBMで は環境対策関連の支出と、それによる節約効果を把握し、発表しているが、
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たとえば1997年 の支出項 目と節約効果は次ページのようなものであった。

図II-2-10

1997年 の環境対策関連費用

(単位:億 円)

環境対応管理 ・人件費 41.3

環境対応顧問料 2.9

環境配慮研究費 4.3

許認可費用 1.1

廃棄物処理費 19.1

水質 ・廃水処理関連費用 22.9

大気中への放出管理費 3.7

地下水観測管理費用 1.1

環境システム改善費 1.3

廃棄物と原材料のリサイク

ル費用

4.4

スーパーファンドおよび旧

IBM事 業所の修復費用

8.4

その他の環境改善費用 3.6

合計 114.1

1997年の環境対策による節

約効果と費用の回避

(単位:億 円)

事業所の汚染防止活動 33.1

施設内リサイクル 15.7

梱包材の改善と削減 35.8

省エネルギー効果 32.4

事前対応によるスーパーフ

ァンドおよび施設事業所の

修復費用節約

12.5

保険の節約 10.9

流出改善費の回避 30

法規制準拠費の回避 64.2

合計 234.6
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皿 連 結 財 務 諸 表 に よ る各 社 の 分 析

(1)連 結財務諸表について

『
日本の連結財務諸表開示制度は証券取引法にもとつ くディスクロージャー制度の
一環として昭和52年 から実施された。その理由は2つ ありひとつは、親会社は子会

社の意思決定 ・経営活動を支配 しその成果の配分を受けるにもかかわらず、親会社の

個別財務諸表には子会社の財政状態 ・経営状態が十分記載されておらず、個別財務諸

表では親会社の利害関係者にとって十分な情報が与えられないため、もうひとつの理

由は、企業集団においては支配従属関係を利用して粉飾決算が行われる可能性があり、

それを防止するためである。

それでもこれまでは、証券取引法にもとつ くディスクロージャー制度においては、

個別情報が中心であ り連結情報は副次的なものとされてきていた。しかし多角化 ・国

際化 した企業に対する投資判断を的確に行う上で企業集団に関する情報が重視され

てきたため、連結情報を一層充実するべ く1998年4月1日 以後開始する事業年度か

ら段階的に、連結財務諸表開示制度および連結財務諸表原則が改正された。

ここではその流れを受けて、例年行っていた個別財務諸表の分析をやめ、連結財務

諸表の分析を行うことにする。

(2)鳥 職分析

① トヨタ

資産合計は年々増加 してお り1997年 度には趨勢比㌔143.45%になっている。増加要

因としては趨勢比153.57%の 固定資産のうち、特に建物および構築物、V`JV'i械装置、車

両運搬具などの有形固定資産の増加が挙げられる。流動資産も趨勢比135.66%と 基本

的に増加傾向にあ り、なかでも金額としてはそれほど大きくないものの、有価証券が

趨勢比343.26%と 特に伸びている。構成比では車両運搬具が1993年 度5.70%か ら

1997年 度10.64%と ほぼ2倍 になっているのに対 し、現金および預金がおな じく

16.29%か ら9.45%へ と大幅に減少している。全体 としては資産に占める固定資産の

割合が増加傾向にあるようである。

負債合計も趨勢比162.23%と 資産以上の伸びを示している。なかでも社債は1996

年度趨勢比144.88%で あったのが1997年 度には趨勢比214.70%と 大きな増加があっ

た。その他にも短期借入金、未払金及び未払費用などがめざましく増加している。構

成比でみると、1996年度に1年 内償還の社債が発生 したため流動負債の割合が増加し

たものの、全体としては流動負債 と固定負債の割合はほぼ一定である。

資本合計も負債合計ほどではないが年々増加 しつづけている。
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売上高は年ごとに揺れ動いているが売上原価は相対的に改善されてお り、売上総利

益をみると1997年 度には趨勢比209.86%と 着実に増加 している。販売費及び-般 管

理費は特に給料手当てが大きく増加 しつづけており、1994年度を除いて増加傾向にあ

る。また売上総利益に対して相対的に改善されてお り、営業利益は大幅な増加傾向に

ある。営業外収益では受取利息及び割引料が1994度 以降低迷 しているが、有価証券

売却益が特に1997年 度大幅に増え、全体としては回復 している。営業外費用は1997

年度157.10%と 増加傾向にあり、経常利益は営業利益ほどの大幅な増加とならなかっ

たものの、1997年 度350.39%と 順調に伸びている。

ｮGM

GMに 関しては十分なデータが得 られなかったため省略 します。

30NEC

資産合計は増加 しつづけ1997年 度123.12%に なっている。特に増えている項目は

長期の有価証券の趨勢比189.42%、 持分法適用会社に対する投資および貸付金の趨勢

比197.06%、 長期繰延利益の趨勢比224.58%な どである。有価証券は1994年 度に趨

勢比66.50%に なったのち1997年 度には84.45%ま で回復している。構成比に大きな

変化のあったものは、1993年度9.69%か ら1997年 度6.41%に なった現金および現金

等価物などである。

負債合計もほぼ増加傾向にあり1997年 度には119.81%と なっている。特に増えて

いるのは短期借入金の1997年 度趨勢比134.63%や 、未払退職金および年金費用の

1997年 度趨勢比152.88%や 、連結子会社における少数株主持分の1997年 度趨勢比

150.25%な どである。

資本合計も増加を続け1997年 度には趨勢比136.91%に なっている。特に特別積立

金は1997年 度には趨勢比988.14%と 大幅に増加している。

売上高およびその他の収益はほぼ増加傾向にあ り1996年 度趨勢比138.67%、1997

年度136.09%と なってい る。売上原価および費用 もほぼ増加傾 向にあ り1996年 度

136.29%、1997年 度134.52%と なっているが、売上高およびその他の収益 よ りは低

い値 になっている。その 中で支払利息はほぼ減少傾向にあ り1996年 度68.70%、1997

年度69.60%と なっている。 またそれ らの結果税引前利益は高い値 を保 ってい る。

ｮIBM

資産合計はほとんど変化していない。その中で、現金および現金等価物は減少傾向
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にあ り1997年 度には趨勢比67.85%に なっている。また有価証券は1994年 度 に趨勢

比16.79%に 減少 し、低い値 にとどまっている。手形および売掛金は増加 しつづけ1997

年度には135.24%に なっている。また有形固定資産の うちソフ トウェアは減少を続け

1997年 度 には趨勢比20.22%に なっていた。

負債合計は漸増 してお り1997年 度には115.58%に なっている。買掛金は特 に毎年

増加 してお り1997年 度趨勢比165.48%に なっている。短期借入金 も毎年増加 してお

り1997年 度趨勢比145.30%に なっている。

資本は一方、年々減少 してお り1997年 度 には趨勢比83.00%に なっている。1996

年度 か らは留保利益 の控 除項 目として従 業員福利厚生信託が発生 してい る。

売上高は毎年増加 してお り1997年 度 には趨勢比127.50%に なっている。売上原価

も年々増加 しているものの、売上高の増力[顧のほ うが多 く、売上纈1」益は1997年 度

趨勢比で122.10%と なっている。営業費用は1994年 度に一度趨勢比112.31%に なっ

たがその後減少傾向にあ り1997年 度 には107.05%と なっている。また営業利益は増

加 しつづけ1997年 度 には趨勢比183.10%に なっている。受取利息お よびその他収益

は減少 しつづけ1997年 度には42.77%に なっている。支払利息も1994年 度 に59.09%

になったのち60%弱 を低迷 している。税引前利益は増加 しつづけ1997年 度 には趨勢

比175.36%に なっている。

(3)連 結経営指標分析

総資本事業利益率=売 上高事業利益率 × 総資本回転率

(事業利益/使 用総資本)=(事 業利益/売 上高)×(売 上高/総 資本)

経営資本営業利益率=売 上高営業利益率 × 経営資本回転率

(営業利益/経 営資本)=(営 業利益/売-ヒ 高)×(売 上高/経 営資本)

自己資本純利益率=売 上高純利益率 × 自己資本回転率

(当期純利益率/自 己資本)=(当 期純利益率/売 上高)×(売 上高/自 己資本)

流動比率=流 動資産/流 動負債

当座比率=当 座資産/流 動負債

負債比率=他 人資本(負 債)/自 己資本(資 本)

自己資本比率=自 己資本(資 本)/使 用総資本

固定比率=固 定資産/資 本

固定長期適合率=固 定資産/(資 本+固 定負債)
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① トヨタ

総資本営業利益率は1993年 度2.76%か ら1997年 度6.27%ま で増加しつづけてい

る。総資本回転率は1994年 度に減少するなど、5年間を通じて増加 してお らず、総資

本営業利益率の増加はもっぱら売上高事業利益率の増加によるものである。

その傾向は経営資本営業利益率や自己資本回転率でもほぼ同じである。

流動比率は一応の 目安 とされる200%以 上を常に下回っている。1993年 から1996

年度 までは低下 しつづけ、1997年 度に少 し回復 している。当座比率も100%を 下 回 り、

債務返済能力はあま り良好 とはいえない。特に当座比率は1993年 度97.5%か ら1997

年度67.0%ま で低下 しつづけてい る。

負債比率は1993年 度100.0%か ら1997年 度130.1%ま で増加 を続けている。目安

とされ るのは100%以 下であるので、決 して良い値 とはいえない。自己資本比率も、

目安 とされる50%以 上であ り、1993年 度50.0%か ら1997年 度43.5%ま で低下 しつ

づけているので良い値 ではない。

固定比率は1993年 度100.9%か ら1997年 度124.2%ま で少 しずつ増えている。固

定長期適合率は1993年 度71.6%か ら1996年 度86.6%ま で増加 した後1997年 度

81.4%ま で回復 している。長期 的には安全に推移 しているといえる。

ｩGM

GMに 関しては十分なデータが得られなかったため省略します。

3QNEC

総資本営業利益率は1996年 度まで増加し1997年 度に減少 している。内訳としては、

総資本回転率よ りも売上高事業利益率の変化のほうが大きく売上高事業利益率が

1996年 度60.7%か ら1997年 度5.23%へ と減少したのが大きな原因である。

経営資本営業利益率は1993年 度2.45%か ら1995年 度6.21%ま で上昇 したが1996

年度、1997年度は低迷 している。こちらも経営資本回転率には大きな変化はみられず、

主に売上高営業利益率の変化が経営資本営業利益率の変化を左右 している。総資本営

業利益率 と比較すると、経営活動の不振を金融活動で補っているのがわかる。

自己資本営業利益率をみると1993年 度0.84%か ら1996年 度9.13%ま で大きく伸

びたが1997年 度に3.86%ま で減少した。その原因はやはり売上高に占める利益の割

合で、売上高純利益率は1996年 度1.85%か ら1997年 度0.84%ま で2分 の1以 下に

減少している。

以上の3つ を総合すると売上高が伸びているのにもかかわらず、それに占める利益

の割合が伸び悩んでいるということがいえる。
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流動比率は1993年 度122.32%か ら1997年 度108.95%ま で年々減少している。一

応の目安は200%以 上であるので、かな り低い値 といえる。当座比率も1993年 度

78.03%か ら1995年 度68.17%ま で下降し、その後68%台 に安定はしているものの、

債務返済能力としては十分ではない。

負債比率は1993年 度416.56%か ら1995年 度432.87%ま で上昇しつづけ、その後

は1997年 度364.52%ま で回復 している。とはいえ、目安とされるのが100%以 下で

あるので、非常に負債に頼った状態であるといえる。それを受けて自己資本比率も常

に低い値をとっている。

固定比率は常に210%以 上と高い値をとっている。固定的な資金運用の源泉を流動

的な資金に頼 りがちな状態が読み取れる。もっとも固定長期適合率は増加 しつづけて

いるものの100%以 下を維持 しているので特に危険はないと思われる。

ｮIBM

総資本営業利益率は1993年 度7.87%か ら1996年 度11.97%ま で増加 しつづけ1997

年度に11.33%と 減少した。売上高事業利益率、総資本回転率ともに同じ推移をして

いる。

経営資本営業利益率は1993年 度9.93%か ら1996年 度17.49%ま で増加しつづけ

1997年 度に16.13%と 減少した。売上高営業利益率、経営資本回転率ともに同じ推移

をしている。

自己資本営業利益率は1993年 度12.90%か ら1997年 度32.56%ま で大きく増加を

続けている。売上高純利益率、自己資本資本回転率ともに基本的には同じ動きをして

いる。

流動比率は1993年 度141.4%か ら1997年 度115.0%ま で減少傾向にある。当座比

率 も1993年 度84.1%か ら1997年 度67.1%ま で減少傾向にあ り、債務返済能力は十

分 とはいえない。

負債比率は1993年 度246.4%か ら1997年 度343.1%ま で増加 しつづけている。そ

れにあわせて 自己資本比率も20%台 と低 く推移 してお り、負債 に偏 る傾向がある。

固定比率は1993年 度169.8%か ら1997年 度225.1%ま で増加を続 けている。固定

長期適合率は増加傾向にあるものの100%を 切 ってお り、特 に問題はない と思われる。
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トヨタ 連結B/S (単位=百万円x,x)
1993年度 1994年度 1885年 厘 1B8fi年 度 199フ 年 度

金額 構成比 趨勢比 金額 楕成比 趨鈎比 金額 構成比 趨勢比' 金額 構成比 趨勢比 金頷 構成比 趨勢比
資産の部
流動資産
現金及び預金 1$73,897 16.29% 100.00瓢 1,482,625 14.36% 94.85% 7,179,499 10.40覧 74.85% 7,833,337 12.86% 103,79瓢 1β1052フ s.asx 83.28%

受取手形及び売掛金 ,,oaaza, 10.87% 700.00% 126850 12.18% 121.27% 1,300,81fi 11.47E 124.57% 1,480,051 11.85% iatax 1Q45S85 8.99覧 119.28覧

有価証券 13381 1,38覧 100,00覧 21894 2.11覧 764:-21覧 203,051 1.)9% 152,26覧 221,192 174% 165,86覧 4$7,770 3.30覧 343.26%

棚卸資産 399242 4.13% Boa.00覧 471,174 4.53% t18.02% 525,353 4,63覧 137.59覧 561,621 4.42% 140.67% 735,428 5.31% 184.21%

譲受月賦手形・債権 1,095,829 1135X ioo.oos 1,021,050 9.82% 93.18% 1,034,480 B.12fI 94.40% 728481 9.8511 115.36% 1,621,67fi 11.77% 147.99%

その他 487,189 5.15% ioo.oox soosia 5.78覧 12085% 815284 7.19% 163.99覧 757,825 5.92% 151」8覧 1,077,801 7.78X 216,フ9覧

貸倒引当金 一45 ,853 一〇.47% ioo.oox 一51.047 一〇.49瓢 111.82% 一59 ,654 一〇sax 130.67% 一72269 一〇.57覧 158.30% 一フ5.613 一〇ssx 165.83%

流動資産合計 4.fi97.878 48.fi4% 10000瓢 5.078960 48.29% ios.asx 4,998,830 44.07% 108.41% 5.839520 45.97% 12431% fi.373.18fi as.oox 135.fifi%.

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物 フ00β68 z2sz ioo.oox 783,454 7.34% 108.93% 7fi9275 6.78E Los.75% 790β39 6.22% 112.77Y 918,439 6.61% 130.78E

.機械装置 fi77,733 7.01覧 ioo.oox 873,804 648覧 98.48% 711,703 8.2711 105.11% 770,181 5.58% 104.88% 1,014,385 7.32% 148.81%

車両逗搬具 550288 570% ioo.oos 755,835 7.2フ瓢 137.35% 7,103,1フ4 9.フ3覧 200.47% 1,477,372 11.fi3% 288.47% 1,4フ4,181 10.64% 28789%

土地 517,fi88 5.3B% 100-00覧 617,268 5.B4% 119.23% 831,704 5.57% 122.02% 852,818 5.14% 128.10% 689,111 4.83% 129,251

建設仮勘定 5829 O,61瓢 100.00% 58,00fi 0.54% sa.aox 87,467 o.nx 147.46% 234,835 7.85% 395.82% 231,844 t.B7% 390.44橘

.その他 127,fi69 1.32% ioo.oox 124,490 1.20E 97.51% 174,002 1.53Y 138.29% 228,498 1.80% 178,98瓢 305,020 2.20% 238.91賃

合計 2.fi32.988 27.26% ioo.oox 2b90.858 2877% 113.581f 3.477288 aossx 132,0フ瓢 4,094,024 3222% iss.asx 4,610,763 3328% ns12覧

役資その他の資産.
投資有価証券 1,839,781 19.05% ioo.oox 194893 16.75% 705.94% 2,427,634 21.40% 131.95% 289265 18.81% 129.87% 2β37389 18.87% 127.05%

長期貸付金 362293 3.75% 100.00覧 255210 2.45% 70.44覧 269,835 2.38% 74.42% 320,745 2.52% 88.37% 384,138 2.84瓢 108.78%

1その他1.貸倒引当金
48,108

-9 ,713

α48瓢

一〇.10覧

ioo.oos

ioo.oox

85,428

-7 ,873

0.83%

一〇.osx

141,91覧

81.06覧

70,701

一フ,69フ

0、62瓢

一〇.07瓢

15a34瓢

フ9、24覧

8651

-4 ,8フ4

0.52%

一〇.04%

743.91%

50.18%

145,フ83

-6 ,907

1.05覧

一〇.05覧

318.191{

71.判 覧

2238,467 23.18% 10000覧 22fi1.758 21.76%' ioi.oax 2.760274 2a.aax 123311f 2,770,887 21.81f 123.78% 2,870,405 20.72% 12823覧

謎毒舘 4,871,455 50.44K 100.00% 5252,418 so.52x to782覧 6237562 5498% 128.04% 8,884,812 54.03% 140.92% 7,481,188 5400% 15357%

.

為替換算調整勘定 88,303 ost十s 100.00E 123,437 1.18% 139-79瓢 70fi,055 0.94% 120.10E

資産合計 9,657,838 ioo.oox 100,00賃 10β95β16 ioo.oos 107.sax 11,342,448 10000覧 117.45% 12,704,833 ioo.oox 137、55覧 13.85455 ioo.oox 143.451f

= 1993年 度 7994年度 1995年度 1998年度 1997年度
金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比

負債の部
流動負債E支払手形及び買掛金

78286 7.80% ioo.oox ssazie 8,22瓢 111.98% 827,422 7.28% 108,451 1,042,088 8.20% 736.58% i.osizse 7.59X 137.78%

1年内償還の:ta 72043 36985

短期借入金 480,184 4.77% 100.oox 58834 sssx 127.84% 567β23 5.00% 123.281f 595,007 4.88% 729.29% 794,731 5.74% 772.88%.未払金及ひ未払畳用
475,34fi 4.92覧 goo.oox 513220 a.aax 107-9フ覧 675,fiO6 5,96瓢 142.13% 837,802 7.38E 197.29% 1,002,572 フ.24% 210.81%

未払い事菜税等 18,875 osox ioOoox 25233 0.24% 133.40% 42,747 0.38覧 228.00% 78273 062% 413.50% 38782 029% 210.32%

未払い法人税等 5722 0.53% ioo.oox 8015 O、78覧 iszsex 141296 1.2511 275,31覧 vo,eos 2.1311 527,27覧 156343 1.14% 308,53覧

製品保証引当金 179535 i24% 100.00覧 120,168 1.isx 100.53覧 12888 1.13% 107.41覧 14888 i.nx 124.14% 152300 i.iox 127.41%

顎リ金 8052 0.83% 100.OO覧 7459 0.72% 122.32% 80,623 O.71% 132.27覧 80,452 0.63% 131.89% 104718 0.76覧 171,80覧

賞与引当金 31,864 0.33% ioo.oox 20,438 o.20s 84.54% 799,982 7.78% 63i.5i% 2190 o.nx 37.55覧 24380 0.sax 77.00%

その他 647,804 8.71% ioo.oos 79857 7.88% 94.86% 1,176,181 10.37% , 139.75% 785630 6.18% 93.35% 798100 5.76覧 84.83%

含計 2.822522 29,231 ioaoos 3,075,438 29.58% ioa.asx 3,659,565 32.26% 129.66% 4,879,937 3fi.84% 165.81% 4,495,821 32.45% 159.28%

固定負債
社債 991$05 10,27覧 100.00% 1.194501 i1.49% 720.47% 1247$54 11.oox 125.82% 7,438,445 11.31覧 744.88% 2,128,733 15.37% 274.70%

転樹土債 273,032 2.83覧 ioo.oox 2aszse 2,37瓢 90,19覧 220,fi83 1.95% 80.82% o.oos o.oo. o.oox 0.00%

長期借入金 nii,ise 4.28% 100ρ0瓢 459コ61 4.42% 111.72E 47815 a.22x 116.38E 441,865 3.48% 107.47E 655862 4.73% i5s.nsx

退職給与引当金 301,074 3.12% 100.oox 334,171 3.21% 111.02% 347264 3.08% 115.381f 369235 2.91% 122.861f 379085 2.74% 725.94{

その他 808 0,01f goo.oox 408 0-OO覧 6フ,00覧 202 o.oox 33.17% 735 o.oix 120.89% 2,711 o.02x 445.1B%

合計 1B77228 2047瓢 ioo.oos 2234,688 21.50% 113.021f 2294,199 20.23% 11603% 2248282 npox it3.70% 3,168,192 22.85% 180.12%

為替換算調整勘定 25,488 0.2D% 81,478 0.591f

少数株主持分 28,033 o.zsx ioo.oox 84,835 O.Bc% 237.28f 71,885 0.63% 255.72% 74319 0.58% 285.11% 89use 0,845 318.08%

負債合計 4,827,883 49.89% 100.00% 5β74974 51.70% 111.33E 8,025,450 53.12% 124.81%
'7028
,008 55,328 145.57% 7,832,458 56.53% iB2.23%

資本の部「資本金
261,799 2.nx 100.00覧 275.1 982.65% 105.12% 285122 2.51% 108.81% 354,657 2.79% 135.47E 398994 2,8フ覧 151.84%

資本準備金 278,178 288% ioo.oox 291558 2.80% 104.81% 301,463 2.86% 108.37E 3フ0,890 2.921f 133.33E 413,1B1 2.88% 146.52%

利益準備金 85212 0,881 !OO.oox 85,448 0.H3% 100.361f 89,145 0.81% 108.03% 74,879 0.59% 114.52% 92,472 0.87% 141.80%

その他の剰余金 4Q24S77 43.74% ioo.oox 4,388,837 42.22% ioassx 4β6,268 41.10% 110.34% 4,878,600 38.38% 115.43% 5,120;888 36.96覧 727.22%

自己株式 一13 o.ooa 讐00.00覧 Oo.oox o.oos _, o.oos 7.68% _p 0.001{ isasx 一1
,801

一〇.oix 12315.38%

資本合計 4,828,754 50.01% ioo.oox 5,020,842 48.30% 103-96覧 5β16β97 48.881f 110.08% 5,876,824 44.68E 117.54% 6,021,885 43.47% 124.88%

負債資本曾計 9,857,638 ioo.oox 100.OO覧 10β95816 10000覧 107.64% 17,342,448 100.00覧 117.45覧 12,704,633 ioo.oox 131.55% 13.85455 100.OON 143,45覧

「有価証券報舌書」各年度より作成

トヨタ 連結P/L (単位;
1883度 1894年度 1995年度 799fi年 度

8TiPgxx)
1887

金額 楕成比 趨勢比 金額 楕成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比
売上高 8,382,732 ioo.oox 100.00覧 8,120,975 ioo.oox 86.74E 10,718,738 100.00% 114.48橘 12243,834 ioo.oos 130.77覧 11,678$97 100.OO覧 124.73%

売上原価 6.157bO4 87.071f iao.oox 6,876,798 84.88% sa.aex 9,015,040 84.11f 110.5Blf 8925,774 81.071{ 12176f 9.137AB1 78.2411 112.08覧

売上総利益 1210827 12.93% 10000覧 1244,178 75.32% 102.75% 7,703,688 15.89% 140フ11 2,318,060 19.93% 191,441 254135 2176覧 』 209.88%

販売彊及び一般管理費
辺賃請掛彊 1B728fi 1.79% ioaoox 134,032 1.85% 80,126 160,17fi 1.49% 95.74% 178284 1.44% 105.36% 186,414 雪.681f 177.40E

販売諮畳 198,721 2.12% 量00.00瓢 153,789 1-ssx 77.08覧 275,1fib 2、5フx 138.47% 324272 2.65% 163.18% 324207 2.78覧 1fi3.15%

広告宣伝畳 118,507 1.24% goo.OOf 9825 1.22% 84.82% 740,792 1.31% 120.84x 198フ9 i.B1% 188.07% 232,752 准.BB% t88.78%

製品保証引当金繰入 104,810 7.12E ioo.oox 101月03 1.25X 96.84E 701408 0.95% 98.75% 135,408 1.11% 129.19% 125,800 1.osx 720.03E

給料手当 20284 2.16% 100.00覧 289$32 3.32% 133.18E 31933 2,98覧 758.08% 384,011 3.14% 189.74% 389,802 3.34% 192.fi1%

賞与引当金繰入 ndoe a.i2x 100,00覧 8,432 o.iox 74,5フ覧 887 Oosc 79.47% 12,505 o.iox 170.58% 18257 o.iex tfi1.45%

退職給与引当金繰入 8,482 0.07賃 100,00覧 BS58 0.08覧 101.19% 8p25 0、OBE 13フ.68% 11ρ21 0.09% ｻ0.02. 8,808 0.07覧 132.81%

減価償却費 34,031 o.aex ioo.oox 35,328 0.44% 703.87% 44,019 0.41% 129.35% 48,108 0.39% 141.37% 5333 0.46% 75fi.72%

事業税等 33,197 o.asx ioo.oox 42,827 0.53% 128.89E 53,878 osox 182.30% 100,745 oszx 303.481f 77274 o.esx 232.77%

貸倒引当金繰入 9,853 o.ns 100.OO覧 6287 o.oaz 83.81% 13,457 0.13A 136.581f 18,フ06 0.15% 189.851f 18,807 o.nx 201.03%

その他 190,008 2.031f 100.00{ 13167 7,638 ss.aex 22,882 0.27% 12.04% 244x21 2.00% 128.90% 315282 2.70% ifi5.931f

7,074,800 11.48! 10000篤 888,458 1217篤 B1.88% 1355,630 12.85% i2s.isx 1.852945 13.50% 15382% 1781537 15.08% 163.92%

宮輪 iaszze 1.95% 10000覧 255,719 3,151 18フ72% 348.Ofi8 3.25% 255.51% 885,114 543% 488.24% 778767 assx 572.43%

営策外収益
受取利息及び割引料 77,000 0,821 ioo.oox 48,875 0.81% 64.691f 38,040 0.35% 49.40% 27,878 o.2ax 35、95覧 40,171 0.34% 52.17%

有価証券利息 38,808 0.4協 100.00覧 24,030 0.30% 82.24% 40,892 o.asx 10S40% 41p19 0.34% 108.57% 37,fi59 o.azx azsax

受取配当金 15,137 O.18i ioo.oox 8,667 o.nx sz2au 9,865 o.osx 85.17% 8,885 0,07賃 58.57% 10,448 O.OOf 69.02覧

有価証誉売却益 4,140 0,046 100.oox 3a10
'0
.05% 94.44% 5β67 o.oes 744.131{ 10,060 o.osx 243.00% 25,830 0.22% 61B.08%

為替差益 o.oox o.oox 24,885 o.20x 19,676 o.ｻs

その他 64,048 o.esx 100.00% 4852 osze η-99覧 93,838 0,871 148.20% 81,768 0.87% 零2フ.67覧 70,361 0.60% 109.86覧

含計 198938 2.72% ioOoos 136β76 168覧 08.55x 188204 176覧 94.61% 195,159 7.59% 98.10% 203948 1.75% 102.52%

営業外費用
支払利息及び割引料 19,949 o.zix ioo.oox 22フ06 0,28覧 113.82% 24,088 0.22覧 120.64覧 20,789 O.16瓢 ioi.20z 18994 0.15% 85.19%

社債利恩. 18,435 o.xix 100.00% 72,847 0,16覧 86.10% 18,087 0.18% 88.21% 24,822 0.20% 72fi.B8% 1827fi O.16覧 84.04%

コマーシcルへ㌔パ ー利.Q、 871 0.07瓢 ioa.00鷲 3,757 o.osx 53.99% i,ioa o.o1覧 15.78瓢 6フ6 o.oix 9.70% 1,078 o.oix 14.80%

固定資度処分損 9559 o.iox ioo.oox fi,742 0.08% 70.sax 9,81fi o.osx 102,69覧 12227 o.iox 127.911< 12コ72 o.nx 129.43%

有価証券処分損 11$55 o.izx 100.00覧 71,826 0.15% 102,354 z.ose 0.02% 77.7BN 2,779 o.ozti 24.05{ 12,7フ6 o.ii. 11057橘

固定資産圧縮損 408 o.oox 100,OO覧 1,818 o.02s 399.77% 123 o.oix 373.551{ 755 o.oox 38.18% Los 0.01橘 174.83%

寄付金 503 0.06% 100.oox 328 0.041{ 82.78% 7285 0.07覧 137,38覧 18β81 0,15覧 35227% BS30 0.07% 180.85%

社債発行畳
その他 25,452 0.27% 100,00覧 54,454 o.67蔦 aia.eax 50,784 0.47% 189.53% フ2,642 0.59% 285.47% 64275 0、72覧 331.11%
DI計

88,832 1.0511 10000覧 117283 7,445 ns.eix 115,471 ioss 1η07瓢 15174 1.24% 154.08% 154P54 1.33% 157.10%

経甫禾-盗 238531 2.53% ioo.oox 274,813 3.38% 118.18E 420,801 3.93% 17791讐 708299 5.7B% 299.451{ 928,791 ア10覧 350.39%

税金等調整前当期続利益 236531 2.53% ioo.oox 274,813 3.38% ii618[ 420,801 3.83% ?77.9?% 70s2ss 5,781 299.45% 828,791 710覧 35039覧.

.法人税及び住民税
124,822 1-33覧 goo.oox 148,007 sax 119.38% 187,121 1.15% 14991篤 370,787 3.03% 287.05% 314299 2.89% 251.aox

税効果当期配分額 一B88 一〇.0協 100.00瓢 9,781 ai2x 一ssssax 一380 一〇.03% 363.36% 一16β73 一〇.14% 1887.55% 40,162 O,34瓢 噌40fi4 .98覧

合計 123,833 i.a2x 100.00覧 158788 1.981f 128、23覧 183$31 i.〉>x 148.21瓢 354,113 2.89% 285.Bfi% 354,461 3.04% 288.24%

少数株主損益 一2
,700

一〇.ozx goo.oox 一4210 一〇
.05覧 200.48% 一5238 一〇.05% 249.48% 一5

,883
一〇.05% 280.82% 一1243 一〇.oix 58.79%

達8冑鯖整勘定当期{躍去口離 ioe o.oox ioo.oox 21 o.oox 19.81鷲 58 o.oox 54.72% 一230 o.oox 一218 .88% 一36 .101 一〇.31% 一34057 .55E

待分法による投資損益 15,104 o.iss ioo.oox 20,177 0.251f 133.19% 24,88fi 0.23% 16476賃 37,854 0.31% 250.82% 17385 0.15% 114.9フ覧

当期純利益 125,807 1.34% 10000覧 13153 1.62% 10489覧 256β76 2.40% 204.26% 38515 3.15% 30fi.75瓢 454x48 3,89覧 381.15覧

「有価証券鞭管書」各年度より作成
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NEC連 結B/S (単位:百万
1993+年 度 1984年 度 7995年 度 1998年 度 1997霧 橘)

金額 繕成比 趨勢比 鎌 楕成比 趨勢比 舗 構成比 趨勢比 鋼 楕成比 耀勢比 錨 構成比 趨鎗比

藩鍵
現金および現金等価物 3975239.69 100,oo覧 446ρ47 1074覧 113.93% 381,005 8.14% 97.31賃 350,494 7.30覧 89.52% 31897fi 6.47% 87.47%醗 12950.031f 10αoo瓢 1576 o.oaz 121-70覧 1,468 0.03覧 113.36% 359 o.oix 27.72%

有価証券 1425573.53E 10αoo瓢 94,800 2.28% 66,50瓢 97,648 2.09覧 68.50% 108β43 2.27% 76.42% i20asa 2.42% 84.45%

受取手形および売田金 881y3124.31% 100.oo瓢 950515 22.90% 96,80覧 1,1fi5,642 24.89% 118.71% 1.152585 24,02覧 11フ,38瓢 1,180,H74 23.84% 121.281f

貸倒引当金 一24,419-osox 100,0σ瓢 一24257 一〇.58% 99.34% 一23,706 一〇51% 97,08覧 一2127 一〇.44% 87.34% 一12,075 一〇zax 48.45%醗 819,42920.28% 100,OD瓢 870,770 2098% 106,27覧 1ρ44P68 22,30覧 127.45% 940,867 19,60覧 114,82覧 885,033 17.39% 1G5.57賃繊 29,4200.73% ,oo.oou 26,882 0.85% 91.37% 28,302 0.83% 99,60瓢 38215 0.807{ 129-89覧 48$18 0.94% 158.12%

前払彊用およびその他の流動資産 34,7880.88% ioo.aa. 42,003 1.01覧 120751 60,06フ 1.28覧 172.73% 58,887 1.18% 163.56% 87,177 7.35% 182.94E

合計 2.37852258.83% 10000覧 zaosaas 5801鷲 101.34% 2.786572 59.54% 11734% 2,827,033 5474弧 11054% 5AFA97 5221% 708.26%

長期債権および投資
有価証券 88,8132.191f 10αoo覧 118,fiB1 2、86瓢 133.84E 129282 2,フ6瓢 145.81% isame 3.43覧 ix.54% 1fi7,854 3.37% 189-42瓢

投資および貸付金
持分法適用会社 746,8053.63% 10aoo瓢 155,084

.3
.sax 105.83% 178,545 3.紹賃 122.3(購 23835 4,8フ覧 782.35% 289β26 5.82賃 187.〔麟

その他 99.〔培52.菊 瓢 100.00覧 105,181 2.53% 106.13% 120,468 2.57% 127,58覧 107β26 2.25% 10a82覧 112x87 2.27% 114.03覧

長期売樹債権 36β500.97% 10α00瓢 28,388 o.eax 76超 覧 24284 0.52% 85.75% 43,762 OBOlf 116.81% 4α111 osis 108.551f

371.4539.191f 10000覧 407309 981覧 10965覧 453,800 9.69% 122.12% 553,738 11.54% 149..07鷲 6¶0278 12.2フ覧 16429鷲霧転
土地 83,7822.07% 10aoo覧 Ki,473 2.06覧 702.04% iaozso 2.14% 119.70覧 102,678 2.14% 122,58覧 711287 2.24% 帽2.84覧

建物および構築物 708,05417.53% 1W((鵬 760,896 18.33% 107.46% 816,055 n.aax 115.25% aea2ae ianox 124.74% 950,513 19.11% 134.24%

機械装置およびその他の有形固定資産 1,848,09145.70% iao.oo. 1β07.(旧5 45.84% 103,30覧 2,089,386 44.18% 112.10覧 2,333,035 48.61% 126,38瓢 299260 48.24% 129.96%

建設仮勘定 91,6452.27% 10aoO覧 84,541 1.ssx 7Q43瓢 sssze 2、06覧 105.33% fi5,112 7.36E 71.05篤 722,084 2.45覧 733.22%

減価償却累計額 一1
,670,711-41.38% 100.〔鵬 一1,725,191

一4156% 103.26% 一1,863410
一39.フ9覧 111.53{ 一2,043,4フフ

-42 ,58覧 122.31% 一2,163,848
一43.51% 129.52%

1.058.64126.211f 1000〔騰 1.092.80G 26.32% 103.21% 1218,817 2fi.0.3% 115.71% 1340598 2793覧 128.61% 1.419]9fi 2853覧 134.03覧

。錨 鮫
長期繰延利益 35.031087% 10αoo覧 46,952 1.13% 134,03瓢 79,015 1.68% 225.56% 74,877 1,56覧 213.74% 78,674 1.581f 224.58覧

その他 197,9624.901f 10αoo覧 78524 4,フ2覧 98.87% 175,$78 3.フ6% 88.84% 202,920 4.23% 10250瓢 2fiB,Ofi1 5.41% 135.92覧

2329835.77% 10000覧 242,876 585瓢 109.24% 254,881 5,445 109.4〔鵬 277,79フ 5フ9瓢 17A231f 34フ735 6.98% 148.25%撚 計 4.038,809100.001{ 10000覧 4.75120 1000σ 覧 10276覧 4,883,120 1000G偽 115.92f 4フ99,165 10000瓢 118.801f 4β73紹6 10000瓢 123.12%

1993年度 t894+年度 1995年度 1996年 度 1897年 度

金額 構成比 趨勢比 鎌 構成比 醤勢比 舗 構成比 趨勢比 鎌 構成比 趨蟄比 錨 棚成比 趨勢比一
の部.購債
短期借入金 SB5,83014.74% 1ααoo覧 61949 ¶492覧 104α2覧 6fi3,889 14.77% 111.42% 742y28 1546% 724.Maxi 801,913 ・16 .12賃 134.83f
一年内返済期限到来の長期負債

184,5064.57% 10α00儒 175,734 423覧 95.25% 150578 3.22% 81.81% 217,289 4406 iiaszx 218205 4.39X 118.26%

支u手形および買掛金 89274717.13% 10aoO瓢 753239 18.14% 106.83% 1,079,309 23.α」覧 15S94R 947,183 19.74% 13895X 891,049 17.91K 128.74%

従業員預り金 115,8302.87% 100,00覧 91×51 2.21% 79,045 98,864 2.0フ覧 83.84% 4,582 O.1(購 a96覧

未燐法人税等 27,4820.881f 100,00瓢 40,851 ossx 148フ5覧 58221 1,24覧 21201覧 1q818 0.23% 39.39% 6,037 o.izz 21,98瓢

その他の流動負債 3272558.10% 100.〔牒 336,063 8.1(隅 102.6B% 363x78 776覧 ,,,.02覧 435,18フ 8.07% 132.98覧 488,094 837% 142.43覧

合計 1942.8244609% 100㎜ クn1曲8フ 485Btf 1α182覧 2411980 5150覧 124.15% 2351967 49.01覧 121.OfiX 2383298 47,92覧 122.87N

固定負債
itsお よび長期借入金 958,30023.87% 10α00覧 967,306 23,3(跳 101.15% 1,004,350 21.45% 105.02偽 1,015,714 21.18% 106.21% 1.174102 za.eix 122-78覧

未払退職金および年金畳用 180,3053.97M 10αoo覧 177,724 4.28覧 na.87% 194,072 4.14% 121.06瓢 205,353 4,28覧 128101{ 245ρ76 4.B3% 152.88%

その他の固定負債 151,8523.76E 10α00覧 151.1392 asex 100.03覧 143」81 3.06瓢 94.49覧 157,188 3,28瓢 ,m.szxi 30,787 a.ezx 20.27%

会計 1288.45737.40% oo.oox 7298,922 31.24% 10224% 1a41903 28.65% 10579覧 7378285 28.72% ioa.aex 140.99fi5 29.15M 114.31%

連結子会社における少数株主持分 48,4871.15% 10α00覧 48,682 1.12% 100.421f 50,385 1,08瓢 108.43覧 85,562 t.37% 141.09鴨 69,81B 1.4D覧 150.25%

負債舎計 3257.7488084% iao.oox aasosｻ 80.95% 1Q3.18% 3.804268 B123% 11fiフ8瓢 3,795,784 7go9覧 iis.5zx 3,903,079 78.47% 119,811

資本の郡
資本金 186,7644.6ア 鷲 100,00覧 189ρ05 4.55% 100.73% 197294 4.081{ 101.34% 200,403 4.1S% 106.77% 218,053 4.34% 114.4fi%

資本準備金 297,4187.38% 100.0α瓢 298,095 7,18覧 100.23% 300,374 6.41% 700.99% 312,792 8.51% 104,9フ覧 33031 6.65覧 ,,,.27覧

利益準備金 281880.Bsf 100,00瓢 27,857 Q675 106.38覧 28,82fi
. α64覧

113,90瓢 31,985 0.87% 122.15覧 34,081 ossx 730.15%

特別積立金 nazse 1.19%"100.00% 46,094 ,.,,. 95.52% 455205 9.49橘 94a3偶 47fi.838 9.59% 988.14{

その他の剰余金 2582116.39% 100、00覧 278,810 fi.71% 10フ.9〔購 382,901 8.18% 148,288 3,801 0〔麟 1.39% 12,882 osss asax

累積外貨換算調整勧定 一38,788-0 .six 10α00覧 一48β10 -1 ,18覧 133.Q2瓢 一く〕.ssx 69.45橘 2α91橘 -272897憐 21.sax 一2972.22%

自己株式 一60 .〔鵬 ioo.aos _p o、oo覧. 33.33%

一25$3fi

-7 0(x鵬 116.six

,,oaiaes
-75 o.oox 25(hOO覧

1,070,7fi5
-e ooon 133.33覧

782,08119.38% 1QOOO覧 780,749 19〔石覧 tmnx 878.2 1877% 112.38% tooaan 2091% 128.3014 1,070,757 21,535 136.91%

負徽 ひ資本舖 4.038,808100.OOK 10000覧 4.151J20 10000覧 10276覧 4.883120 100.00瓢 11592% 4,799,165 10aoo瓢 118.80% 4.873.83fi 100.oo瓢 723.12%

1有価証券擬 播 」各年度より作成

NEC連 結P/L (単位'百万

鐘
1993年度
繕成比 趣勢比 金額

1994年度
構成比 趨勢比 鎌

1995年度
構成比 趨勢比 舘

1996年度
楕成比 趨勢比 金額

%*
1987
構成比 趨勢比x上 弼およひその他の収益

売上高
受取SLR,.有価儒碑時ま鴎丼.受取配当舎および韓収

3,578,787

フ2,714

3.652501

100,00覧

2-03覧

iox.rox

100,0σ瓢

100.00瓢

10000覧

3,789,357
60,181
3.829538

iw.oos

1.6〔購

ion60覧

105.3〔漏

82.76%

104b5%

4,397,182

30,〔賜0

4.427272

10α00覧.

α68賃

10068覧

122、xヨ瓢

41,3フ瓢

12121覧

4,948,437

118,435

5,084,872

10α00覧

2、35瓢

10235覧

13823覧

16a13覧

13867覧

4,801,122
69564
4970.68fi

10αα)瓢

1.42瓢

70142覧

136,91覧

95.67瓢

13609覧

臨 。び朋
売上原価
販売費および・一rte:支払利
恵

その他の螢用
合計

2,483,807

1,038,899

saoas

37ρ76

3,627,391

6882覧

29.02瓢

2.46覧

1.04覧

10133覧

10α00覧

19Qoo覧

ioooo覧

10QOO覧

10000橘

255736
i,oss,osz
81,885
59,361
3,754,814

67.85覧

2802瓢

2.1フ覧

1.57覧

9961鱈

10a81覧

101,6フ覧

93.Q2覧

160,11覧

103.51%

2y80.718

1,168,672

89,793

56,771

42フ5954

6フ,79賃

26,58覧

1.59覧

1.29覧

9724篤

12Q99覧

112.51賃

79,30覧

153.12瓢

11フ88瓢

3S28S2fi
723830
80,463
118,351
4943.fi50

フ1.30覧

24.98覧

1,22瓢

2.39鷲

99.go瓢

143.22瓢

119,03覧

68.701覧

319.21瓢

136.29覧

3,409,807

1β01.111

61257

iozna

4,879,893

69,57覧

26.55瓢

1.25讐

2.2〔鵬

99.56覧

138.40覧

725.28%

69.60覧

29Q53覧

134、52瓢

税引前剰縢 25,110 ova 10000覧 74,724 198覧 29759% 151318 3.44% so2szx 121222 2.45% A82.76% 90993 186覧 362.38%

法人税等
少数株主損益および待分法投資損益前当期利益少数株主損益(控

除)
持分法投資損益前当期横益持分法による投資損益

当期純藤1階

2531
-421
-1,718
1297
812
6,606

t36鷲

062鷲
-α01賃

062鷲

0.31讐

094讐

201,51覧

一552874橘

12.46覧

1811.1(務

171,09覧

53460弧

76,376

7442

4,029

フ0,913

6253

nass

1.74賃.

1,70覧

α09瓢

1.6横

α14篇

175鷲

0.5(罵

195覧

α10賢

1.85覧

α0鵬

185瓢

97.53覧

一22879 .33%
一292 .08覧

7039、63覧

401覧

738fi33覧

48,033

4260

2,839

40,121

1,181

41,341

Q98覧

088覧

α06質

α82瓢

α02覧

084篤

α71覧

一〇〇1覧

一QO5覧

oa覧

0.19%

018弧

10α00覧

10α00覧

10α◎0覧

100.〔鵬

10α(鵬

100(鵬

51,448

232フ6
-214

23,490

>>sze

3531fi

299.15覧

一naoosx

-23452%

5487.48%

90.47%

1168.12%

24,900

9fi,322

5,018

91,304

2フ7

81581

¶8814覧
一io20a .xax
-16525覧

309a37瓢

17,09覧

62522旨

その他の剰余金
期首残高
現金配当金利益準備金繰

入額
期末残高

一1599

-7
,713

一〇,43覧
一QO5覧

10a〔牒

oo.oou

30fi,467
-15 ,408
一ち671

324,704

813覧

→〕.41覧
一〇.04覧

861鱈

10α06瓢

9フ.55覧

324,704
-17 ,000
-1
,989

382901

7.38覧
一〇.39覧
一〇.04覧

871覧

noaoz

114.94%

382,901
-17 ,118
-2
,159

455205

7,74覧
一G35覧

一〇.04覧

9.20覧

111.16%

126.04賃

455205
-17員73

-2
,09fi

47fi.838

9.29覧
一〇36覧

一〇.〔》4覧

9、73覧

114.12%

122.36%

1有価鑑鵬 誓書」各年度より作灰
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IBM連 結B/S (単位:百 万ドル%.%)
1993年 度 issa年 度 1995年 度 1996年 度 1997年 度

金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比
資産の鄙
流動資産
現金及び現金等価物 乳922 9.77% ioOoogs 7,259 9.04% 91.63% 7,687 9.47% 97.03% 7,106 8.72% 寂).70覧 5,375 6.24% 67.85%

有価証券 2,632 3.25% 100.00% aaz 0.55% 16.79% 450 0.55% n.iogs 447 0.55% 1698瓢 393 a.as% 1493%
手形及び売掛金 14,018 17.29 100.00% 16,450 20.4996 117.35% 16,515 2036% 117.81覧 16,850 zosags 120.20% 18,958 2202覧 135.2496

販売型リース 6,351 7.83% 10ao眺 5,961 742% 93.86%1 5,721 7.Q5% 90.08% 5,720 7.02% 90.06% 6,510 7.56% 102.50%
その他売上債権 1,164 144% ioo.oogs 991 1.23% 85.14%1 931 1.15% 79.98% 1.25fi 1.54% 107.90% 1,313 1.52% 112.80%

棚卸資産 6,334 7.81% 100.00% 6,323 788% 99.83%1 5,870 7.24% 92.67% 5,139 6.31% 81.13% 5,200 6.04% 82.10%

前払費用及びその他の流動資産 2917 3.60% ioo〔鵬 3,265 4.07% 111.93% 3,521 4.34% 12Q71鶉 3,900 4.79% 133.70% 4,611 5.36% 158.07%
流動資産合計 41,338 50.98% 10aoα艶 40,691 5068% 98.43% 40,695 50.16% 98.44% 40,418 49.59% 97.77% 42,360 49.20% 102.47%

有形固定資産 4a,azo 55.27% 100(pss 43,981 5478% 98.13% 41,893 51.64% 93.47% 42,133 51.70% 94〔x跳 44,870 52.11% 100.71%
減価償却累計額 28,156 34.72% 100.00% 27,402 34.13% 97.32% 24,486 30.18% 86.97% 23,786 zs.is% 8448% 25,239 29.31% x.64%

差引 16β64 20.55% 100.00% 16,579 20.65% 99.49% 17,407 21.46% 10生46% 18,347 22.51% via.10% 19,631 228096 117.80%
ソフトウェア(減価償却累計額差引後 2,963 3.65% 100、〔agsi 2,419 3.01% 81.64% 1,435 1.77% 48.43% 819 1.00% 27.64% 599 Q70% 2D.22%
投資その他の資産. 20,126 24.82% 100.00% 20,603 25.66% 102.37% 21,595 zsszss 107.30% 21,915 26.縦}% 108.89% 23,510 27.31% 116.81%

資産合計 81,091 10000覧 iw〔X跳 80,292 ioo.ooｰs 99.0196 81,132 100.00% tOO.Q5% 81,499 100.00% 100.5 86,100 100.00% 1D6.1S%

1993年 度 1994年 度 1995年 度 1996年 度 1997年 度

金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 ・趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比
頁債の郡

流動負債
税金 1,771 2.18% ioo.oogs 2,634 3.28% 148.73% 3,029 3.73% 171.03% 2,381 2.92% 134.44% 3,125 3.63% 1フ6.45%

短期借入金 9,570 11.80% 100.00% 11,569 1441% 120.89% 72,957 15.97% 135.39% 13,230 16.23% 138.24% 73,9D5 16.15% 145.30鮨

買掛金 3,778 4.66% 100.〔x隅 4,511 562% 119.40% 4,767 5.8896 izs..18覧 5,215 saws 138.04% 6,252 7.26% 165.4896

給与及び手当て 2,702 3.33% 100.oogs 2,914 3.63% 107.85瓢 2,950 3.6496 109.1磯 3,043 3.73% 112.62% 3,530 4.1(y垢 130.64%
繰延利益 3,475 4.29% 100.(X罵 3,469 4.32% 99.83% 3,640 4.49% 104.75% 3,445 4.23% 99.14% 4,115 4.78% 118.42%

その他の禾払費用及び負債 7,930 9.78% 10aoO瓢 6,551 8.16% 82.61% 6,657 821% 83.95%1 6,193 7.6〔罵 781眺 5,900 6.85% 74.40%
流動負債合計 29,226 36.04% iw、(X跳 31,648 39.42% 10829% 34,000 41.91% 116.33% 33,507 41.11% 114.65% 36,827 42.77% 126.01%

長期借入金 12,548 15.47% 100.00垢 10,060 12.53% 8017% 9,872 12.17% 7867% 13,696 16.81% 109.15% 15,508 18.01% 123.59%

その他の負債 14,023 n.2sss 100.00% 14,354 17.88% 702.36% 74,005 17.26% 99.87% 12,993 15.94% 92.6596 12,818 14.89% 91.41%

繰延法人税 t881 2.32% ioo.ooss 1,807 2.25% 96.07% 1,627 2.Dt% 86.50% 1,487 1.82% 79.05% 1,514 1.76% 80.49%

負債合計 57,678 71.13% ioo.ooss 57,869 72.07% 100.33% 59,504 73.34% 103.17% 61,683 75.69% 106.94% 66,667 刀43% 715.5896

資本の部
優先株 tO81 1.33% 100.00% 253 0.3296 23.40%1 253 0.31% 23.40% 252 0.31% 23.31% 247 029% 2z.a5ss

普通株 7,342 90.5% ioo.ooss 7488 9.33% iof.99%1 7,752 9.55% 10.5.58% 8,601 10.55% 117.15% io,i2i 11.75% 137.85%

留保利益 12,352 1523% 100.00% 11,630 14.48% 94.15%1 11」89 13.79% 90.58% 11,010 13.5196 89.14% 10,141 11.78% 82.10%

自己株式 一34 一〇
.04% 100.o〔 跳

一41 一〇
.05% 120.59% 一135 一{117鶉 397.06% 一as 一伽1% 252.94% 一133 一〇

.15% 391.18覧

従業員福利厚生信託 一aso 一1
,854

留保利益に影響しない損益累計額 2,672 3-30瓢 10aoo覧 3,093 3.85% 115.76% 2,569 3.17% 96.15% 899 1.10% 33.65% 911 1.06% 34.09%

23,413 28.87% 10000瓢 22,423 27.93% 95.77% 27,628 26.66% 92.38% 19,816 24.31% 84.64% 19,433 22.57% 8300%
酷魁 合計 si.osi 10D〔X跳 100.oo% eozsz 10000% 99.01% 81,132 1000眺 100.0.5% si.ass 100.00% 700.50% 86,100 100.00% 106.18%

「有価証券報管書」各年度より作成

IBM連 結P/L (単位:百 万 ドル.%,%)

1993年 度 1994年 度 1995年 度 1996年 度 1997年 度

金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比
売上高 64,Q52 ioo.ooss ioo.oogs 71,940 100.〔X跳 112.31% 75,947 10a(x罵 118.57% 78,508 iw.oos 122.57!K 81,667 10a〔胱 127.5〔}瓢

売上原価 38,768 60.53% 100.00% 41,573 5779% 107.24% 45,408 59.フ9% 117.13% 47,899 61.01% 123.55% 50,795 62.20% 131.02%
売上総利益 25,284 39.47% 100〔}0覧 30,367 42.21% 120.10% 30,539 40.21% 120.78% 30,609 38.99% 121.06% 30,872 37.80鶉 122.10瓢

営業費用
販売費及び一般管理費 15,916 24.85% 100.00% 16,766 23.31% 105.34% is.asa 22.19% 1Q5.89% 16,634 21.19% 104.57% 16,662 20.4096 104.6996

研究及び開発費 4,363 6.81% 100.00艶 6,010 835% 137.75% 5ρ89 6.70% 116.64% 4,877 6.21% 711.78% 5,046 6、18瓢 115.65%

2α279 31.66% 10000% 22,776 31.66% 112.31% zisay 28.89% 108.2196 21,511 2740% 10608斑 21,708 26.58% 10705%

営轟 5,005 7.81% ioo.ooss 7,591 10.55% 151.67% 8,596 11.32% 171.75% 9,098 11.59% 181.78瓢 9,164 11.22% 183.10%

受取利息及びその他収益 1,377 2.15% 100.Doss 947 1.32% 6877% 707 0.93% 51.34%1 657 084% 47.71% 589 Q72瓢 42.77%

支払利息 t227 1.92% ioo.oogs 725 i.oiss 59.09% フ16 α94% 5835%1 728 0.93% 59.33% 713
.

087瓢 5811%

税引前利益 5,155 8.05% ioo.ooss 7,813 70.8696 151.56% 8,587 1131% 166.5896 9,027 11.50% 175.11% 9,040 11.07瓢 175.36%

法人税準備金 2,134 3.33% 100.oo% 3,635 5.05% 170.34% 3,158 4.16% 147.99% 2,934 3.74% 137.4996 2,712 3.32% 127.09%
当期純利益 3,021 4.72% 100.〔X螂 4,178 5.81% 1383〔跳 5,429 7.15% ns.71% 6,093 7.76% 20issss 6,328 7.75% 209.47%

優先株配当金 as 0.13% ioo.aoss 62 o.osss 73.81% zo o.oass 23.81% 2a α03% 23.81% zo 0.02% 23.81%

普通株主に適用しうる鈍利益 2,937 4.59% ioo.ooss 4,116 5.72% 140.14% 5,409 7.12% 184.17% 6,073 7フ4% 206.78% 6,308 7.72% 214.78%

「有価証券報告書」各年度より作成
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トヨタ

1993年 度 1994年 度 1995年 度 1996年 度 1997年 度

収益性指標
総資本営業利益率
売上高事業利益率
総資本回転率(回/年)

2.76%

2.85%

osss

3.25%

4.16%

0781

3.85%

4」)7%

0,945

5.85%

6.07%

0,964

6.27%

7.43%

0,843

経営資本営業利益率
売上高営業利益率
経営資本回転率(回/年)

2.41%

1.45%

1,656

a.02%

3.15%

1,276

4.89%

3.25%

1,507

8.48%

5.43%

1,561

8.68%

6.68%

1,300

自己資本営業利益率
売上高純利益率
自己資本回転率(回/年)

2.60%

1.34%

1,939

2.63%

1.62%

1,617

4.83%

2.40

2,016

6.80%

3.15%

2,157

7.54%

3.89%

1,939

安全性指標
流動比率
当座比率

166.4%

97.5%

163.2

96.8%

136.6%

73.3%

124.8%

71.3%

141.8%

67.0%

負債比率
自己資本比率

100.0%

50.0%

107.1%

48.3%

113.3%

46.9%

123.8%

44.7%

130.1%

43.5%

固定比率
固定長期適合率

100.9%

71.6%

104.6%

72.4%

117.3%

82.0%

120.9%

86.6%

124.2%

81.4%

「有価証券報告書」各年度より作成
NEC

1993年 度 1994年 度 1995年 度 1996年 度 1997年 度

収益性指標
総資本営業利益率
売上高事業利益率
総資本回転率(回/年)

3.72%

4.20%

0,886

5.20%

5.73%

0,908

5.93%

6.32%

0,939

6.26%

6.07%

1,031

5.23%

5.30%

0,985

経営資本営業利益率
売上高営業利益率
経営資本回転率(回/年)

2.45%

2.16%

1,130

4.53%

4.13%

1,095

6.21%

5.64%

1,103

4.41%

3.71%

1,188

4.43%

3.88%

1,140

自己資本営巣利益率
売上高純利益率
自己資本回転率(回/年)

0.84%

0.18%

4,577

4.47%

0.94%

4,767

8.7896

1.75%

5,003

9.13%

1.85%

4,932

3-86%

0.84

4,577

安全性指標
流動比率
当座比率

122.32%

78.03%

119.40

73.94%

115.61%

68.17%

111.70%

68.54%

108.95

68.39%

負債比率
自己資本比率

416.56%

19.36%

424.99%

19.05%

432.87%

18.7796

378.30%

20.91%

364.5296

21.53

固定比率
固定長期適合率

212.68%

81.1296

220.42%

83.49%

215.58%

85.31%

216.48%

91.20%

222.0196

94.3196

「有価証券報告書」各年度より作成
IBM

1993年 度 1994年 度 1995年 度 1996年 度 1997年 度

収益性指標
総資本営業利益率
亮上高事業利益率
総資本回転率(回/年)

7.87%

9.96%

0,790

10.63%

11.87%

0,896

11.47%

12.25%

0,936

11.97%

12.4396

0,963

11.33%

11.94

0,949

経営資本営業利益率
売上高営業利益率
経営資本回転率(回/年)

9.93%

7.81%

1,271

14.60%

10.55%

1,384

16.72%

11.32%

1,478

17.49%

11.59%

1,509

16.13%

11.22%

1,437

自己資本営業利益率
売上高純利益率
自己資本回転率(回/年)

12.90%

4.72%

2,736

18.63%

5.81%

3,208

25.10%

7.15%

3,512

30.75%

7.76

3,962

32.56%

7.75%

4,202

安全性指標
流動比率
当座比率

141.4%

84,196

128.6%

76.3%

119.7%

72.5%

120.6%

72.8%

115.0%

67.1%

負債比率
自己資本比率

246.4%

28.9%

258.1%

27.9%

275.1%

26.7%

311,394

24,390

343.1%

22.6%

固定比率
固定長期適合率

169.8%

76.6%

176.6%

81.4%

187.0%

85.8%

207.3%

85.6%

225.1%

88.8%

「有価証券報告書」各年度より作成
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W各 業 界 と環 境 会 計 の 展 望

さて、今までわれわれは企業が現在 どのような状況にあるのかということをみ

てきた。そこでここでは企業の今後を、与えられている情報から推測 してみたい。

まず、現在の大企業間でのさまざまな協力関係はさらに深化することは容易に

推測できる。なぜなら、企業経営においてもっとも大事なことは、いかにデファ

クトスタンダー ドを作 り上げるかということであ り、ある事業部門での他企業 と

の協力は,そ のもっとも簡単な方法のひとつであることは疑いようがないからで

ある。

しかし、あまりに大きな企業体は必ず規制の対象 とされるであろうから、「合

併」 という関係ではな く、ある事柄たとえば 自動車業界であればエンジン部門で

の開発を共同で行うといったことが頻繁に行われるだろう。こういった協力関係

にもとつ く商品販売では、もちろん単独開発がもっともうまくいった場 合と比べ

ればその利益は減少するが、その分単独開発で生 じるリスクを劇的に減少させる

ことができる。 なぜなら、「大企業同士の協力」は、そのネームバ リューから生

まれる安心感からデファク トスタンダー ドにな りやすいし、また競合する商品を

その品質ではな くその販売体制によって駆逐することも可能 となるためである。

こうした大企業間での協力が進む一方で、中小企業にもそれに対応するように

変化が生 じるようになるはずである。それは大企業のように単一の方向に向かう

変化ではなく、さまざまな方向に向かってい くものだろう。それは,た とえばある

市場への特化であったりニ ッチ市場への進出であるかもしれない。いずれにせよ、

中小であることの身軽さを生か した戦略を選択することは間違いないだろう。

両者の大きな流れは以上のようなものだが、では環境会計や連結会計の面では

どういった流れになっていくのだろうか。まず確実にいえることは、環境会計の

重要陛は今後増すことはあっても減ってい くことはないということである。そう

いった流れの中で、環境会計を先んじて行っている企業 と行っていなかった企業

とでは業績に大きな差が出ることになる。その理由は前述 しているため省略する

が、環境会計が企業の未来を左右するといっても過言ではない時代が近づいてい

ることは明確な事実である。

では現在環境会計を行えていない中小企業は、先行 している大企業に対 してハ

ンデを負うことになるのかというとそうではない。なぜな ら、中小企業は大企業

よりその環境会計導入にかかる費用が少ない し、またかかる時間も小さいので環

境会計の導入がより容易に行えるし、思い切って導入すれば大企業よりも大きな

費用対効果が見込めるためである。つまり、環境会計は中小企業にとっても,いや

中小企業にとってのほうがチャンスとな りえるのである。

総括すると,大企業は大企業同士での協力を深めていき、中小企業は中小である

ことのメ リットを生かした戦略をとりながら企業規模を大きくしてい く、 という

ことになるだろう。
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お わ り`=.

第1章 の各企業をとりまく最近の状況では、 自動車業界 と家電業界の最近の動

きを環境関連の トピックスを重視 してまとめた。両業界ともにその発展の歴史 と

いったものは取 り上げていないが、これは,最近の変化つまり戦後からの右肩上が

りの成長が止まった現在の企業の動きをみてい くのに、その業界の歴史 といった

過去の情報は大きな役には立たないのではないかという判断からである。今重要

なのは,過去 どうだったかではな く今の変化にどう対応 しているか ということな

のである。

第2章 では,会計の分野での新 しいい潮流である環境会計について、その枠組み、

意義、 自動車業界 ・家電業界での適用例についての私たちな りの分析を行った。

この環境会計は,いずれ企業の明暗をも左右するものとなるはずの会計方法であ

るため、いまだ確固たる分析方法の確立 していない分野ではあったが実験的に分

析 を行った。

第3章 では、もちろん従来通 りの財務諸表分析も行ったが、現在の会計上の流

れか ら,もはや1社 単位での財務諸表分析には、大きな意義は見つけられないので

はないかと思い、今回は連結財務所要の分析を重視することに した。

第4章 では、個別分析ではわからない、今後の日本企業はどうなってい くのか、

環境会計はその中で どういう役を果たすのかといった大きな流れを推測 してみた。

今回の論文の主役は,個別の企業ではな く環境会計であった。この新 しい会計法

が どうなってい くのかその動 きに注目していきたい。

(参考文献)

國部克彦 「環境会計」 新世社

R.H.グ レイ著 菊谷正人他訳 「グリーンrア カウンティング」 白桃書房

植田和弘著 「環境経済学」 岩波書店

日本経済新聞

有価証券報告書各年度版

各社ホームページ
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1999年 度 藤井ゼミ金融班 レポー ト

再編の進む金融業界

目次

第1章 比較制度分析を用いて

1比 較制度分析の紹介

II比 較制度分析の観点から捉えた日本経済の歴史

III経 済システムの変化とその影響

第2章 金融業界の現況

1金 融業界の業務提携分野の紹介

II金 融業界の業務提携の現況

第3章 財務諸表分析

1鳥 磁分析

II経 営指標分析

はじめに

1998年4月 の外国為替及び外国貿易法の施行を契機にスター トし、現在もなお

段階的に進められている金融ビッグ ・バンであるが、その必要陛やメリヅト・デメリ

ットをめぐって膨大な議論がすでになされている。しかし、金融ビヅグ ・バンが持つ

意味は明確なものとしては見えにくく、スター トから1年 以上が経過した現在におい

てもその行方を見定めるのは困難である。

はたして金融ビヅグバンがもたらすものは何なのか。さまざまな分野において現在

も研究が進められているが、本論文においては第1章 で比較制度分析を用いて、戦前

からビヅグ ・バン以前までの日本経済における金融構造および産業構造を制度という

観点から整理し、現状を可能な限 り明確なかたちで捉えることを目指す。第1章 を踏

まえ、第3章 では今後、日本の金融業界における競争で中心的な役割を果たすであろ

う住友銀行、東京三菱銀行、日本興業銀行、三和銀行の4行 を分析対象とし、連結べ
一スでの財務諸表分析を行う。なお、現在業態を超えたさまざまな形での提携が注目

を浴びてお り、各行の実力は単独での実力のみでは測 りきれなくなっていることを考

慮 し、財務諸表分析においては評価し得ないと思われる各銀行の提携関係については、

第2章 のなかでさまざまな形態の提携を説明 し、補足的な評価としたい。
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第1章 比較制度分析を用いて

1.比 較制度分析の紹介

本論文では、現在金融システムを中心に起こっている日本の経済システムの変化を

制度という観点から分析することを目的に 「比較制度分析」という経済学の新 しい分

野を用いる。そこで、第1章1で は比較制度分析の紹介を行いたい。「1.比 較制

度分析の基本的な考え方」、「2.比 較制度分析が起こった背景」では伝統的な経済学

との相違点や比較制度分析誕生の歴史的 ・学問的な背景に触れ、「3.ナ ッシュ均衡

とそこから導き出される経済システムの多樹 生」、「4.補 完性 ・経路依存性 ・自己拘

束性という概念」では比較

制度分析の主張する経済システムの多様陛、制度の持つ戦略的補完性、経済システム

内部の制度的補完性、経済システムの進化と経路依存性などについて理論的な紹介を

したい。

1.比 較制度分析の基本的な考え方

人間および人間の集合体 としての組織がどのような行動をとるかを議論する場合、

経済学においてはさまざまな理論が用いられるが、それらの理論をスター ト地点にま

で遡っていくと最終的には 「人間をどのような存在として捉えるか」という問題に行

き着 く。この問題に関して、伝統的な経済学が前提としているのは 「人間とは合理的

な存在である」というものである。経済学でいう 「合理的」とは 「人間は自分のおか

れた利害状況を十分把握 してお り、その知識を元にして自分にとって最適な選択をす

る完全な能力を持っている」ということである。しか し、比較制度分析はこのような

伝統的な経済学とは異なった見解を示し、以下のように考える。人間や人間の集合と

しての組織は必ずしも合理的であるわけではない。合理的存在でありたいと思うもの

の、現実には周囲の利害状況も不完全にしか把握できず、最良な選沢を計算する能力

も持たない 「限定合理的」な存在である。では実際、人間の行動はどのようにして決

定されているのか。比較制度分析においては、人間の現実の行動は、経験に基づいて

「型にはまったや り方」を作 り出し、直面する状況それぞれの文脈に応 じて適切なや

り方を選択するという意志決定方式に近いものであると考える。社会慣習 ・組織 ・法

制度などの社会的仕組みや制度は、複雑なシステムとしての現実のなかで、人々の決

定に影響を与えるものであると考えている。

このように経済システムを複雑系システム、人間を限定合理的な存在として捉える

視点からは、社会制度こそ人間が複雑な環境に対応するために必然的に生まれた仕組

みとして考えることができる。したがって社会制度とは、何者かによって意図的に設

計されたものではなく、環境や社会の変化に応 じて新 しい仕組みが発見され、より望

ましいかたちが残ってきたという、「適応的進化」のプロセスによって生まれてきた
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と考えるべきである。

つまり比較制度分析 とは、政府の介入を可能な限 り排除した市場メカニズムのみを

経済システムとして捉える新古典派経済学とは異な り、社会制度の集合体としての経

済システムを考え、経済学のゲーム理論などを用いて経済システムの多樹 生を主張し、

さらには多様な経済システムの形成 ・進化にまで研究範囲を広げている学問なのであ

る。

2.比 較制度分析が起こった背景

① 日本経済システムの異質性

日本の経済システムに他国と異なる際だった特徴があるという見解は、戦後日本の

社会科学の諸分野で多くの議論を生んできた。労使関係における 「終身雇用制」、賃

金や昇進の 「年功序列制」、「企業内労働組合」、コーポレー ト・ガバナンスにおける

「株式持ち合い」、「内部昇進者による経営」、企業間関係における 「メインバンク制

度」や 「系列」、企業 と政府の関係における 「行政指導」、「官庁の縄張 り」、「天下 り」

などが日本の経済システムに固有の特徴であると見なされてきた。これらの日本的特

徴は、高度成長期までは、文化人類学者や社会学者によって日本の文化的特質を反映

したものであるとされ、マルクス経済学者によって日本社会や日本経済の後進性の現

れであると主張された。いわゆる 「日本特殊論」である。しかし、1970年 代以降

日本経済が一層発展 し、日本企業の国際進出が高まるにつれ、「日本的経営」や 「日

本め経済システム」に対する評価は一変 し、他国の経営手法や経済システムにないこ

れらの神秘的な強さこそ日本企業や日本経済の強さの源泉であると賛美されること

となった。さらに90年 代に入 りバブルが崩壊 してからは、日本経済は、政府の規制

と政・官・財の 「鉄の トライアングル」を通したもたれあいによって守られた温室の中

で、国際競争から遮断されたひ弱で閉鎖的なシステムであり、上にあげた日本経済に

特徴的な仕組みこそ、その閉鎖性・非民主制の現われであると主張されるようになっ

た。つまり、日本は国際社会とは 「異質な」仕組みを持った、閉鎖的システムである

という批判である。

日本の経済システムに対する社会的評価がこのように揺れ動くなかで、日本経済に

対する実証的・理論的・政策的な経済分析は着実に進められた。それらの研究成果は、

「日本特殊論」「日本賛美論」あるいは 「日本異質論」と異なって、日本経済のさま

ざまな仕組みにはそれなりの合理性が存在すること、しかし他国の仕組みに比べてそ

れが一律に望ましいわけでも、逆にすべての面で劣っているものでもないことを明ら

かにしてきた。これらの研究は同時に、市場メカニズムの分析に偏重してきた経済分

析の欠陥を明確にし、「制度の経済分析」、つまりさまざまな社会的仕組み(企 業のあ

り方、企業内あるいは企業間の慣習 ・慣行、法律や通達で定められた制度など)を 分

析することの重要性を強 く認識させることとなった。つまり、経済システムを理解す

るためには、さまざまな社会的仕組みの役割と有効性、それらを安定的な仕組みとし
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て成立させているインセンティブの構造、それぞれの制度間の相互依存関係の特徴な

どを体系的に分析すること、しかもそれらの仕組みをシステムとして、つまり仕組み

の 「総体」として考察することが決定的に重要だという認識である。

②社会主義諸国の崩壊

1980年 代末に起こった 「ベルリンの壁」の崩壊 と、それに伴う旧社会主義諸国

の民主国家 ・市場経済体制への移行である。この結果、これらの国が目指すべき市場

システムとして、同じ資本主義体制であっても異なる市場システムがあ り、どれを選

ぶかに選択の幅があることが強く認識されることとなった。換言すれば、社会主義の

崩壊によって、資本主義経済システムが実は多様なシステムを内包しているのであり、

今後の世界経済は、異なる資本主義システム間の競争の場になるという多元的な見方

が広がったのである。

③急成長を遂げた東アジア経済に対する興味

1980年 代は東アジアの時代の幕開けでもあった。日本に続いて、韓国 ・台湾 ・

香港 ・シンガポールが驚異的な経'済発展を遂げると、タイ ・マレーシア ・インドネシ

アがそれに続き、中国本土にも沿岸部を中心に急速な工業化が起こり、大量消費社会

の胎動が始まった。これらの国々の多 くは 「開発国家」と呼ばれる経済システム、つ

まり国家が大幅に市場に介入または補完することによって経済発展を成 し遂げたと

言う共通点を持っているが、このことは新古典派経済学を基礎とした伝統的な経済開

発戦略、つまり 「市場を整備 し、政府の介入とそれに伴う資源配分のゆがみを最小限

にすることが経済開発に最も有効だ」という常識を覆 した。開発途土国が工業化に向

けて 「離陸」するためには市場に頼るだけではなく国家機構を含めた何 らかの 「制度」

を有効に活用することこそが必要なのではないか、そもそも市場が有効に機能するた

めに政府が非常に重要な補完的役割を果たしているのではないか、という考え方が脚

光を浴びるようになった。

④経済理論の発展

このような比較制度分析と同一の問題意識は、旧社会主義経済の市場経済への移行

を取 り扱う 「移行の経済学」や、東アジア諸国の経'済発展の背景を分析する 「経済発

展 論」のも存在しているし、より一般的に、最近の 「組織の経済学」や 「契約理論」

にも共有されている。その背後には、経済理論自体に起こった大きな変化があると考

えられる。理論経済学は1970年 代以来大きく変貌を遂げ、不確実性とリスク、情

報とインセンティブ、契約や交渉と言った、従来経済学では扱えないとされていた諸

問題を検討するための、新 しい分析用具の開発に成功してきた。特に、1980年 代

に大きく発展 したゲーム理論は、標準化された財 ・サービスが市場で売買されるとい

う伝統的経済学の分析対象を越えて、労使関係や少数の企業間の複雑な取引関係をそ

の制度的背景にまで遡って論理的に叙述し、分析することを可能にした。
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この結果生まれた新 しい経済学には、ひとつの共通した問題意式が存在する。新古

典派経済学が前提とした市場経済では、市場参加者の誰と契約しても同じ取引ができ

るということが前提とされていた。共通の問題意識とは、この古典派経済学の考えに

反し、何らかの長期的な関係にコミヅトするためには、長期関係を通じてお互いの行

動が望ましい結果を招来 し、得られた結果の分配が適切に行われるような組織 契約

のあ り方、制度などが必要だというものである。

3.ナ ッシュ均衡とそこから導き出される経済システムの多様性

比較制度分析では、制度に対して二面的な関心を持っている。1つ は現存する経済

制度の安定性 ・固定性であ り、もう1つ は制度の存在可能性や可変性および進化に関

わるものである。ここでは比較制度分析がどのようにして制度を認識しているかを簡

単なゲーム理論の例をあげて説明したい。

ある1地 域に2企 業が操業 しているとする。各企業の生産活動は結果として公害の

発生を通じて相手企業の生産陛を低下させる。ここで公害の発生を防ぐ新技術を各企

業が採用するかどうか考えてみる。採用コストは各企業にとっては3、 不採用の場合

は0と する。'そして2企 業とも新技術を採用 しなければ各企業の生産物価値は0で 、

1企業が採用すれば2、 両者が採用すれば4と なる。企業利潤を生産物価値と採用コ

ス トの差であるとすると、この状況は図1の ように描ける。新技術を採用しないとい

う戦略が相手企業の採用するどの戦略に対しても最適な反応となっている。つまりこ

こでは両者ともに不採用が唯一のナッシュ均衡 となるのである。

ここで法律を導入し、新技術を採用せずに公害を発生させた企業からは2の 罰金を

徴収するものとすると、状況は図2の ように変化する。この結果、今度は両者ともの

新技術を採用する状態が唯一のナッシュ均衡となる。ただし、このような法律で定め

られた一定のルールに人々が従い、法的制度が実質的に機能するためには、違反行為

を発見 ・特定するモニタリング組織 裁判所のような違反行為を客観的に立証する仕

組み、違反者を罰する仕組みといった社会的インフラス トラクチャーが整備されてい

ることが前提となる。

比較制度分析が対象とする制度には、法的な強制力によらなくても自生的に機能す

るものもある。そして経済システムの多様性や進化を考察するうえで興味深いのも、

このような自生的制度なのである。

自生的制度の機能について法的制度 と同様にゲーム理論を用いて考えてみる。一本

の道路を両方向から走行 して くる2台 の自動車があるとする。ここで2台 の自動車に

は、それぞれ右側を走行するか左側を走行するかの選択の余地がある。すると両者が

直面する状況は図3の ように表せる。相手が右なら自分も右、相手が左なら自分も左

を走行する方が明らかに安全である。

ここで社会では車がすれ違う場合には互いに左側を走行するという取 り決めが存

在しているとしよう。すると他の車が左側を通行 してくる限り、確かに自分も左側を
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通行した方が安全であり、法的な強制力が存在しなくても各人はこの取 り決めから逸

脱する誘因を持たない。このように 「左側通行」という取り決めは自己拘束力を持つ

ことになる。これは法的な罰則がなくとも一定のルールが社会のなかで自生的な制度

として定着する可能性を端的に示している例である。そして図2を 左側通行、右側通

行という2つ の戦略を持つ2人 のプレイヤー間のゲームと捉えると、(左側通行 ・左

側通行)と いう戦略の組み合わせがナヅシュ均衡になっていることにも注目したい。

法的制度と自生的制度についての以上の説明は、2つ の制度が本質的に異なること

を前提とするものではない。両者は、大多数がそれに従う限 り、各個人ともそれに従

うインセンティブを持つという点で、ともに自己拘束的な行動パターンという性格を

持っている。

ところで図3に ゲームにここでもう一度注目すると、(右側通行 ・右側通行)と い

う戦略の組みもナッシュ均衡であ り、複数均衡が存在していることがわかる。つまり、
「右側通行」という社会的な取 り決めも 「左側通行」と同様に自己拘束力を持ちうる

のである。

実は図3の 例は比較制度分析で重要な概念となっている戦略間の 「戦略的補完性」

を示す例ともなっている。他の者が特定の戦略を採用するようになった場合、自分も

同じ戦略を採用するインセンティブが高まることを、戦略的補完性が存在するという。

図3で は相手が右なら自分も右、相手が左なら自分も左を走行するのが安全であるた

め、これは典型的な戦略的補完性が存在する例となっている。

このような自生的制度の問題を社会全体のゲームとして考えてみる。社会全体で左

側通行者が過半数を超える場合は右側通行をしている人も左側通行をするようにな

り、最終的に全員が左側通行を行う状態が安定的な制度として定着する。また逆に右

側通行者が過半数の場合には最終的に右側通行が制度として定着する。この例から、

戦略的補完性が存在する状況では、経済環境など他の物理的な条件が同じでも、複数

0)自生的な制度が潜在的に存在 しうる可能性を指摘できるのである。

*ナ ヅシュ均衡……自分の利益を最大化するように非協力的に行動するプレイヤー

たちの行動を分析するうえで、最も標準的な均衡概念である。具体的にある戦略の組

み合わせがナッシュ均衡であるとは、各プレイヤーの戦略が他のすべてのプレイヤー

がその戦略の組み合わせに従うとしたときの最適反応になっていることである。

図1

採用する 採用しない

採用する i 1 一1 2

採用しない 2 _i 0 0

図2

採用する 採用 しない

採用する i 1 _1 0

採用 しない 0 一1 _Z 一2
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図3

左側 右側

左側 1 1 0 0

右側 0 0 1 1

4.「 補完性」「経路依存性」「自己拘束性」という概念

① 「補完性」

1つ のシステム内で比較的同質的な制度が発展する傾向を説明する鍵 となるのが

「補完性」である。システム内で1つ の仕組みの割合が増えれば増えるほど、その仕

組みを選ぶことが有利になることを、「戦略的補完陛」が存在するという。一つの経

済システム内で比較的同質的な制度が成立しやすいのは、これらの制度間に戦略的補

完性が存在 しているからである。

現実の経済に存在する複数の経済の間には、一方の制度の存在 ・機能によって他方

の他方の制度がより強固なものになるという関係がよく見られる。このように1つ の

経済システムのなかで一方の制度の存在が他方の制度の存在を支えているような場

合、両者は 「制度的補完」の関係にあるという。比較制度分析では経済全体を多様な

制度が相互に結びついた1つ の体型として理解するが、これは経済システムとはこの

ような 「制度的補完」の関係にある一連の制度によって形成されるものであると考え

るからである。

② 「経路依存性」「自己拘束陛」

制度の社会的適合度は、経済システムが直面する歴史的、技術的、社会的、経済的

環境に依存するのであり、これが比較制度分析において重要な役割を果たす経済シス

テムの 「経路依存性」をもたらす。また、一度制度として成立し社会の大多数の認知

を受けたものは、安定的な制度として機能し続ける性質がある。これを制度の 「自己

拘束性」という。
一経 済において

、数ある可能性の中から現在のような特定の制度体系が現出するま

でに、制度体系生成の過程にはどのような作用が及んできたのかを考えると、その経

済内における支配的な文化 ・価値観 その経済がおかれた過去の物理的環境などがあ

げられる。しかし現実の制度配置の根拠には、文化的 ・民族的必然要因だけでな く、

単なる歴史的偶然に帰せ られるものも多い。

たとえば過去の権力によって強制的に導入された制度が、その制度自身の自己拘束

性によって、権力による強制力が消滅した後も安定的な制度として機能し続ける場合

がある。また国際商用語としての英語などは、偶然それを使用 していた集団が歴史上

日の目を見る存在になったというだけで、新 しく加わった人々の間へも浸透していっ

たというケースである。
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II.比 較制度分析の観点から捉えた日本経済の歴史

最近では、いわゆる日本的経営システムやメインバンク ・システムなど日本経済の

諸特徴に対する経済史的関心が高まっている。またバブル崩壊以後長期化 した景気低

迷のなかで、日本経済システム自体が制度疲労を来 しているという問題提起がなされ

ている。そして現在の制度や規制体型の起源は特に戦時期の諸改革に見出すことがで

きるとし、日本経済の新しいシステムを構築するためには、戦時から引き続 く体制か

らの脱却が必要であるとの主張もなされている。

比較制度分析においても1930年 代か ら1940年 代にかけての日本経済に注

目している。しかし、その理由は土に述べたものとは異なる。この時代は、1930

年代の世界同時恐慌を経験 した資本主義経済が古典的な自由放任体制の修正を迫ら

れた時期であり、また日本経済が自国の経済システムの転換を試みた時代であったと

考えることができる。よって、経済システムの変化というテーマに対して貴重なケー

ス ・スタディを提供 していると考えるのである。以下では、1930年 代から高度成

長期に至るまでを 「重化学工業の進展」「統制経済の胎動」「戦時統制の経済システ

ム」「戦後経済改革」「ドッジ ・ライン以前の日本経済」「高度成長と日本経済システ

ム」という特徴的な6つ の時期に分割 して、日本経済システム内のさまざまな制度が

互いに有効性を支え合う整合的なシステムとして機能するようになるまでの過程を、

政府のシステム、金融システム、労使関係、企業コントロール ・システムなどの観点

から検証する。

1.重 化学工業の進展

いわゆる十五年戦争以前、特に大正期の日本経済は、現在の日本経済と比較すると、

名目価格の伸縮的な変化などを確認する検証などから、新古典派経済学が唱える純粋

な市場経済の姿により近かったと考えられている。

しか し、産業構造の重化学工業化と平行 して金融 ・労働市場を中心にそれまでにな

い変化が見られるようになっていた。日本経済における重化学工業化は第一次世界大

戦後から徐々には進んでいたが、1930年 代の10年 間で見ると、政府の保護およ

び軍需拡大により飛躍的な拡大を遂げている。そして、1940年 には国内純生産の

58.9%を 重化学工業が占めている。このことから、日中戦争から第二次世界大戦

の開始時には日本はすでに重化学工業中心の産業構造をほぼ実現 していたといえる。

このような急速な産業構造の変化は、戦前 ・戦時期の日本経済にとってシステム内

の諸制度の変化を促す最も根本的な要因のひとつであった。現代の日本経済を特徴づ

けている金融システム ・雇用システムの諸特徴も、当時の急激な重化学工業化の進展

の対処するなかで生まれてきたという解釈が多い。以下では、急激な重化学工業化に

よって起 こったと考えられる金融システム、労働市場の変化を考えてみたい。
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①戦前の金融システム、コーポレー ト・ガバナンスの変化

重化学工業化以前の企業の資金調達は基本的には株式発行が中心であった。財閥系

企業の場合、企業利潤は配当という形で財閥本社に集中し、新たな企業設立 ・増資に

際して、財閥本社が新規発行株式を買い取るという形で資金が循環 した。また財閥系

以外の企業では、主に商人や地主といった当時の資産家階級から資金を調達していた。

そしてこれらの企業は株主総会や買収による強いコントロールのもとにあり、高配当

を要求されるため内部蓄積率はきわめて低い状況であった。つまり、株式保有を通じ

て財閥や一部の資産家階級が少数大株主によるコントロール ・リーダーシップを発揮

していた。

しかし第一次世界大戦以降 徐々に銀行に期待される役割が拡大することになる。

そのような変化を促した主な要因は2つ ある。1つ は急速に発展 した重化学工業によ

る企業の資金調達意欲の拡大であ り、もう1つ は当時の所得分配の構造にある。資金

調達範囲を一部の資産家階級から大多数のリスク感応的な中 ・低所得層へ広げるにあ

たっては、銀行預金の利用が不可欠であ り、企業も銀行からの借 り入れを行うように

なった。また企業コントロールにおいても、株主数の急速な拡大によって従来の大株

主による企業モニタリング機能が弱まった結果、銀行による企業コントロールの一般

的な要請が高まった。

*コ ーポ レー ト・ガバナ ンス……企業のステークホルダーの間の権利 と責任 の構造。

*企 業モニタリング……投資に関わる情報の非対称制と不完全性とを克服するため

に、資金供給者やその代理人が企業に向けて行う 「監視」「規制」のこと。具体的に

は投資家から企業に対してなされる資金の実際の移転を参照枠として、モニタリング

活動が行われる時点を基準に3種 類の活動に区別される。

②労働市場の構造変化

戦後の日米の離職率を比較すると一貫して日本の方が低く、低い離職率は日本経済

の一般的な特徴の1つ として数えられていた。しかし、流動的な労働市場を反映 した

大正期の高い離職率からバブル期頃までの低い離職率を実現したのは、実は1930

年当たりの短期間であった。

重化学工業では機械化に対応した大量の熟練労働者を必要 とする。しかし軍需を中

心とした急激な産業構造の重化学構造化に対 して、当時の労働市場では熟練工の供給

は相対的に過小であったため、各企業は優秀な熟練工を企業内に確保するための仕組

みとして、生活級や賃金を保証するようになり、不況期でも雇用調整を行わないとい

う対応をとるようになった。
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2.統 制経済の胎動

重化学工業の拡大の時期 と前後して、政府による経済政策運営においても民間への

介入が強まっていった。その契機となったのは、1920年 代の金融恐1荒およびその

後の世界同時恐慌の経験であった。ここでは、政府による民間経済への介入の本格的

な始まりであ り、またその後の行政指導のあ り方をも方向づけた銀行法と外国為替管

理法の特徴を説明する。

①銀行 と外国為替管理法

政府による民間経済への介入の本格的な始まりとして最も注目すべきなのは、昭和

金融恐慌後の1927年 に制定された銀行法である。この法律によって銀行業への参

入は規制され、台併が促進されるとともに、大蔵省の全般的な監督権限が強化された。

銀行法に基づ く金融行政には戦後も長 く続いた金融行政にも通ずる大きな2つ の特

徴が存在 した。1つ は、銀行法自体は原則を示すのみで具体的な内容はともなってお

らず、実際の銀行法の運用は大蔵省に委ねられてお り、行政指導によって裁量的に行

われることになったという点である。金融再編期にある現段階においては、金融監督

庁の発足に伴って金融業界における政府企業間の関係は変わ りつつあるように見受

けられるが、この銀行法によって日本の政府企業間関係に特徴的であるといわれた裁

量的行政指導は始まったと見なすことができる。2つ 目の特徴は、さまざまな業務が

許認可制とな り、原則禁止のスタイルとなったことである。この銀行法が制定された

ことで大蔵省による秩序重視の関係依存型行政システムが成立したといえる。

さらに1933年 には外国為替管理法が制定される。以後1960年 まで為替管理

時代が続 くが、これも銀行法と同様に法律自体には原則のみが記され、裁量行政が可

能であるとともに、為替業務は許認可に基づくものとなった。この銀行法と外国為替

管理法によって、その後の日本の金融行政のスタイルが方向付けられたといってもよ

い。

②産業合理化政策

銀行法や外国為替管理法は大蔵省 ・日本銀行による秩序重視の金融行政の端緒であ

るが、現在の通産省にあたる商工省の産業政策思想 という面でも、この時期、戦前と

戦後の連続性を確認 することができる。それが1930年 から開始された 「産業合理

化政策」で、戦後日本の産業政:策の原点といえるものである。

「産業合理化政策」は、一般 には戦後、1950年 代に企業合理化促進法のもとで

進められた一連の政策に対する呼称であるが、戦前の 「産業合理化」は、金本位制復

帰後、企業の国際競争力を高め、日本資本主義の再建を図るという名目で、1930

年1月 の金解禁と並行 して導入された国民的運動を端緒とする。技術改善、設備更新

という企業 レベルでのコス ト削減の他、「無秩序」や 「過当競争」を廃すという目的

でカルテルや企業合同が促進された。国際競争力の強化という問題意識はそのまま戦

50



後の産業政策に引き継がれてお り、戦前の産業合理化を日本の産業政策の原型と見な

すことができる。

その後産業合理化運動は、カルテルや企業合同という側面が際立ち、次第に産業統

制へと変質した。具体的には1931年 の重要産業統制法により重化学工業を中心に

カルテルが保護され、1930年 代の半ばには石油 ・自動車といった産業別の事業法

が制定されることにより、個々の産業への政府介入が強まった。これらの事業法では

事業経営が許可制となり、企業は政府の命令や監督に従う一方で、免税や助成金の交

付などの恩典が与えられた。このように戦後に通ずる通産省の政策手法がすでにこの

時代に採用されていたことが確認できる。

3.戦 時統制の経済システム

1930年 代に入 り、政府は徐々に民間経済に対する介入度を強めたが、1937

年の日中戦争の開始によって、以後本格的な戦時経済統制システムが導入される。統

制の中心目的は、総力戦体制を確立し、重化学工業を中心とした軍需産業へ集中的に

生産資源を投入することであったが、単なる資源配分への介入にとどまらず、金融制

度やコーポレー ト・ガバナンスといった経済システム内の多様な側面にまで改革が及

んだ。以下ではシステムの変化をもたらす上で重要な要因となった改革について概説

する。

①計画経済の仕組み

日中戦争が勃発すると満州で生産力拡大のための経済統制計画の実行を経験 した

革新官僚群が、帰国して企画院や大蔵省 ・商工省に所属 し、戦時体制に向けた国内経

済の統制化を進めた。統制の当初の目的は国際収支均衡という制約のもとでの生産力

拡充にあった。

具体的な統制は、企画院が作成する「生産力拡充政策」を1938年 から始まる「物

資動員計画」(用途別の資材割当)を 、「労務動員計画」、「資金統制計画」(労働力 ・

資金割当に相当)に よってサポー トする形で進んだ。各計画間の整合性を測る役割も

企画院が担い、逐次計算を繰 り返して最終的に諸計画を調整した。

第二次世界大戦が開始されると、戦時統制システムは 「経済新体制」という新しい

段階に入る。物資動員計画の段階では統制とはいえ価格によるインセンティブ ・メカ

ニズムは失われておらず、企業には私的利潤追求の余地が残されていたため
、誘導的

資源配分政策の域を脱 していなかった。これに対 し、「経済新体制」では、企業 ・労

働 ・金融といった経済システム内のすべての側面を、戦争遂行を第一義として、上か

らの数量指令を忠実に実行する仕組みに改編することが画策された。そして 「経済新

体制」かでの生産 ・資材配分計画にあたっては、各産業ごとに設立された産業統制会

が、企画院と産業の間に入って情報収集 ・計画作成 ・指令を具体的に担うことが期待

された。産業統制会は企画院の官僚により統制されたが、実質的には各産業内の企業
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から派遣された人材によって運営されていた。

②コーポレー ト・ガバナンス

マクロの資源配分統制と並行 して、コーポレー ト・ガバナンスの仕組みにも介入が

及んだ。結果的に株主の立場が弱められ、代わ りに経営者の地位が大きく上昇するこ

ととなった。

まず、1939年 の4月 から会社利益配当及資金融通令で、大企業に対 して配当統

制が実施された。さらに経済新体制下では会社経理統制令が制定され、配当統制の強

化の他、資本家側の取締役に力を低下させるべく、役員賞与についての規制も導入さ

れた。また1943年10月 に制定された軍需会社法では、軍需会社に指定された企

業は、政府によって任命された 「生産責任者」によって経営されるようになったが、

これは事実上従来の経営者の地位を政府が保証する仕組みで、「生産責任者」は株主

総会から制約を受けずに経営を行うことができるとされたため、企業コントロールに

ついては経営者に完全なフリーハンドが与えられることになったのである。

③戦時金融の展開

1930年 代からの急速な重化学工業化で資金需要が増大し、投資率も上昇したが、

中 ・低所得者からの資金供給は銀行預金が中心となるため、次第に間接金融比率が上

昇しつつあった。そして戦時統制下においても間接金融システムを有効に利用するこ

とが画策され、「生産力拡充計画」・「物資動員計画」を資金面から裏付けるために、

「資金統制計画」が導入された。

ところで、当時の資金配分統制には次のような大きな2つ の課題が存在した。軍需

産業への優先的な資金融通と戦争遂行のための国債の円滑な消化である。軍需産業へ

資金融通は、1937年 に導入された臨時資金調整法によって強制的に進められたが、

民間銀行側でも軍需産業に対する協調融資団の自主的な形成 というかたちで自主的

な対応が示した。国策会社は一件当たりの融資額が大きかったことに加え、従来から

の取引関係にはないため、融資を行う際の審査に必要なだけの十分な情報が蓄積され

ておらず、銀行にとってはリスクの高い取引相手であった。このリスクを分散する目

的でシンジケー ト団を結成して協調融資を実施する事例が見られるようになった。当

時の軍需産業への資金供給において重要な役割を果たしたのが日本興業銀行であっ

た。他の都市銀行は、興銀が発行する金融債を購入することで、軍需金融のリスクを

間接的なものとすることができたし、興銀はまた、シンジケー ト団の幹事の多 くを引

き受けることもしていた。

また、経済新体制下では、全国金融統制会が共同融資の斡旋を行うことになったが、

これは実質的には日銀による融資斡旋で、以後終戦直後までが産業金融への影響力を

強める契機となった。

国債消化にあたっては郵便貯金や日銀など公的金融が中心となったが、民間金融機

関も国債保有の協力を求められた。ただし国債を引き受ける金融機関が一・定の利鞘を
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確保できるよう預金金利の低利規制が並行され、これにより戦後に通ずる低金利政策

が定着することになったのである。

軍需会社法の成立以後は、戦時金融の仕組みは軍需融資指定金融機関制度に発展し

た。これは各軍需会社に原則として一行の金融機関を指定し、資金供給を確保すると

ともに、株主などのアウトサイダーの圧力から全 く自由となった企業経営者(生 産責

任者)を 最終的に規律付け、軍需会社の企業行動を統制するために導入されたもので

ある。そして各軍需会社の指定金融i関 にはほとんど協調融資団の幹事行が選任され

たのである。この制度の出現をメインバンク関係の発端 とする見方もあるが、軍需会

社はほぼ,.J約 に資金調達が可能であ り、指定金融機関も資金の垂れ流しが可能で企

業モニタリングを行うインセンティブは存在しない。したがって、この制度が期待し

た指定金融機関の企業モニタリングは機能せず、軍需会社も放漫経営に陥ったため、

戦時体制は崩壊の一途をたどった。

4.戦 後経済改革

1945年8月 に敗戦を迎え、日本は占領軍の統制下に入った。このあとGHQ主

導でさまざまな制度改革が行われるが、興味深いのは戦時の経済システム改革の方向

性は戦後になっても基本的に維持されたということである。まず終戦直後の疲弊した

経済を再建するためには、戦時と同じような経済統制が必要となったが、戦後統制で

も戦時中に作 られた統制の仕組みが利用されるようになった。また経済の民主化を目

指 した企業改革でも、経済システム改革の方向性が維持されたことにより、戦時中に

起こった企業内ステークホルダー間のパワー ・バランスの変化に拍車がかかることに

なった。

①統制と計画による復興

日本は戦後も引き続き連合軍による貿易制限下におかれ、経済復興の課題も、輸入

制約下で戦時中の軍需会社などを私企業として再建することにあった。そして終戦直

後の段階では、上からの 「統制」と 「計画」を継続する必要があったが、戦時に導入

された経済統制の仕組みが経済復興のための統制手段として引き続いて機能するこ

とになったのである。

具体的には1946年3月 に物資統制令、10月 に臨時物資需給調整法が制定され、

戦時中の物資動員計画とほぼ同じ正確の物資需給計画が再スター トした。この物資需

給計画のもとでの戦略的資源配分政策が傾斜生産法である。輸入制約下の日本では、

唯一の天然資源である石炭を有効に活用する必要がある。ところが石炭の増産には採

掘機械を大量に要し、これは必然的に大量の鉄鋼需要を生み出すが、鉄鋼の増産には

石炭が必要という具合に、石炭と鉄鋼の増産の問には相乗的な補完関係が存在する。

このため石炭と鉄鋼業に、当時日本に存在した資金 ・労働力 ・原油などの資源の大半

を集中投下することによって石炭と鉄鋼の同時的な増産を目指 したのである。

53



このような物資需給計画や傾斜生産方式の実際の遂行にあたっては、統制会を引き

継いだ産業別団体が重要な役割を果たした。各産業から集め、政府の意向を伝達し、

具体的な資材配分業務を行った。このような産業別団体を通じた資源配分政策は、そ

の後も審議会や業界団体による情報収集 ・伝達機能を媒介とする産業政策というかた

ちで定着 した。

特に政府と企業の関係においては、戦時中の形成されたさまざまな経済的仕組みや

政策手段が戦後もかなり引き継がれることになったといってよい。特の官庁の統制権

限に基づくものにはほとんど大きな変更は加えられず、戦後、復興に目的は変わって

も、戦時期に確立した 「統制」と 「計画」によるシステムは、これまでどお り機能す

ることになった。

②財閥解体

企業のコーポレー ト・ガバナンスという点では、GHQの 改革と日本政府による施

策によって、戦時中の新体制のもとで進められた企業のステークホルダー間の力学関

係の変化、つまり従業員の地位の上昇と株主の影響力の低下が一層進んだ。まず財閥

解体によって財閥持株会社が禁止され、財閥家族が所有していた株式は持株会村整 理

委員会に移管された。これにより財閥による企業コン トロール機能は完全に失われる

こととなった。さらに多大な財産税の物納を通じて政府機関に株式が集中し大株主の

力は大いに弱まった。一方で企業の従業員にはその企業の株式の優先購入権が与えら

れた。しかし、GHQに は証券市場を通じた企業コントロールそのものを否定する意

図はなかったようである。これに対して日本政府が進めた企業再建政策は、その後の

日本企業のコーポレー ト・ガバナンス構造の特徴である、メインバンクに専属化され

た統合モニタリングを準備するものであった。

③企業再建 と銀行のコミットメント

戦後の経済復興の中心的な課題は、巨額の損失を抱えた軍需会社の再建であったが、

戦後の統制経済のもとで、軍需会社の多くは引き続き政府と銀行の支配下に組み込ま

れた。1946年10月 に制定された企業再建整備法により、旧軍需会社の資産は企

業の内部役員と旧債権者からなる特別管理人に管理されることとなったが、旧債権者

側の代表はほとんどの場合、戦争末期の軍需融資指定金融機関制度のもとでの指定金

融期間から選ばれた。戦時中、指定金融機関による軍需会社のモニタリングは実質的

に機能していなかったが、指定金融機関と軍需会社とのつなが りは終戦後も維持され

ることになった。また特別管理人を派遣 した銀行は、資金面からも企業再建の中心的

な役割を担うことになった。

また企業内では終戦直後に労働組合法が制定されて以来、労働運動が著 しく活発に

なつた。法的環境の整備の他、生産低下による雇用不安、インフレによる実質賃金の

低下がその要因として考えられる。このとき大多数の組合は企業別に組織されたが、

これは当時の労働争議が当面の雇用の確保を最大の目的とし、低調な経営者の生産意

54



欲に対する労働者自らの生産管理闘争となったこと、また戦時期に組織された産業報

国会が戦後の組合組織化の時点で利用されたとも考えられる。

5.ド ッジ ・ライン以前 の日本経済

終戦直後の日本経済は、このようにGHQに よる労働運動の支i援、農地開放、証券

民主化といった民主改革が進められる一方で、戦時中の統制経済の仕組みをほぼその

まま利用する形で復興が進められた。そして、そのような仕組みが効果的に機能する

ことによって業界団体の重要性が改めて確認され、企業内でも従業員の地位の上昇、

それと相対的に株主の地位の低下が一層進み、銀行によるコントロールが機能 し始め

るなど、その後の高度成長に引き続く日本経済システムにおける政府・企業間関係や

コーポレー ト・ガバナンス構造の特徴の萌芽を見出すことができる。

しかし終戦直後の統制経済のもとで、当時の日本経済はシステムとして安定 してい

るとは到底言えない状態であった。

戦時に導入された統制経済の仕組みは、日中戦争開始時の物資動員計画の導入以降

いくたびかの改造が加えられたとはいえ、計画経済システム特有の経済主体の誘因整

合性問題を内包 し、実際に機能不全に陥ったことが、絶対的な資源 ・生産力不足と並

んで、戦争経済を破綻させる直接の原因となった。そして統制経済下の再建を図る企

業にも、終戦末期と同様のソフトな予算制約の問題が生じていた。まず復興金融公庫

の「赤字融資」により、企業は一定期間の赤字をカバーすることができた。さらに統制

経済Fの 公定生産者価格が企業コス トを基準に設定されていたため、最終的には赤字

は公定価格の引き下げという形で補填することができたのである。よって交渉力が拡

大した労働組合による生活給確保の要求も、経営者との摩擦をさほど拡大することな

く、製品価格への転嫁という形で実現することができ、確かに従業員の地位の向上と

いうコーポレー ト・ガバナンス構造の変化が容易に進行することになった。また、こ

のような企業行動は、復興金融公庫を通じた財政運営に支えられていたが、これは当

然の帰結として大幅な財政赤字と高率なインフレーションを招いた。

高インフレ率は当時の名目金利の固定低金利政策のもとで、負の実質利子率による

金翻抑圧状態を生み出し貯蓄率の低下を招いた。ただしインフレ・ヘッジの目的で株

式が保有されたため、株主軽視の傾向にあったにもかかわらず株式市場は安定 してい

た。

しか しこのような経済状態は最終的にはアメリカの援助政策によって支えられて

いたものであり、特異な経済状態はすぐにでも正常な状態に転換することが必要であ

ると認識されていた。したがってこのような経済状況下で進められたコーポレー ト・

ガバナンス構造の変革は、比較制度分析が認める経済システムのパーツとしての要件

を十分に満たしてはいないことは明らかである。全体の経済システムの一部である各

経済的仕組みは、それぞれが互いに有効性を高めあうというかたちで制度的補完性が

発揮される必要がある。しかし、当時の経済的仕組みの諸特徴はアメリカの援助のも
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と、大量の財政赤字、高インフレという経済状況に支えられていたものであり、経済

システム全体 として安定的な相互補完性が発揮されていたとはいえない。

ここで戦後改革の意義について考えてみる。戦時中の統制経済の仕組みをほぼその

まま利用する形で復興が進められたという点においては、戦時中の日本政府と戦後の

GHQに よる改革には同一の方向性が見出せ、連続性が確認できる。しか し、戦時統

制システムも、戦後のソフ トな予算制約のもとでのシステムも、経済システム全体と

してのサステナビリティを有しておらず、これをもってただちに現在の日本経済シス

テムが完成したとはいえない。むしろ、戦後改革の意義は、日本の経済システムが戦

前のような古典的な姿へ回帰する経路が、財閥解体などの処置により完全に閉ざされ、

戦前と戦後移行のシステムの断絶がなされたという点にあるといえる。

6.高 度成長と日本経済システム

統制下の企業のソフ トな予算制約は、結果として大幅な財政赤字と高インフレ率を

伴ったが、GHQも これを問題視し、1949年 からの ドッジ ・ラインで経済構造の

刷新を図った。1949年 度は超均衡予算となり、復興金融公庫の新規融資も停止さ

れた。さらに価格統制も廃止され、企業のソフ トな予算制約の要件は一掃された。

ドッジ ・ライン直後、経済は一一時深刻なデフレに見舞われる。しかし、1950年

に始まる朝鮮動乱特需で日本経済は息を吹きかえし、その後高度成長期にかけて、日

本経済システムは徐々に制度的補完の仕組みを整えていったと考えられる。以下では、

ドッジ ・ライン後、これまで徐々に導入 ・形成されてきた日本経済の制度的特徴が、

どのようにしてシステムとしての安定性を実現するに至ったかを確認する。

①株式持ち合いの進展

GHQの 構想では復興金融公庫の新規融資も停止後、長期資金は株式市場、短期資

金は銀行というように長短分離の金融構造の実現を企図していたようであるが、実際

には統制経済下での株主軽視の経営で低収益を続けてきた当時の企業には拒否反応

を示し株価は大きく下落した。これによりGH:Qの 構想は破綻した。また株式は証券

民主化以後民間に分散保有され、株価も大きく低迷した結果、経営者は恒常的にテイ

ク ・オーバーの脅威にさらされることとなった。

このような状況のなかから、テイク ・オーバーに対する経営者の抵抗策 として、企

業グループによる株式持ち合いが進められ、経営者の地位の強化が図られた。このよ

うな株式持ち合いは、1960年 代の資本自由化に向けた対応として急速に企業グル
ープ内で広まっていった。そして一般 株主による企業コントロールの力が失われてい

くにつれ、企業内では終身従業員から経営者を選抜するという慣行が徐々に定着して

いくこととなった。このような変化は日本企業の雇用システムにも影響を与えた。内

部昇進が一般化すると、これは従業員観の トーナメントとしての効果も持ち、経営者

は実質的にランク ・ヒエラルキーの トヅプという位置づけになった。またアウトサイ
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ダーによるテイクオーバーの脅威の消滅により、ブルーカラーを長期雇用するという

経営者のコミットメントがクレディブルなものとな り、企業特殊的な幅広い技術 ・知

識を蓄積するインセンティブが与えられることになったのである。

さらに日本の企業システムの特徴として企業内組合の存在が重要である。企業内組

合はチーム生産の組織モー ドにおいて、ジョブ ・ローテーションや共同責任作業の導

入を容易にし、情報共有型の水平的ヒエラルキーを実現するうえで重要な役割を担っ

たのである。労働組合が職能別に組織されていたならば、職種の変更に強く抵抗 し、

水平型 ヒエラルキーの円滑な運営が妨げられるものと考えられる。

②メインバンク ・システムの確立

しかし、企業が完全にインサイダー ・コントロールで運営され、外部からの規律が

与えられない場合、特にチーム生産の性格を持つ組織モー ドであるほど、従業員間の

フリー ・ライ ドによるモラル ・ハザー ドの問題が起きるかもしれない。そこで、この

ような潜在的問題に対処する装置としてメインバンクによる状態依存型ガバナンス

が機能することになったのである。メインバンクは通常は企業の安定株主の一員であ

り、企業の譲与の請求権はインサイダーにあるが、財務状況が極端に悪化すると、企

業コントロール権は内部経営者からメインバンクに移行する。そしてメインバンクは

財務状況の悪化の程度に応じて救済するか、清算 ・処罰(企 業の解散)す るかの決定

を下す。このような状態依存型ガバナンスは、流動性の小さい労働市場に直面する企

業のモニタリング機構として特に有効である。
一方銀行システムは

、企業モニタリングの他、資金供給の面でも中心的な役割を果

たす。復興金融公庫停止後、株式市場が有効に機能 しないことを受け、代替的な安定

的長期資金供給体制を構築する必要があったが、結果的に新たな長期資金の供給も民

間銀行部門が担うことになった。しかし、復興金融公庫停止直後の劣悪な財務状況の

企業への長期資金の融資は、高いリスクを伴うものであった。また、銀行によるモニ

ダリングは、特牢企業との長期的な取引を通じ銀行に企業の経営能力に関する情報が

十分蓄積されてこそ、その有効性が存在するものであるが、復興金融公庫を停止され

た企業は、これまでに取引関係のない銀行から融資を受ける必要があり、従来からの

顧客関係にないこれらの企業への融資は、銀行のリスクを一層大きくするものであっ

た。

このような困難な状況は、戦時中に臨時資金調整法のもとで、多くの軍事国策会社

への融資を強制された状況と酷似 している。そしてこの場合も銀行部門の対応は同一

で、主取引行を幹事行 とする協調融資団を結成し初期のリスクを分担するというもの

であった。また協調融資団の結成にあたっては、地方銀行を中心に存在 していた余剰

資金を円滑に都市銀行に還流させる目的で日本銀行によって導入された融資斡旋制

度が重要な媒介の役割を果たした。
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③仕切られた多元主義

また、戦後に引き続いた産業団体および官僚機構による裁量的行政システムは、長

期的取引関係に基づく日本の経済システムを最終的に補完することになる。同じ産業

に属 している企業は製品市場を通じて激しい競争を繰 り広げられるが、公的政策を立

案するにあたっての産業内企業の共通の利害は、産業団体によって調整され、所管省

庁の原局 ・原課ぺ取 り次がれる。そして各省庁は、予算編成や国家計画などの省庁間

の交渉の場において、所管産業の利益を代弁することになる。また天下 りの存在によ

って、官僚には所管産業の利益団体の準代理人としての行動をとるインセンティブが

生じることになる。このような多元的な利益が官僚機構を通じて調整される政治経済

体制は 「仕切られた多元主義」と呼ぶことができる。この体制は潜在的参入者の利益

よりも、官僚機構を通じて認定された既得権益の擁護に偏るという潜在的に保守的な

性格を帯びることになる。しかし、衰退産業の構造調整にあたって、調整のコストが

必要以上に大きくなることを未然に防いだ可能性がある点で、現在ではその限界を指

摘されてはいるが、高度成長期およびその後の産業構造調整の時代においてシステム

の安定性の維持にある程度の貢献を見なしたものとして解釈することもできる。

58



III.経 済システムの変化 とその影響

ここでは第1章 のIIで見てきた日本経済の歴史を踏まえ、日本経済の今後へと話題

を移していく。まずは、1930年 代の重化学工業の発達から統制経済、そして高度

成長期を経て完成した、さまざまな制度が相互に補完的に機能する経済システムがど

のような理由で、システム的な変革を迫 られるに至ったかを比較制度分析の視点から

考えたい。その後、環境変化および政府の介入が金融システムにどのような変化をも

たらしているか、そして経済システム内で中心的な役割を果たしている金融システム

の変化が、日本経済システム内の他の制度にどのような影響を与えているかという問

題について考えるために、変革期にあるさまざまな制度、金融構造、そして金融業の

あ り方を個別的に検証する。

1.経 済システムに変化をもたらす要因

先に述べたように、日本経済は1930年 代の重化学工業の発達から統制経済、そ

して高度成長期を経て、金融システムや労使関係、企業コントロール ・システムなど

に関するさまざまな制度同士が相互に補完的に機能する経済システムとして完成し

た。では、このシステムが現在どのような理由で変革を迫られているのだろうか。比

較制度分析では、システムとしての一国経済の姿に不可逆的な変化をもたらす要因と

して、「環境変化」、「政府による介入」などを重視している。「環境変化」とは主に技

術革新や国際経済環境の変化など、経済システムにとって外部環境の変化に相当する

もので、さらには人口構成や所得分配、経済の構造的要因も含まれる。これに対して

「政府による介入」は人為的なもので、政府が経済全般の諸制度に対して介入を行う

ことによって、経済システムの姿が全く新 しいものに変容しうるというものである。

では、このような視点から現在日本において進行中である金融システムの変化がな

ぜ起こったのかを考えてみたい。まず 「環境変化」であるが、従来から見られた世界

各国の経済的な結びつきが、通信技術の発達などによりさらに強まり内外資本の国際

間移動が活発になっていることがあげられる。

かつては資本主義と共産主義という明確な対立関係があ り資本主義内でのシステ

ムの違いはあまり注目されなかったが、社会主義が崩壊すると資本主義経済システム

が実は多様なシステムを内包したものであり、今後の世界経済は異なる資本主義シス

テム間の競争の場になるという多元的な見方が広がった。そしてそのような認識のも

とで経済の移行期にあるロシアおよびその周辺の旧社会主義国、EUな どがアング

ロ ・アメリカ型のシステムもしくはそれに近い型を採用するようになり、アングロ ・

アメリカ型が多数を占めていく世界情勢へと発展した。この情勢は各国の経済システ

ムが同質的なものであるべきだとする主張を生みだし、さらには他国から見て極めて

特殊なシステムとして映る日本経済システムの変革を迫 り、内外資本の国際間移動や

その監視の便宜上、世界均一のルールを作っていこうとする動きとなっている。国内
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の金融取引が国内に比べて便利で使いやすく映る海外の市場に流出するという 「金融

空洞化」の懸念などは、これと深く関わったものである。つまりアングロ ・アメリカ

型のシステムもしくはそれに近い型を用いることによって比較制度分析でいう戦略

的補完性の効果が得られるということである。かつては一地域 一国内で考えていた

戦略的補完性の問題を国際的なレベルで考えるべき時代が到来したといってもよい。

以上で日本における金融及びそれと関わるさまざまなシステムが変革を迫ること

となった 「環境変化」を指摘 したが、次に、その 「環境変化」を受けシステムを改革

するために 「政府の介入」がどのようにして行われようとしているかを考えてみる。

2.関 係依存型政府からルール依存型政府へ

比較制度分析では、経済システムを相互に関連した社会制度の集合体として捉える

が、「政府の介入」の影響は、この集合体としての経済システムを考えるうえで非常

に重要なものであり、特に日本の経済システムの変化を分析するには不可欠な視点と

なる。経済システムを構成要素であるひとつの社会制度に 「政府の介入」がなされた

結果、その制度に何らかの変更が加えられたとすると、当然それまで他の制度との間

に存在 した制度的補完性にも影響が及ぶことになる。もしその制度に加えられた変更

が適切なものであれば、他の制度にも好影響を与え、経済システム全体としても従来

よりも高いレベルで機能することになる。しかし逆に不適切なものであれば、変更自

体が拒絶されるか、あるいは変更がなされた制度が同一経済システム内の他制度によ

って拒絶されたり経済システム全体としての機能の低下を招 く可能性もある。日本に

おいてはこれまで経済システムの生成に強く「政府の介入」が関わってきたのである。

日本の関係依存型政府形態あるいはそれに依拠 した政府企業関係は、日本経済に特

徴的な他の制度 と制度的補完の関係にあった。この政府形態がもたらしたメリットの

うち最も代表的なものとして高度成長への貢献がある。

ルール依存型政府に比べ民間に対する交渉力が強い関係依存型政府は、戦後特定産

業に資源を優先的に配分することができた。このような調整において各部局間の縄張

り争いが障害にな りかねないが、戦後においては各部局の目標は先進国へのキャヅ

チ ・アップに統一されていたので、政府主導の経済発展が十分に達成された。また、

急速な経済成長は発展産業と衰退産業の色分けを明確にし、衰退産業での大量の失業

を招く可能性もあるが、関係依存型政府は高度成長を側面からも補強 し、官僚紅職 を

通じた多元的な調整は経済成長に伴って発生した社会的弱者の救済を円滑に行った。

このように高度成長期においては日本の政府システムは有効に機能したのだが、現

在ではこの政府形態の問題点が明らかになっている。そのなかでも最も重要なのば、

政府と企業の長期的な関係が事後的なルール変更の可能陛を高め、結果として企業の

事前の経済活動のインセンティブを阻害するという問題である。現在はキャッチ ・ア

ップの段階が終わり、民間の創意工夫が求められる状況であることが、この問題をよ

り重要にしている。民間に適切なインセンティブを与えるには、官僚が事後的な調整、
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介入を簡単にはできない仕組みを作る必要がある。このことは関係依存型政府の存立

を支えてきたさまざまな要件を変えることを意味してお り、具体的には以下のような

ものが考えられる。

A.事 後的調整局面における行政側の交渉力を抑える。官僚の権限を規制緩和などの

手段で小さくする。また、複数の管轄にまたがる強大な権限を持つ官庁は、分割によ

って権限を弱める。

B.司 法プロセスの有効性を高める。裁判の迅速化などによって裁判費用を抑える。

C.無 用な事後的ルールを減 らす。公正取引委員会の権限拡大、行政管理庁の設立な

ど、監督官庁の介入をチェックする仕組みを作る。

これらはすべてメインバンク制、株式持ち合い、日本的経営システムとともに調整

メカニズムとして機能 してきた裁量型の行政から、ルール依存型行政、つまり事前に

決められた法律の範囲内で自由な経営活動を認め、行政(あ るいは行政に権限を委譲

された自主規制団体)は ルールが守られているかどうかだけを監視するという仕組み

へ移行すべきであることを示すものである。

それでは具体的に行政のあ り方がどう変化 してしているかを見てみよう。

手始めに裁量行政の象徴であった大蔵省から銀行局、証券局が分離され、1998

年6月 から金融監督庁へと引き継がれた。同時期に成立した「中央省庁等改革基本法」

のなかで、金融監督庁は遅 くとも本法施行後5年 以内に 「金融庁」への以降を開始す

るとされてお り、移行後の 「金融庁」では、金融に関する検査 ・監督に加えて国内金

融に関する企画立法案を担当するとされている。
一方
、大蔵省については 「財務省」改組され、予算 ・決算、税制、財政構造改革な

どを担当し、金融に関する企画立案については金融破綻処理や金融危機管理に関する

事項のみに関与することとなっている。

また、裁量型行政の典型である法や制度にもとつかない通達、事務連絡などは不透

明だとして、金融機関などの個別業務に関する指導を内容としているものについては

すべて廃止された。

これらの一連の動きから確実にルール依存型へ移行 してい く過程が確認できよう。

3.会 計制度の変化

現在、日本における企業会計のあり方は2つ の意味で移行期にあるといえる。会計

自体の国際的な統一基準への変化 と日本の経済システムのなかで会計が置かれる立

場の変化である。

まず企業会計の国際基準への対応を見てみる。2000年3月 期から始まる会計制

度の変更は、連結中心の開示制度になるのを機に、持株比率4割 程度の企業にまで連
'結対象が広がる

。これは支配基準と呼ばれるものであり、グループ全体で実体を評価
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しようとするものである。その後に予定されているのが株式などの金融商品の時価評

価と退職給付債務のオン ・バランス化である。退職給付債務がオン・バランス化され

ると、企業の年金積み立て不足額が開示されるようにな り、個別企業にとって積み立

て不足は貸借対照表上での負債の増加要因となる。

このようにすべての産業において会計基準は厳密なものと変化 しているが、金融機

関に関しては、破綻 した際の影響力の大きさや不良債権処理に際して公的資金を導入

したことなどから、厳密な会計基準を率先して導入することが求められている。ここ

で日本の経済システムのなかで会計が置かれる立場の変化についても触れておこう。

先ほど、民間に対 して創意工夫を促すためには、官僚が事後的な調整、介入を簡単に

はできない仕組みを作る必要があ り、その具体例として 「事後的調整局面における行

政側の交渉力を抑える。官僚の権限を規制緩和などの手段で小さくする。また、複数

の管轄にまたがる強大な権限を持つ官庁は、分割によって権限を弱める」というもの

をあげたが、大蔵省の権限を分割し、金融監督庁を設立したことなどは、まさにこの

認識によるものである。では、閲剰衣存型政府形態の象徴的な存在であった大蔵省か

らアメリカ型監督体制、すなわちルール依存型の監督体制の性質を持つ金融監督庁へ

と銀行局 ・証券局の機能が移ったことによって、具体的にはどのような変化が見られ

るであろうか。従来であれば個別業務ごとに大蔵相の裁量で問題の対処を行っていた

が、金融監督庁に権限が移ると、事前に決められた法律の範囲内で自由な経済活動を

認め、行政(場 合によっては権限を委譲された自主規制団体)は 法律が守られている

かどうかだけを監視するという仕組みになる。大蔵省がこれまでに果たしていた役割

の1つ として、銀 行の信頼1生を保証 してきたことがあげられるが、この役割は金融監

督庁には引き継がれてはいない。そこで銀行の安全1生や成長1生を評価するものとして

投資家や預金者によって財務諸表は非常に重視されへ より細やかに各銀行が負担 して

いるリスクを捉えるために会計手法も変化を迫られている。つまり従来であれば行政

が果たしていた役割を会計制度がカバーすることになったといえる。このように政府

の機能変化からも会計の立場は変化を促されているのである。

4.国 際的ルール としてのBIS規 制

1998年7月 、スイスのバーゼルにある国際決済銀行(BankforIn

七ernationalSe七tlements)でG-10諸 国中央銀行総裁会

議が開催され、BIS銀 行規制監督委員会が提出した 「自己資本の測定と基準に関す

る国際的統一化」報告書を全会-致 で承認 した。そして、この報告書の内容に準拠す

るかたちで新 しい自己資本比率規制を実施することが決定された。これが、いわゆる

BIS規 制である。この規制の導入は、先ほど述べた内外資本の国際間移動やその監

視の便宜上の理由から世界均一のルールを作っていこうとする動きのなかから生み

出されたものとして解釈 しうる。

自己資本の機能は、 リスクを優先的に負担することにある。それゆえに銀行のリス
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ク負担を一定としたとき、損失を吸収する部分としての自己資本の拡大は、銀行が経

営破綻に陥る可能1生を低下させることになる。この意味で、銀行経営の健全1生維持を

図るための事前対策 として、自己資本の充実は意義があるといえる。

また、自己資本の充実はセイフティー ・ネットの提供を通じた、政府による銀行リ

スク負担の実質的な肩代わ りを減少させる。 したがって、他の条件が一定であれば、

自己資本比率が高いほどセイフティー ・ネヅトの存在から受ける銀行の利益(実 質的

な補助金)は 少なくなる。この点から見ると、自己資本の充実を図ることは、必ずし

も銀行の個別的な誘因に合致するものではない。銀行が負債によって資金調達を行え

ば、セイフティー・ネヅトの提供が得られ、リスク・プレミアムは支払わな くてよい。

しかし、リスク ・キャピタルである自己資本を銀行が調達しようとするときに、投資

家が要求する資本コス トは、当然リスク ・プレミアムを含んだものになる。つまり、

負債を自己資本で代替することは、銀行にとっては資本コストの上昇につながるので

ある。よって、自己資本の充実を課す規制を実施したとしても、規制回避的な行動が

銀行の側に生じるのは自然なことであ り、その可能1生を封じる措置を併せてとらなけ

れば、規制の実効性は確保できない。

以前は銀行が起こし得る規制回避的な行動を抑制するものとして、また銀行が実際

に有 しているリスクを測定する数値 として、自己資本比率は欠点のないものとは言い

難い側面があった。

自己資本比率規制を回避する代表的な手段としては、オフ ・バランス ・シー ト取引

の利用があ り、資産およびそれに対応する負債をバランス ・シー トから切 り離せば、

銀行の直面するリスクとキャッシュ ・フローの性格は元のままでも自己資本の必要額

や預金保険料の負担などを軽減できた。この種のオフ ・バランス ・シー ト取引を利用

した規制回避が盛んに行われたために、アメリカにおいては銀行の資産規模の圧縮が

進んだ反面、本来の目的であった資本不足状態の解消は達成されない結果 となった。

BIS規 制の特徴としては① リスク ・ウェイ ト方式の採用、②オフ ・バランス ・シ

ー ト活動を大幅に取 り込んだこと
、③連結べ一スの規制であることなどがあるが、②

については上で述べたアメリカにおける反省に基づ くものであり、有力な規制回避手

段であるオフ ・バランス ・シー ト取引についても、バランスシー ト資産相当額に引き

直して、必要自己資本額の計算に含めることにし、規制の抜け道を塞いでいる。

理論的に見て、セイフティ・ネヅトの提供が持つ不適当な誘因効果を除去するため

には、銀行のリスク負担の変化に伴うコス トを銀行自身に負担させるような仕組みを

作 り出すことが必要となる。そうした仕組みのひとつとしてよくあげられるのが、預

金保険料率を銀行が負担しているリスクの大きさに応 じて逓増させる、可変的預金保

険料率である。これはアメリカではすでに導入されている制度であるが、日本でも導

入が予定されている。また可変的預金保険料率以外にも、自己資本比率を銀行の負担

しているリスクの大きさに応じて逓増させる、リスク感応的な自己資本比率基準シス

テムも、同等の効果を持つ仕組みをして考えられる。①の特徴はこれに関連している。

当初BIS規 制は、0、10、20、50、100%の5段 階のリスク ・ウェイ トを
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設け、各資産分類ごとに適用するリスク・ウェイトの大きさを定めていた。たとえば、

中央政府の発行する短期債には0%、 住宅貸付には50%、 一般 の商業貸付には10

0%の ウェイ トといったようにである。そして、実際の資産価値に対応するリスク ・

ウェイ トを乗 じた加重合計をリスク ・アセットと呼ぴ、このリスク ・アセヅトの一定

割合以上の自己資本を保有するように銀行に義務づけていたのである。なおここで言

う自己資本は、基本的項 目と補完的項目に分けられ、前者には株式と準備金を含み、

後者には最大45%相 当額までの有価証券の含み益 と貸倒引当金、劣後負債を含めて

いる。しかし、過去の自己資本比率規制の弱点を踏まえ、リスク ・ウェイ ト、オフ ・

バランス ・シー トの取 り込み、連結評価という手段によって、銀行が有するリスクを

正確に評価することを志向したBIS規 制にも問題点はあった。

BIS規 制において自己資本比率を計算する際に分母となるのは、資産額の単純総

計ではな く、資産にリスク ・ウェイ トを乗じて加重合計したものである。したがって

資産総額が一定でも、リスク ・ウェイ トの高い資産の比率が高まれば、自己資本比率

の水準を維持するために、銀行はより多 くの自己資本を必要とする。つまり、BIS

規制はリスクの高まった銀行に対 してより多くの自己資本を求める枠組みを持って

いることになる。

しかし、これだけでBIS規 制がリスク感応的なシステムとして機能すると断言す

ることはできない。ここで重要となるのが、BIS規 制における銀行リスク評価が、

銀行が負担 しているリスクの実際の大きさを適切に反映しているかどうかである。も

し、BIS規 制において測ろうとする銀行リスクの大きさ自体が間違ったものであれ

ば、そこから算出する自己資本も意味がないものになってしまう。

ここでBIS規 制のリスク評価に存在 した、あるいは存在する2つ の問題点を簡単

に指摘する。 まず、BIS規 制の定めるリスク ・ウェイ トである。このリスク ・ウ

ェイ トはたった5段 階からなるかなり粗いものであり、ここの資産のリスクの違いを

詳細にとらえたものとは決して評価できない。商業貸付のリスク ・ウェイ トは一律に

100%と なっているが、すべての商業貸付のリスクが同一であるとは考えられない。

ただし、このリスク ・ウェイ トの問題に関しては、商業貸付に対するリスク ・ウェイ

トを数段階に分けることによってリスクのレベルを区別するというかたちで改善が

図られている。

次に、 リスク ・ウェイトを乗 じて加算する方式は、暗黙にリスクの可算性を仮定 し

ていることに着目する。これは、分散投資の効果を評価 していないことになる。今後、

BIS規 制に、リスク感応的な自己資本システム基準としての働きを期待するならば、

金融機関が抱えるリスクをより正確なかたちで算出できるように規制自体を改善 し

てい くことが必要となるだろう。

5.独 占禁止法の改正と金融持株会社

1997年6月11日 に持株会社解禁を盛 り込んだ 「独占禁止法」改正案が国会を
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通過 した。総資産額15兆 円超の旧財閥型の企業集団、大規模金融会社 と-般 事業会

社、相互に関連のある事業分野の有力な企業同士、という3つ の類型については、事

業支配力の過度集中をもたらす可能性があるので禁止されるが、詳細については施行

までに、公正取引委員会がガイ ドラインを設定することになった。

そして、1997年7月9日 、公正取引委員会は 「独占禁止法」で解禁する純粋持

株会社の具体的な解禁範囲を示すガイ ドラインを提示 した。

純粋持株会社といっても、旧財閥のように商社、鉄鋼、不動産、機会、食品などの

事業会社を純粋特株会社の傘下に持つ企業集団(第-類 型)、大規模金融機関と一般

事業会社を傘下に持つ純粋持株会社(第 二類型)、自動車、鉄鋼、タイヤ、プラステ

ィック、ガラスなど相互に関連のある有力会社を傘下にお く純粋特株会社(第 三類型)

は禁止される。

純粋持株会社の設立が禁止されないのは、純粋分社化、ベンチャー ・キャピタル、

金融機関の他業態への相互参入、総資産合計が3000億 円以下の場合である。

次に金融持株会社の業務範囲について述べる。それぞれの業界でシェアが3位 まで

の子会社を抱える金醐 寺株会社は、設立が認められないので、銀行、証券会社、保険

会社のうちどの業態がイニシアチブをとるかによって、金融持株会社の性格はかな り

変わってくることになる。大蔵省は、金融機関が金融持株会社を設立する際に、傘下

に抱える対象範囲を制限することにしている。なお、銀行が主体となる金融持株会社

の場合は、銀行のほか、証券会社、保険会社を傘下に置 くことができる。政府が 「独

禁法」改正案を決定 した際に、公正取引委員会が示したガイドラインでは、都市銀行

以外の銀行が-般 企業を保有することまでは排除していなかった。しかし、それでは

銀行の事業支配力が強大になりすぎるので、大蔵省は、すべての銀行に対して関連業

務以外の一般企業の設立を禁止 した。

ところで、このように独占禁止法が改正され、持株会社が解禁された背景にもやは

り金融ビッグ ・バンの存在がある。欧米の強力な金融機関はほとんどが持株会社の形

態をとってお り、多様な金融サービスの提供が可能であ り、また個別業務後との提携

を行いやすいという戦略面や給与体系における強みを有 している。金融ビッグ・バン

が進行 し、このような外資系金融機関が日本市場に参入してくることを考えると、戦

後長期間に渡って長期金融 ・短期金融の分離、銀行業務 ・証券業務の分離、銀行業務 ・

信言 ヵの分離などの業務分野規制によって、特定の分野に専門化され利益が制限さ

れ、逆に言うとある程度の利益が保証されてきた日本の金融機関がサービス面、戦略

面において強みを持つ持株会社形態の外資系金融機関に対抗 し得るのかという懸念

が生 じ、それによって独占禁止法の改正が促進されたのである。

次に比較制度分析の観点からもこの問題を考えてみる。

事業持株会社においては、会社の戦略部門と主要事業部門とが同一組織の器の中に

収まっている。新産業への進出に関する戦略決定が、通産省の原局を媒介者とした国

家レベルでの産業政策として行われ、あとは各企業が、それぞれの水平的ヒエラルキ
ーの進化によってその実現効率を競うという経済の発展段階では

、こうした組織のあ
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り方は、継続的な商品開発や製造工程の組織革新 ・技術改良を実現するうえで有効に

働いた。これまで製造業界者の社長の多 くは、会社の主要事業部門の製造や営業、あ

るいは本社の人事部門を経て選抜されてきた。現場とトヅプの間の人的 ・心理 的 ・情

報的距離の近接性は、市場や製造に関する現場情報を、商品開発や事業多様化に関す

る戦略決定にフィー ド・バヅクするという、水平ヒエラルキー型の組織運営を管理す

るうえで極めて有効であった。また企業組織の成因の選抜 ・移動は位置 ・昇進などの

人事を系統的に管理することは、情報共有を原理とする日本型組織を人の面から支え

るうえで、戦略的重要性もあったであろう。こういった現場近接型の経営管理組織の

形態は、産業分野、商品分野によっては依然として有効であ り続けると予想される。

しか し、純粋持株会社禁止の規制がもたらす問題点は、こうした組織型を斉一的に、

あらゆる企業に強いることである。これによっておきる不都合は、戦略部門が現場に

あまり近すぎると、戦略的思考の柔軟性やパースペクティブの広が りが犠牲にされが

ちになることである。社長が出身事業部の新製品の市場成果に一喜一憂した り、欠陥

商品の責任をとることを余儀なくされたりする。しか し技術革新や市場開発の速度が

早くな り、一方国際競争が激化 して、業務的・国際的な企業間連携や会社資産の買収 ・

売却が会社戦略の策定にとって重要性を帯びてくると、戦略的決定を担当するものは、

経常的な事業からある程度距離をとって思考する必要が生じてくる。しかし、そうし

た距離を持つことは、情報共有を原理 として進化 してきた組織のなかでは困難なこと

である。

以上の論点と関連したことであるが、事業部門を斉一的に子会社化することは、本

社に統合された事業部門と子会社事業部門との間にある差別的な区別を解消するこ

とにも役立とう。このことは、海外子会社が事業での比重を高めるに従い、経営にお

ける内外格差を取 り除 くうえで役立つばかりではない。それは情報共有型の組織にあ

る欠陥を、その利点を失うことなく、部分的に修正する枠組みを提供 しうる可能性も

持つのである。

6。 間接金融市場から直接金融市場へのシフト

本論文でも触れてきたことであるが、日本の金融システムにおいて間接金融制度は

きわめて優位に機能してきた。多額の投資を必要とし、恒常的な資金不足状態となり

やすいが、経'済発展という観点からは重点的に育成を図るべき分野である重厚長大型

の産業に、限られた国民金融資産を効率的に供給するためには、内外の資本取引を遮

断したうえで、特定分野への誘導を行いやすい間接金融型の資金フローのメカニズム

を構築する必要があったのである。具体的には新規参入規制、業務分野規制、価格競

争規制(規 制金利)、非価格競争規制(店 舗政策)、バランスシー ト規制(保 有資産の

制限)な ど幾重にも規制を設け、結果的に金融機関の経営を安定させ、個人資産を間

接金融メカニズムに集中させる枠組みを構築した。間接金融フローのなかに取 り込ま

れた個人資産は、主として銀行貸 し出しというかたちで企業セクターに供給されるよ
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うになっていった。

また、企業側も、直接金融メカニズムに基づく資本市場が未整備であったことや、

国民のなかに企業の本源的証券に投資するというという土壌が醸成されていなかっ

たことから、外部か らの資金調達の手段 として銀行貸出に依存 した。

こうして戦後から高度成長期にかけては企業金融行動における間接金融制度の優

位は揺るぎないものとなっていったのである。

間接金融主導型の金融システム維持のための各種規制は、一方で公社債の自由な市

場の成長を阻害する要因となっていた。しかし、財政赤字を補うため1975年 から

大量に国債が発行されるようになり、これを円滑に消化するために、まず流通市場が

整備されるようになっていった。また事業債の発行市場についても70年 代後半より

数度に渡って起債条件などの規制が緩和され、市場拡大に向けた下地が作られていっ

た。

このような環境の変化は、当然企業の金融行動の変化も生じさせた。つまり、中堅 ・

大企業は、その資金調達手段を間接金融市場から直接金融市場へとシフトさせたので

ある。その結果銀行の融資対象は不動産業 ・建設業 ・ノンバンクなどのいわゆる3業

種と、それまで国民金融公庫、中小企業金融公庫などの公的金融機関や信用金庫が主

要な資金調達先であった中小企業へと移っていった。このような貸出ポー トフォリオ

の変容は、結果として銀行の保有資産におけるリスク・エクスポージャーを増大させ、

またバブル崩壊以降の景気の長期低迷のなかでそのリスクが顕在化することによっ

て、不良債権問題をもたらしたといえよう。

具体的には、バブル期に加速した貸出ポー トフォリオの変化により、経済力抵 成長

化する環境にあって、不況抵抗力の弱い中小企業の信用リスクが表面化するとともに、

不動産業・建設業・ノンバンクはいずれもその経営基盤を地価に依存する性格が強 く、

地価の下落がそうした3業 種向け貸出の不良債権化を押 し進め、銀行の信用リスク負

担を異常なほどに高めたのである。

今後の金融制度のあ り方を考えるうえで、興味深いのがナスダヅクの日本進出であ

る。これによって中小企業も銀行貸出に依存することなく直接金融にも資金調達手段

を広げることが可能となるかもしれない。もしそれが可能となれば、かつて大企業が

資金調達手段を直接金融へと変化させとのと同等、あるいはそれ以上の影響を銀行業

界に及ぼすかもしれない。

7.今 後の金融業界

本論文において用いてきた比較制度分析の制度補完性の観点から、将来の日本の経

済システムは必ずしもアングロ・アメリカ型になるとはいえないが、現段階において

集め得る情報から判断する限 り、明らかにアングロ ・アメリカ型の経済システムを志

向している、あるいはそうせざるを得ない状況に置かれているといえる。規制緩和の

先行国からすれば、制度的に参入障壁のある国に対する不満が表面化することは必然
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でありただ、すなわち世界各国間の経済的なつなが りが深まることによって、個別の

経済システム問の影響も大きなものとなり、各国の経済システム同士がシステム的な

補完性を備えたものである必要性が生 じてきたといえよう。それに向けた改革が十分

に経済システムの制度的補完性を備えたものであることが必要である。そうしたこと

に留意しつつアングロ ・アメリカ型の経済システムとの摩擦を解消するように形成さ

れていく経済システムが、完全なアングロ ・アメリカ型経済システムに近いものにな

るのか、あるいは日本独自の経済システムを形成するのか、現段階において断言する

ことはできない。

今般の金融業界の現状をみると、最も目立っているのが外資系金融機関による提携、

合併 ・買収の加速である。もちろん金融業界の大再編というのは金融ビヅグバンがも

たらす帰結のひとつであり、それ自体驚 くべき現象ではない。しかし、今般の提携、

合併 ・買収ブームは金融ビッグバンというよりも、不良債権処理に奔走する日本の金

融機関が外資系金融機関に買い物件と見なされたことによるところが大きく、金融ビ

ヅグバン自体の影響は2000年 以降に本格化してくるものと見られる。段階的に進

められる金融制度改革が、直接的に金融機関にどのような影響をもたらし、また金融

システム ・金融機関の変化が金融の貸 し手としての預金者、借 り手としての企業セク

ターにどのような意識的 ・構造的な変更を要求することになるのか。逆に預金者、企

業セクターは金融システム・金融機関の変化に反応 していくのか。そして最終的には、

これら相互の作用を通 じて新たな経済システムが生成されていくのか。現段階におい

ては、新たにどのような経済システムが作 り出されるかというところまで論じるのは

困難である。したがって、ここでは日本の金融システムが接近 しつつあるアメリカの

金融システム内におけるアメリカ金融業の自由化以後の変遷を見ることで、今後の日

本の金融業のあ り方を考えたい。

アメリカにおける自由化の帰結のひとつとして、貸出を主体とする伝統的な銀行業

が衰退する一方で、それに対応 して大企業ではCP、 社債へのシフ トが、中小企業で

はファイナンス ・カンパニーをはじめとするノンバンクによる資金調達比率が高 くな

った点がある。

大企業の銀行離れが進むなかで、商業銀行は不動産向け融資、企業買収向け融資、

発展途上国向け融資比率を高めるとともに、デリバティブなど伝統的な企業向けロー

ンとは別に新たな収益減の開拓を積極化 していった。とりわけ、90年 代以降になる

と、シティバンクなどの大銀行はローンではなく、フィービジネスに注力している。

大手商業銀行全体 としてもフィービジネスの展開によって収益拡大を実現している。

日本においても大企業の銀行離れは早くから進み、中小企業も今ナスダックの出現

などにより銀行借入以外の資金調達手段を獲得する可能性が出てきた。今後さらに伝

統的な金融業は衰退の傾向にあるといえる。ではこの傾向が銀行そのものの衰退にま

で発展するかというと、必ずしもそういうわけではない。今後大手都市銀f?はローン

からフィービジネスへの重点シフトを図り、金融業から金融サービス業(あ るいはリ

スクマネジメント業 ・アセットマネジメント業)へ の進化を目指すものと思われる。
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第2章 金融業界の現況

近年、日本では業界を越えたさまざまな業務提携が経済誌をにぎわしている。金融

業界もその例外ではなく、大手都銀、証券会社を中心とする他分野にわたる業務提携

により、金融業界の勢力図が大幅に変化してきている。この章では、どのような分野

で業務提携が主に行われているのか、業務提携によって金融業界の現況はどうなって

いるのか、等の疑問に答えていくことによって業務提携に関する考察を深めていきた

いと思う。

1.金 融業界の業務提携分野の紹介

まずは業務提携についての現況を分析対象の四行を中心に紹介 していこうと思う。

そこで分析対象の四行はいずれもユニバーサルバンクを目指 しているため、総合的な

分野の整備が進んでいなければならない。したがって金融業界の主な業務を分類しそ

れにしたがって分析を進めたいと思う。ここではその分類を行い、それに簡単な説明

を加えておこう。

1.ホ ールセール業務

ホールセールとは 「大口金融」を意味し、企業の貸 し出しなどその貸出額が巨額に

達するものをいう。ホールセール業務は、企業自身が債務不履行になるという確率は

低いが、債務不履行になればその損失は大きい。言い換えればリスクが集中している

業務といえよう。したがって収益は不安定になるため、各金融機関は取引先ごとに大

量の情報に基づいて高度な金融技術を駆使することによってリスクを回避 しなけれ

ばならない。

2.リ テール業務

リテールとは「小口金融」を意味し、個人相手の業務で取引額が小額のものをいう。

リテール業務は、多数の個人相手なので債務不履行になる確率は高いが、一件一件の

規模は小さい。つまりリスクが分散している業務といえよう。したがって収益は安定

するため、各金融機関は比較的標準化された商品を大量に販売することによって収益

をあげればよい。ここでは特に投資信託業務と確定拠出方年金業務を取 り上げる。

①投資信託業務

投資信言 ヵとは多数の投資家から集めた資金を株式や債権に投資し、その運用の

成果を投資家に還元していく業務である。この投資信託の魅力ある商品を開発するに

は資産運用能力の高度化が必要である。
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②確定拠出型年金業務

グロバ リゼーションによってアングロ ・アメリカン型の企業形態になると労働市場

は流動化するといわれている。この時そもそも日本型の企業形態に補完的に結びつい

ていた確定拠出型年金では企業間の年金積立額の移動が行われないため、アングロ ・

アメリカン型の企業形態には適さない。そこで政府は企業年金静渡 の改革を打ち出し、

企業ではなく個人が年金資産を運用するという確定拠出型年金(401k)の 導入が

予定されている。この確定拠出型年金が導入されると各金融機関にとっては非常に大

きなビヅグビジネスになるであろう。

3.デ リバティブ業務

デリバティブとは「金融派生商品」と訳され、資金、株式、債権などの現物取引から

派生した複合的な商品や取引を言い、つまり金利や為替などのリスクをコントロール

するための商品の総称である。デ リバティブによって今まで負わされていたリスクを

回避することができるようになるため、デ リバティブ布 場はこれからも非常に有望な

市場 となるだろう。

II.金 融業界の業務提携の現況

業務提携は大きく二つに分類できる。すなわち、ある業務だけについて提携を行う

部分提携と、全ての業務について提携する全面提携(後 に完全統合を見据えて)の 二

つである。部分提携については、前節によって分類した業務を中心に、分析対象の四

行の業務提携の現況についてみていく。合併については、近年話題となった住友銀行

とさくら銀行の合併、日本興業銀行と富士銀行、第一勧業銀行の合併についての詳細

についてみていきたいと思う。

1.部 分提携について

①住友銀行の部分提携の現況

住友銀行は住友信託銀行、住友海上火災保険、住友生命保険などの住友グループと

の結びつきが強 く、さらに系列を超えて1998年7月 大'1"Hp券との戦略的提携を発

表 した。住友銀行に関する部分提携の具体的内容は次の通 りである。

ホールセール業務については出資比率大和誼券60%、 住友銀行40%で 合併・会社

を設立する予定である。投資信言 ヵについて住友銀行は大和謹券と、住友信託銀行、

アメリカ有数の資産運用会社である、T・ ロウ ・プライスの四社の出資で資産運用業

務を取 り扱う台併会社を設立する。その出資比率は、大和Q券 グループ約44%、 住

友銀行グループ約44%、T・ ロウ・プライス約10%、 住友信託銀行約2%で ある。
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確定拠出型年金業務についても、大和A券 とT・ ロウ ・プライスで共同事業を行って

いくつもりである。T・ロウ ・プライスは確定拠出型年金事業においてアメリカで ト

ヅプクラスの実績を持つ会社であるため、そのスキルを吸収することが目的であると

考えられる。さらに住友グループ団結 して、三菱グループと確定拠出がた年金業務に

ついて提携することを1999年1月 に発表している。またデ リバティブ業務に関し

ても大和A券 と50%ず つ出資して合併会社を設立する予定である。

②東京三菱銀行の部分提携の現況

東京三菱銀行も同じく三菱グループでの結びつきが強い。(三菱グループの金融四

社:東 京三菱銀行 ・三菱信託銀行 ・明治生命保険 ・東京海上火災保険)

東京三菱銀行は1999年3月 米系大手年金コンサルティング会社であるフラン

ク ・ラッセルと投資信言 ヵにおいて提携することを発表し,1999年10月 には

国際証券と主に投資銀行業務関連で提携1999年12月 にはリーマン ・ブラザー

ズとM&Aア ドバイザリー業務に関して提携することをそれぞれ発表 した。

③日本興業銀行の部分提携の現況

日本興業銀行は野村Q券 との部分提携を1998年5月 に、第一生命保険との全面

提携を1998年10月 にそれぞれ発表した。また1999年3月 の新日本諦券と和

光讃券の合併に際 し、興業A券 を含めた興銀グループで発行済み株式総数の25%を

めどに追加出資を予定 している。日本興業銀行に関する部分提携の具体的な内容は次

のとお りである。

まずホールセール業務であるがこれは前述 したように新 日本詮券と和光Q券 の合

併に際した追加出資を行っているが、これはホールセールの証券業務における提携が

主なねらいである。投資信言 ヵについて、日本興業銀行と第一生命保険はそれぞれ

の投資信託の窓口販売に際し、両社のグループ会社が提供する投資信託を相互に販売

(クロスセリング)する事により両者の関係を強化している。さらにこの二社問で新 し

い資産運用会社の設立を予定 している。確定拠出がた年金業務については野村 ・興銀

グループと、三和銀行グループ、さくら銀行などの三井グループ、第一勧業銀行や富

士銀行などの芙蓉グループの連合で業務提携を行うことを1999年1月 に発表 し

ている。また野村A券 とはロンドンに持ち株会社を設立し、本社を傘下に置き、東京

は支店の形を取った。(外資系A券 と規制の条件を同じにしたかったためロン ドンを

本拠地にした。)そしてこの二社間で「外資系との競争」、「外資系と同じマネジメント

システムの構築」という目標を掲げ、デリバティブ業務を扱う子会社を設立した。

④三和銀行の部分提携の現況

三和銀行は1999年1月 に東洋信託銀行と主に信託分野で業務提携することを

発表し、同時に東洋信託銀行の筆頭株主となった。また1999年3月 には大和17Q'券

グループが保有 していたユニバーサルA券 の株式のうち発行済み株式総数の30%
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を譲 り受けた。その後1999年7月 にはリテールマーケヅトビジネスと資産運用ビ

ジネスを中心に三和銀行と興亜海上火災保健,太 陽生命保健,大 同生命保健、東洋信

託銀行,ユ ニバーサルA券 の六社が業務提携することを発表した。さらに1999年

8月 にはモルガン ・スタンレー ・ウィッター ・アンド・カンパニー(以 下MSDW)

と投資信言 ヵに関して提携することを発表した。三和銀行に関する部分提携の具体

的な内容は次のとお りである。

投資信託業務について三和銀行は東洋信託等の六社合同で協働体制の構築を検討

中である。またユニバーサル証券の株式取得も資産運用業務におけるリテール分野で

の提携が目的とされている。そしてMSDWグ ループから投資信託商品の提供や、資

産運用能力等の向上に対する協力を受けることを明らかにしている。また両社で今後

の個人投資家のニーズを捉え,次 世代の個人投資家向けの金融商品販売モデルを検討

するため、パイロット店舗を数箇所設置することを検討中である。確定拠出型年金業

務では東洋信託銀行と確定拠出型年金に関する営業推進を行う「セールスプランニン

グ会社」の共同設立を予定 している。そして上述した六社合同で共同事業化,共 同開

発により市場競争力の向上をはかる。また上述したように、三和銀行のグループは野

村 ・興銀グループなどとの連合で業務提携することを発表 している。

2.全 面提携について

①住友銀行 とさ くら銀行の全面提携の現況

1999年10月 に住友銀行とさくら銀行の業務の全面的提携が発表された。その

詳細は以下の通 りである。

まず両行は全面提携についての準備として両行間での発行済み株式の相互保有に

よる資本提携を実施した。そして商品 ・サービス提供力の向上を目的としたさまざま

な業務での提携を発表した。具体的にはリテール分野ではコンビニバンキング、イン

ターネットバンキング等、チャネルネットワークの多様化 ・強化への共同取 り組みや、

ATMの 相互解放、投資信言 ヵ等の商品共同開発やクロスセ リングの実施等があげ

られヘ ホールセール業務では企業情報システムの高度化に向けた共同開発、法人向け

商品の共同開発、クロスセリング等、また国際業務分野や投資銀行業務分野での協働

集約化が挙げられる。

さらに将来的な両行の統合に向けコス ト競争力の強化を目的とした業務インフラ

の統合 ・効率化をはかっている。そして対等の精神で完全統合するため両行それぞれ

の責任において、リス トラの加速、不良債権処理(統 合後の両行の不良債権額処理額

が年間2000億 円未満の水準にとどまるように)、政策投資株式の圧縮、財務の健

全化等の目標を掲げている。

以上のような計画を通して,統 合を速やかに行いつつ、日本版金融ビッグバンと経

済 ・金融のグローバル化に伴う競争の激化に備え、競争力を持った銀行を目指してい

る。

72



②日本興業銀行と富士銀行,第 一勧業銀行の全面提携の現況

1999年8月 に日本興業銀行と富士銀行,第 一勧業銀行は全面提i携を発表 し、み

ずほ銀行として将来統合するとした。その全面提携の詳細は以下の通 りである。

みずほ銀行は将来の統合後、謹券やインベス トメントバンク,資産運用・信託部門 ・

リテール分野の飛躍的拡大による安定的な収益構造を目標とし、さまざまな事業戦略

を打ち出している。

まずリテール分野では個人マーケヅトにおけるNo.1ブ ランドの確立を目指 し,

積極的なIT投 資の実施,利 便性の高いマルチチャネルネヅトワークの開発 ・拡充を

行う。次にホールセール分野では既存の統合三行の金融技術を融合し,最 高水準のフ

ルラインサービス体制の充実をはかる。投資信託分野や401k分 野等では三行の顧

客基盤をフル活用 し集中的な経営資源の投入により資産運用管理の充実を図る。

以上のような目標を掲げ金融システムの安定化とボーダーレス化する厳 しい競争

に勝ち残るために統合を進めている。

この章では現段階における金融業界の再編勢力図の展開について見てきた。こうし

てみると、日本版金融ビッグバンの波が くる前の勢力図と大きく変化し、旧財閥同士

の結びつきはもちろんのこと、今までの日本では考えられなかった旧財閥の枠を越え

た結びつきまでもが頻繁に行われていることがわかる。つまりこの経済 ・金融システ

ムの変化は今までの既成概1に とらわれた考えでは対応しきれないのであろう。合

併 ・提携という枠組みだけで捉えるならば、この四社のうち住友銀行と日本興業銀行

の二社が全面提携の相手を見つけ、その統合へ向け整備を進めているということでそ

の他の二社より金融業界の生き残 り競争で一歩リー ドしたといえるであろう。しかし

現段階では経済 ・金融システムの過渡期であるためこれからもさらに業務提携や合併

が頻繁に行われることにな り、さらに金融業界の勢力図が変化 していくことであろう。
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第3章 財務諸表分析

1.鳥 磁分析

1.三 和銀行

B/Sの 資産合計は、上昇傾向だが大きな変化は見られない。その内訳を見ると、現

金預金が5年 間で半分以上も減少していることが分かる。しかしそれは、その他の資

産に流動 していることが明らかである。これは、親会社の保管有価証券が増加 したた

めである。また、買入金銭債券の1996年 度から1997年 度までの上昇が顕著で

ある。外国為替も、1996年 度から1997年 度まで減少が見られるが、アジアで

の通貨価値の大幅な下落:が影響 しているの分かる。1997年 度の動産不動産は、土

地の再評価のために大きく上昇 している。1997年 度に社債を発行 しているが、そ

の中に親会社の劣後社債一千億円が含まれる。

負債合計も多少の増加が見られるが、大きな変化ではない。5年 間で譲渡性預金と

その他の負債の上昇が見られるが、その他負債では、親会社の借入有価証券が増加し

ているためである。また、1995年 度のコールマネーおよび売渡手形の急激な減少、

1995年 度と1997年 度の貸倒引当金の設定が大きいのが目立つ。

資本金については、1996年 度までほとんど横ばいであったが、1997年 度に

親会社の優先株式五千万株(1株 の資本繰入額1,500円)発 行で、上昇幅が大きく

なっている。

P/Lに ついては、経常収益、経常費用ともに1995年 度をさかいに減少傾向で、

特に1995年 度と1997年 度において多額の貸倒引当金を繰 り入れたために、そ

の年度は経常赤字にもちこんでいる。1997年 度の特別利益、特別損失はそれぞれ

株式の売却益、証券投資信託を解約した解約差損が原因となっている。

2.住 友銀行

B/Sに ついて、資産合計はここでも上昇傾向だが5年 間の上昇幅も趨勢比で約8ポ

イントにとどまっている。現金預金で、1997年 度までの5年 間でどちらもほぼ半

減しているのが分かる。1997年 度に新たに設定された特定取引資産、商品有価証

券と保有有価証券の増加が原因と考えられる。有価証券では、特に国債の増加が目立

つ。株式も緩やかではあるが増加 している。外国為替では、他店預けが増加している

のとは裏腹に、他店貸が減少しているのが分かる。これはアジアの経済不況と、高金

利の資金運用を求めてのことであると考えられる。1997年 度の動産不動産の増加

は、三和銀行と同じく再評価によるものである。

負債合計は1994年 度にいったん減少したものの、上昇傾向にある。預金を見る

と、1993年 度か ら1997年 度へは当座預金や定期預金などが減少しているが、

普通預金と急激な貯蓄預金の増加で、預金全体の下げ幅を押さえている。譲渡性預金
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の普及や売渡手形の減少、特定取引負債勘定の新設により、資金調達の変化が見て取

れる。1997年 度に発行された社債は全額劣後特約付社債である。1996年 度か

ら急にその他負債が増加 しているが、これは借入商品債券と借入有価証券増加のため

であり、また1997年 度に債権貸付取引担保金と特定取引未払金項目が新設された

のも原因である。そして1997年 度には多額の貸倒引当金を設定しているのが分か

る。

P/Lで は、経常収益が1995年 度から減少している。1994年 度 と1997年

度には経常費用が上回り、経常赤字となっている。1994年 度には多額の貸倒引当

金の繰入れと、貸出金償却を行ってお り、1997年 度にはそれをはるかに上回る貸

倒引当金繰入れを行ったためである。

3.東 京三菱銀行

ここでは、東京三菱銀行となった1996年 度からの分析を行う。

B/Sの 資産合計では、1997年 度には増加したが1998年 度には前年度の約8

5%に まで減少している。これは明らかに現金預金の大幅な減少によるものである。

またその他の資産が上昇傾向で、これは保管有価証券の増加が主な要因である。19

97年 度には動産不動産が前年度の約1.75倍 にまで増大したが、土地の評価替え

によるものである。1998年 度から繰延税金資産項目が設置されたことにより、税

効果会計が採用されたことが分かる。

負債合計も資産合計と同じような上昇、下降傾向を示している。譲渡性預金は減少

傾向にある。また債権、借用金の減少が当行の健全性の強化につながっているものと

判断できる。1997年 度には社債が発行されているが、この社債の約60%強 は劣

後特約付社債である。1997年 度から多額に貸倒引当金が設定されており、199

7年 度の設定額は4社 のなかでもトヅプで、不良債権処理に努めていると考えられる。

P/Lで は経常収益が落ち込んでいる。なかでも圧倒的に資金運用収益の減少が際立

つ。また経常費用は1997年 度において前年とそれほど変化がなく、貸倒引当金繰

入れなど、大規模な不良債権償却をおこなったので、経常赤字へと転落した。また1

998年 度にも多額の償却を行っており、赤字が続くこととなった。,1997年 度に

その他経常収益とその他の経常費用の増加が見られるが、その他経常収益には親会社

の株式売却益が、その他の経常費用には、日本信託銀行(株)、ダイヤモンド抵当証券

(株)、ダイヤモン ドファクター(株)、ダイヤモンド信用保証(株)への支援や債権売却

損失引当金繰入が含まれているためである。

4.日 本興業銀行

B/Sの 資産合計は1995年 度までは下降していたが、そこから上昇傾向が始って

いる。しかし、現金預け金の減少は顕著で、1997年 度までに趨勢比で12.16%
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にまで落ち込んでいる。1997年 度の資産の上昇は、特定取引資産勘定が新設され

たことがあげられる。この勘定項目には時価評価された商品有価証券が含まれるため、

今までの商品有価証券の含み益が計上されたと思われる。有価証券が1997年 度に

おいて前年度から趨勢比で約30ポ イント増加しているが、これは主に国債の買入に

起因している。また1996年 度からのその他資産の増加は保管有価証券と債権f昔入

取引担保金のためである。

負債合計も、1995年 度をさかいに増加傾向にある。譲渡性預金が1994年 度

から次第に増加してお り、3年 間で金額は3.5倍 にまでなった。また貸倒引当金の

設定を、不良債権の早期処理の観点から年々増加させ、引当率を高めている。

資本の部では、1997年 度にその他の剰余金が今までよりも大きく減少している

ので、任意積立金の取 り崩 し当期純損失を軽減させたと思われる。

P/Lで は経常収益、経常費用ともに1995年 度に大きく上昇したが、その後不安

定な動きを示している。主にその他の受入利息、その他の支払利息がその原因だが、

経常費用において、不良債権処理のため多額の貸倒引当金繰入などを行ったために、

1995年 度と1997年 度には経常赤字となった。それぞれの年で動産不動産の処

分をして、特別利益を出し、赤字の穴埋めをしているのが分かる。

II.経 営指標分析

1.収 益性指標

経営資本業務利益率(業 務利益/経 常資本)

業務利益率(業 務利益/経 常収益)

どの4行 も数値が上昇したり下降したりで不安定である。しかし東京三菱銀行では、

1997年 度まで経営資本が増加 しているが、それに見合う業務利益の増加が見られ

るので収益性はよいと見られる。また日本興行銀行では、1995年 度から急に業務

利益が伸びているが、資産の活用よりも利益の確保に重点を置いているようだ。業務

利益率は、都銀との性質の違いか他3行 よりも低い値をとっている。

経営資本=資 産の部合計一支払承諾見返

業務利益=(経 常収益一その他経常収益)一(経 常費用一その他経常費用)

経常収支比率(経 常収益/経 常費用)

最も目立つのは、1997年 度には4行 とも100%を 割っていることである。貸

倒引当金繰入を行ったため、経常費用が上昇 して、営業成績を悪 くしたものと思われ

る。他の年を見ても、ほとんど100%に 近い状態だが、銀行は巨額な取引を扱う場

であ り、経常利益が低 く見えてしまうためである。
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総資産経常利益率(経 常利益/総 資産)

多額の不良債榴賞却で経常赤字を出した年も見られるが、表を見るかぎり都銀クラ

スでは0.1%台 が標準と思われる。1998年 度の東京三菱銀行では、マイナス数

値が大きく減少していることから、不良債権の保持量が少なくなってきていると考え

られる。

2.安 全性指標

総資本回転率(経 常収益/資 産合計)

日本興行銀行では、他の3行 よりも比較的高い回転率を示しているが、経営規模が

少し小さいために大きな収益は上がっていないことが分かる。

手元流動性{(現 金 ・預金+有 価証券)/経 常収益(月換算)}

1996年 度の住友銀行と、1997年 度のと東京三菱銀行は、経常収益(月換算)

の実に約60ヶ 月分の手持ち資金を保有していた。必要以上に資金を持つのもあまり

効率がよいとはいえないが、1996年 度の三和銀行と、1995年 度以降の日本興

行銀行の資金が非常に不安定であるのは確かである。

預貸率(貸 出金/預 金)

貸出金回転率(経 常収益/貸 出金)

2つ の指標は、集めた資金を効率よく運用しているかどうかという点において、性

質が同じものである。預貸率では、資金が貸出量を上回っても有価証券などで運用が

可能だが、損失を防ぐためには限 りなく100%を 割らないぐらいにあるほど優秀な

銀行といえる。しかし日本興行銀行では、貸出金が預金をはるかに上回っている。こ

れは都市銀行とは違う長期信用銀行の性質によるものである。貸出金回転率は4行 中

トヅプで、貸出金の流れがよい。そして都市銀行内でも東京三菱銀行が他の2行 を離

して0.09回 台以上を保っているのには目を見張るものがある。

4.負 債比率(他 人資本/自 己資本)

自己資本比率(自 己資本/使 用総資本)

ここでの自己資本比率は、国が定める基準で求めてはいないので注意して欲しい。

1997年 度には4行 ともに落ち込んでおり、住友銀行は5年 を通して下がりつづけ

ている。逆に東京三菱銀行では1998年 度から回復の兆しが見えている。負債の比

率では、銀行という性質柄、自己資本とはくらべものにならない巨額の負債を抱えて

いるが、1997年 度には貸倒引当金や負債内訳項目の新設などが原因となって、負

債比率の上昇幅が大きくなっている。特に住友銀行の、負債が自己資本の50倍 を超

えたのは顕著なものである。
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三和銀行
〈貸借対照表〉 (単位'百 万円 %,%)
決算年月A 1994年3月 1995年3 isss年3月 1997年3 1998年3月
金額・比率 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 余額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比
現金預金 6,841,840 12.72% 100.00% 6,933,327 12.79% 101.34% 5,50629fi 9.89% eo.asss 3,292,448 5.94% 48.12%12,461.59414.32%135.98%
コールローン 1.391,Q52 2.59% 100.00% 7,368,805 2.52% 98.40% 1,195,690 2.15% 85.96% 1,219,551 z.zoss 87.67%11,685,25312.96%1121.15%
買入金銭債権 i,a2s Q〔x跳 100.(X跳 3,998 QO1瓢 279.97% 6,987 0.01% 489.29% 74,250 0.03% 997.90961109.18210.19%17645.8D%
特定取引資産1
商品有価証券

-

612,210

一

1.14%

一

ioo.oax

一

960,831

一

1.77%

一

156.94%

一

610,438

一

1.10%

一

99.71%

一

765,693

一

1.38% 125.07%11,008.30311.77%1
金銭の信託
有価証券

290,636
5,391,995

O.54%
10α3%

100.00%

100.0096

273,846

5,638,138

0.50%

10.40瓢

94.22%

104.56%

347,168

6,152,149

σ62覧

11.Q5%

119.45%

114、10覧

341,501

6,423,079
Q62%
11.58覧

117.50%1523,16110.92%1180.01%
119.12%16,983,529112.26%1129.52%

貸出金外
国為替

34,249,586

437,2フ3

63.69%

o.ai%

1αaoO%

100.DO%

34,136,517

422,595

62.95%

q7脳

99.67%

96.64%

36,364,637

458,792
65.34%
os2%

ios.isgs
104.92%

37,510,322
569,116

67.64%

1.03%

109.52%135.176.742161.77%1102.71%'

130.15%1359.7881063%182.2896
その他資産
動産不動産
前払税金

1,218,521

364,754
114,340

2.27%

osass
o.2i%

1αaoo%

ioo.oan
10α00瓢

1,815,386

368,819

98,005

3.35%
ass%

Q18%

iassass

lO1.11%

85.フi%

1,950,878
4Q5.829

251,983

3.5196
0.7396

0.4590

160.10%

iii.26%
220.38%

2,256,863

402,835
228,066

4.07%

0.73%
0.41%

185.21%15,494,67319.65%1450.93%

110.44%1753.20911.32%1206.5096
199.46%1362.48610.64%1317.02%

支払承諾見返 2,859,339 5.32% 100.00% 2206,305 4.07% 77.2396 2,401,785 4.32% ea.ooss 2,432,345 4.39% 85.07%12,033,31613.57%171.11%
資産の部D計 53,772,981 100〔跳 100.00% 54,228,578 100.00% 100.85% 55,652,637 1000眺 103.50% 55,456,075 oo.ooss 103.13%156,951.243110000%1105.91%
預金
譲渡性預金

34,105,391
3,085,006

63.42%
5.74%

ioo.oogs

100.00覧

36,493,019

3.875,Q59

67.29%

7.15%

107.00%

125.61%

36,233,200

4,366,903
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7.85%
106.24%
141.55%

33,857,437
5,545.2841

61.Q5%
1αoo%

99.27%130,741.302153.98%190.14%
179.75%17,060,040112.40%1228.85%

コールマネーおよび売渡手形 7,379,889 13.72% 100.OQ% 5,031,309 9.28% 68.18% 1,517,805 2.73% 20.57% 6,123,897 11.04% 82.98%15,765,536110.12%178.12%
特定取引負債 一 一 } 一 一 - } 一 一 一 - 一1529

,14810.93%1一

借用金 2,106,334 3.92% 100.Doss t703,062 3.14% 80.85% 7,517,805 2.73覧 72.06% 1β81,867 3.03覧 79.85%11,541,83312.71%173.20%
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} 一 一11
.487,05112.61%1一

転換社債 38.3641 0.07瓢 100.〔脳 26,415 005瓢 6885% 1a416 0.03% as.ooss 18,366 o.oass 47.87%117.6891D.03%146.11%
その他負債 1,727.9781 3.21% 100.oo% 2.412.D90 4.45% 139.59% 2,677,211 4.81% 154.93% 3,172,743 5.72% 183.61%14,512.89517.92%1261.17%
貸倒引当金 359,436 Q67% 100.00% 366,985 ossgs 102.10% 766,273 1.3896 213.1996 563,075 t.D2% 156.66%1917,12611.61%1255.16%
退職給与引当金 27.5781 oa5% 100.〔x跳 28,090 QO5覧 10186% 28,573 O.Q5% 103.61% 28,711 o.a5ss 104.11%128.6071005%1103.73%
世界都市博覧会出展引当金 - 一 - 89 Q〔x踊 } 一 一 一 - 一 一 一 一 一

特別法上の引当金 13,256 o.ozss iooDoss 13,992 o.a3ss 1Q5.55% 14,528 oo3覧 109.60% 14,582 QO3% 110.00%1371000%10.28%
少数株主持分 940 Qoo覧 100.0096 32フ4 o.oi% 348.30% 4,233 ao1覧 450.32% 5,084 o.oiss 540.85%15,34210.01%1568.30%
支払承諾 2,859,339 5.32% 100.00% 2,208,3Q5 4.07% 77.23% 2,401,785 4.32% 8400% 2,432,345 4.39% 85.07%12,033.31613.57%171.11%
負債の部合計 51,744,036 96.23% 10D.00% 52,195,750 96.25% 10087瓢 53.770237 96.62%1 103.92% 53,568,093 96.60% 103.53%155,121,242196.79%1706:53%
資本金 465,611 α87% ioo.ooss 465,967 o.asx 100.0896 466,478 osars 10a19% 466,503 Q84覧 100.19%1541.84210.95%1116.37%
資本準備金 356,604 ossss 10aoo% 356,960 α66覧 100.10% 357,470 O.64% ioo.2ass 357,496 0.64% 100.25%1432,83410.76%1121.38%
利益準備金 72,420 0.13% 100.oogs n.aa5 o.iass 106.99% 82,551 0.15% 113.99% assia σ16瓢 119.61%191,58410.16%1126.46%
その他の剰余金 1,134,345 2.11% 100.oos6 1,132,421 2.09% 99.83%1 975,937 1.75%1 86.D4% 977,371 1.76% 86.16%1763,75111.34%167.33%
自己株式 36 00096 100.ooss 7 o.ooss 19.44% 38 o.ooss 105.56% 8 aooss 22.22%11210.00%133.33%
資本の部合計 2,028,944 3.77% 100.00% 2,032,828 3.75% 10019覧 1,882,400 3.3896 92.78% 1,867,981 3.40% 93.05%11,830.00013.27%190.19%
負債及び資本の部合計 53,772,981 100.00% 100.00% 54,228,578 100.00% 100.85% 55,652,637 10000% 103.50覧 55,456,075 100α 跳 99.65%156,951,2431100.00%1105.91%

有価証券報告書各年度版より作成。

〈損益計算書〉 (単m:百 万円 %%)
決算年度 1994年3月 1995年3月 1996年3月 1997年3戸 1998年3
金額・比率 余額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比
経常収益 2,733,714 10D.00% 100.00% 2,860,752 10000% 104.65% 3,367,162 100.00% 123.1フ 覧 3,150,760 100.00% 115.269612,724,451 ioo.ooss99.66%
資金運用収益 2,474,190 90.51% 100.OD% 2,386,983 83.44% ss.asss 2,746,348 81.56% 111.00% 2,506,188 79.54% 101.29%12,177,589 79.93%188.01%
貸出金利息 1,564,774 57.24% 100.00% 1,409,069 49.26% 90.05% 1,316,819 39.11% 84.75% 1,165,830 37.〔X踊 74.50%11,153,420 42.34%i73.71%
有価証券利息配当金 224,082 8.20% ioo.aogs 210,718 7.37% 94.04% 230,545 6.85艶 102.88% 199,799 6.34% 89.16%1177,217 6.50%179.09%
コールローン利§および買入手形租息 56,409 zosss 10a〔X跳 70,491 2.46% 124.96% 105,049 3.12% 186.23% 86,662 2.75% 153.63%)112,739 4.14%1199.86%
預け金利息 176,773 6.47% 10Q、(X罵 229,970 804% 130.09% 307,933 9.15% 174.20% 180,457 5.73% 102.08%1139,575 5.12%178.96%
その他の受入利息 452,150 16.54髭 10aoo覧 466,732 16.32% 103.23% 786,000 23.34覧 173.84% 873,438 27.72% 193.17%1594,636 21.83%1131.51%
役務取引等収益 ios.osa 3.84% ioo.oogs 108867 3.81% 103.60% 131,062 3.89% 724.72瓢 136,144 4.32% 129.56%1130,834 4.80961124.50%
特定取引収益 一 一 一 一 一 - 一 一 一 一 一 一178

.473 2.88961一

その他業務収益 98,730 3.61% 100.00% tO8.687 3.80% 110.0996 206,984 6.15% 209.6596 150,409 4.77% 152.34%198,545 3.62%199.81%
その他経常収益 55,708 2.04% 10000% 256,213 ass% 459.92% 252,767 8.40% 507.59% 358,048 11.36% 642.72%1239,06818.77%1429.14%
経常費用 2,636,661 96.45% 10Doo覧 2,807,362 9813%1 106.47% 3,587,246 106.54% 136.05% 3,094,471 98.21% 117.36%13,094.4601113.58%1117.36%
資金調達費用 1,871,745 6847% 10α(x踊 1,808,565 6322覧 96.62% 2,027,330 6Q21% 108.31% 1,853,313 58.82% 99.02%11,592506158.45%185.0896
預金利息 1,002,632 36.6896 100.〔鵬 947,100 33.11%1 94.46% 914,718 27.77% 91.2396 706,950 22.44% 70.51%1638,366123.43%163.67%
譲渡性預金利息 96,189 3.52% 100.00% 104,984 3.67% 109.14% 100,529 2.99% 104.51% 107,609 3.42% 111.87%1106.35413.90%1110.57%
コールマネー弄-isおよび売渡手形i4Q, 236,384 865% 100.00% 20フ,439 7.25% 87.76% 181,509 5.39% 76.79% 147,144 4.67% 62.25%1178.92616.57%175.69%
借用金利息 90,588 3.31% 100-00% 79,025 2.76% 8フ.24% 82,987 2.46% 91.61% 81,837 2.60% 90.34%159.71312.19%165.92%

社債利息 一 - 一 一 一 一 } 一 - 一 一 一154
,03911.98%1一

転換社債利息 548 o.ozss iw.〔x踊 421 O.01覧 76.82% 290 QO1% 52.929u 260 0.01% 47.45%127010.01%149.27%
その他の支払利息 445,412 16.29% ioo.ooss 469,594 16.42% 105.43% 747,295 22.79% 167.78% 809,512 25.69% 181.74%1554,835120.37%1124.57%
役務取引等費用 41,000 1.50% ioo.oogs 38,213 1.34% 93,2眺 40,293 1.20% 98.28% 43,353 1.38% 105.74%146.29811.70961112.92%
その他の業務費用 30,837 1.13% 100.00% 66,226 2.31% 214フ6% 118,514 3.52% 384.32% 107,107 3.40% 347.33%153.26911.96%1172.74%
営業経費 375,612 13.74% 100.00箔 391,005 13.67% 104.10% 401,221 11.92% 106.82% 416,812 13.23% 110.97%1436.382116.02%1'116.18%
その他経常費用 317,464 11.61% 100.ors 503,351 17.60% 158.55% 999,886 29.70% 314.96% 673,883 21.39% 212.2796966,00335.46%30生2996
貸倒引当金繰入額 70,874 259% 100.00% 36,611 1.28% 51.66% 445,026 13.22% 627.91% 105,750 3.36% 149.21%1386,011114.17%1544.64%
その他の経常費用 246,589 9.02% 100(X跳 466,739 16.3296 789.2896 554,860 16.48% 225.01% 568,132 18.0396 23040%1579,992121.29%1235.21%
経常利益 97.0.53 3.55% ioo.oogs 53,390 187% 55.01% 一220

.083
一6
.54%
J226 .77% 56,289 1フ9% 58.00%1-370.0081-13.58%1-381.24%

特別利益 9,158 0.34% 100.00% 5,002 o.nss 54.62% ii,aa5 0.34% 725.41% 99,808 3、17瓢 1089.84%174,99712.75%1818.92%
動産不動産処分益 9,124 0.33% 10aoO瓢 4,836 0.17% 53.00% 10,934 0.32% 11984% 13,844 o.aa% 151.73%160,28812.21%1660.76%

償却債権取立益 34 o.ooss ioo.ooss 166 α0悩 488.24% 546 0.02 1605.88% 371 0.01% 1091.1896116410.01%1482.35%
国債価格変動引当金取崩額 - 一 一 一 一 一 - 一 - 一 一 一iofo .oo%i一

商品有緬証券売買損失等引当金繰入傾 一 一 一 一 一 一 一 一 - } 一 一114
.54110.53%1一

証券取引責任準備金取崩額 一 } 一 0.f〔x踊 一 4 o.ooss 一 4 o.〔x跳
一1310

.00%1一

その他特別利益 一 一 一 「 一 一 一 一 一 一 85.5981 2.72% 一-一 一

特別損失 10,344 Q38覧 100.〔X遇 乳291 0.25% 70.49% 12,502 0.37% 120.86% iw,フ44 3.20% 973.94%12.17810.08%121.06%
動産不動産処分損 9,753 0.36% 書oo.〔胱 6,555 0.23% 67.21% 11,963 0.36% 122.66% 74,528 〔1.46% 148.93%12.17810.08%122.33%
国債価格変動引当金繰入額 } 一 一 } - 一 0 o.oogs 一 - 一 一 一 一}

商品有価証券売買損失等引当金繰入額 583 OQ2% iw.〔x跳 726 o.oa% 124.53% 532 OQ2% 91.25% 51 0〔x踊 8.75%i10.00%10.0096

金融先物取引責任準備金繰入客 3 o.oogs ioOoogs 6 o.oogs 200.〔X跳 7 0〔x跳 233.33% 7 0〔x跳 233.33%1010.009610.0096
証券取引貴任準備金繰入額 3 o.oogs 100.0096 z o.oogs 66.67% 一 一

} 一 一 一 一 一 一

その他の特別損失 一 一 一 - } 一 『 一 一 86,160 2.73% -一-一

税引前当期純利益 95,867 3.51% 100〔X泓 51,101 1.79% 533(跳 一221 .100 一657瓢 一230 .63% 55,354 1.76% 57.74%1-297.1901-10.91%1-310.0096

法人税及び住民税 41,746 1.53% 100.〔x跳 157,781 5.52% 37295% 26,161 a78% 62.67% 1α917 0.35% 26.15%111.85610.44%128.40%
法人税等調整額 8,252 0.3D% 10ao〔踊 13,395 Q4フ% 162.32% 一121

,698
一3.67%! 一1474 .77% 19,378 D.62% 234.83%1-106.2461-3.90%1-1287.52%

少数株主損益 ios 0.0096 ioo.oogs 683 0.02% 644.34% aes 0.03% 835.85% 760 0.02% 716.98%122810.01%1215.09%
連結調整勘定償却額 86 o.oosc 100.0096 一 一 一 } 一 一 96 o.oags 111.63%1-19.4941-0.72%1-22667.44%
持分法による投資損益 一 一 一 1,097 D.04% - 1,509 ao4ss 一 1,653 O.Q5% 一ii .rnio.oassi一

当期純利益 45,676 i67% 100.00% 22,339 o.7egs 48.91% 一izasae 一3.71% 一273 .55% 25,845 082% 56.58%1-182.3621x.69%1-39925%

有価証券報告書各年度版より作成.
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住友銀行
貸惜対昭表 %_%)

決算年月日 1994年3月 1995年3月 1996年3月 199フ年3月
(鴇轟 円

金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比鑑馨 7,882,557 14.47% 10000% 7,135,357 73.38% 90.52% 6,312,977 11.25% 80.09% 6,601,923 10.96% 83.75% 4,498.9981 6.99% 57.08%

コールローンおよび買入手形 399,658 0.7396 10a〔x端 300,508 0.56% 75.19% 399,229 Q71% 99.89% 512,885 a85% 128.33% tO84452 1.68% 277.34%

買入金銭債権 12,847 OQ2覧 ioo.oo% 14,118 QO3覧 ios.asss 82,652 0.15% 643.36% 100,349 Q17% 781.11% 168,496 o.2s% 1311.56%1

特定取引資産 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 } 一 5,371,603 8.34% -

商品有価証券 337,848 osz% 10aoo% 311,600 058% 92.23% 362,033 0.64% 107.16% 1,049,020 1.74% 310.50% 一 『 }

金銭の信託 180,70.5 0.3396 100.Dogs 196.ま 〕6 0.37% 108.97% 193,045 0.34% ios.e3% zoa.as2 0.34% 113.37% 215,554 0.33% 119.29%

有価証券 5,142,980 9.44% 100.oogs 5,544.2041 1040% 107.80% 5,907,304 10.52% 114.86% 5,888,446 9.78% 114.49% 7,096,210 11.02% 137.98%

貸出金 35,086,448 64.43% 10ao眺 34,656,402 65.01% 98.77%1 37,045,622 65.99% 105.58% 38,843,82D 64.49% 11Qフ1% 36,928,127 5フ.37% 1Q5.25%

外国為替 440,931 Q81瓢 100.00% 363,323 0.68% az.aossi 455,927 osiss 103.40% 565,256 osass 1282〔}瓢 623,384 097% 141.38%

その他資産 1,386,303 2.55% 100.00% 1,484,468 2フ8% 107つ8% 1,816,542 3.24% 131.0396 2J96,385 4.64% 201.72% 4,321,679 6.71% 311.74%

動産不動産 374,412 Q69覧 100.00% 373,647 o.フ0% 99.80% 382,178 ossgs 1Q2.07% 367,603 osiss 98.1S% 741,668 1.15% 198.09%

繰延税金資産 101,404 0.19% iw..〔x端 159,106 0.30% 156.90% 172,321 0.31% 169.94% ns.oea 0.3D% 176.61% 54フ,叙 〕4 os5% 540.22%

3,113,834 5.72% 100QO% 2743819 5.15% 88.12%1 3,006,679 5.36% 96.56% 3,120,467 5.18% 100.21% 2,771,565 431% as.oi%

離瀦 54,459,932 10000覧 100〔X跳 53,373,364 10000覧 97.89%1 56,139,515 .10000拓 103.08% 60229,929 ioo.oogs 110.59% 64,369,544 1σo〔脳 iiszogs

36,044,745 66.19% 1DO.00% 34,465;826 64.65% 95.62% 35,109,956 62.54% 97.41% 35,364,880 58.72% 98.11% 33,647,849 52.27% 93.35%

譲渡性預金 3,560,196 6.54% 100.00% 4,064,745 7.62% 114.17% 5,005,401 8.92% 140.59% 5,530,536 9.1S% 155.34% 4,858,698 7.55% 136.47%

コールマネーおよび売渡手形 4,982,042 9.15% 100,〔X現 5,128,754 9.62% 102.93% 5,051,622 9.00% 101.40% 5,133,191 8.52% 103.IXi% 4,810,752 7.47% 96.56%

特定取引負債 一 - - 一 - - - ・■ 一 - 一 一 3,909,990 6.07% 一

借用金 2,191,254 4.02% 100.α 跳 2,099,953 3.94% 95.83% 2,1フ6,476 3.88% 99.33% 4,311,902 7.16% 196.78% 2,347,410 3.65% 107.13%

外国為替 49,246 α09% 100.〔X罵 92,525 Q17% 18ア88% 148,790 0.27% 302.14% 117,971 ozogs 239.55% 84,635 0.73% 171.86%

社債 - 響 一 一 一 - 一 一 } 一 一 - 990,578 1.54%1 　

転換社債 85.4981 0.16% 100.00% 39,874 QO7% 46.64% 37,650 007% 4404% 10t148 on% 118.30% ioi,ios ais% 118.26%

その他の負債 1,652,627 3.03% ioo.ooss 2,010,527 3.フ7% 121.66% 2,904,071 5.17% 175.72% 3,881,369 6.44% 234.86% 7,099,968 11.03% 429.62%

貸倒引当金 42α768 Q77斑 10αoo% 622,562 1.17% 147.96% 640フ81 1.14% 152.29% 554,986 osz% 137.90% 7,278,683 1.99% 303.89%

退職給与引当金 49,849 o.os% ioo.oogs 50,396 QO9% 10t10% 50,838 Oos% 101.98% 50,592 o.osss 101.49% 49,999 o.oass 100.3〔 脱

世界都市博覧会出展引当金 一 - 一 114 o.aoss -
- 一 一 一 一 一 冒 一 一

債権売却損失引当金 一 一 一 一 一 - 一 一 一 42,172 0.07% 一 80,964 013% 191.99%

特別法上の引当金 74,842 QO3% 100.00% 15,642 σ03瓢 tQ5.39% 16,585 Ooars 111.74% 23,276 QO4% 156.83% 829 Ooogs 5.59%

少数株主持分 49,248 o.os% ioo.ooss 49,611 Oos% 100.74% 48,352 0.09% 981896 47,759 0.0896 96.98% 29D.388 045% 589.64%

支払承諾 3,113.8341 5.72% 100.00艶 2,743,819 5.15% ssiz% 3,006,679 5.36% 96.56% 3,120,467 5.18% 70021% 2,771,565 4.31% 89.ofss
一 一 一 一 一 - 一 一 一 一 一 一 374,531 osass -

騨 蓼蕪
52,217,155 95.8896 iw(x跳 51,383,755 96.38% 98.40% 54.197,2Q5 96.54% 7D3.79% 58,280,255 96.76% 111.61% 62,697,950 97.40% 1200フ%

本金 502,348 oszss ioo.oogc 502,348 0.94% 100.(X端 502,348 o.asss ioo.ooss 502,348 Q紹 覧 ioo.ooss 502,348 0.78% 10aoo%

資本準備金 392,580 Q72覧 1000096 392,580 074% ioo.ooss 392,580 07〔跳 100.00% 392,580 0.65% 100.oogs 392,580 0.61% 100.00%

利益準備金 73,115 0.13% 100.00% 78,485 015% 107.34% 83,855 0.15% 11469% 89,225 0.15% 122.03% 94,595 0.15% 129.38%

その他の剰余金 1,277,743 2.35% ioo.aoss 956,799 1.79% 74.84% 963,550 1.72% 75.41% 965,529 1.60% 75.57% 682,075 1.06% 53.38%

10 ODoss 10000覧 5 o.ooss 50.00% 24 o.oogs 24000% 9 o.oox 90.00%1 5 ocross 50〔X踊

暴
己株式
本の部合計 2,245,777 4.12% ioo.ooss 1,929,608 3.62% 85.92% 1,942,309 3.46% 86.49% 1,949,674 3.24% 86.82%1 1,677,593 2.60% 7443斑

負債及び資本の部合計 54,459,932 1QOOO覧 ioo.ooss 53,313,364 100.00% 97.89% 56,739,515 10000% ia30ax 60,229,929 ioOOO% 110.59% 64,369,544 ioo.oogs 118,296

有面証券報告書各年度版より作成。

(単m:百 万円 %,%).決〈騨 〉
7994年3月 1995年3月 7996年3月 1997年3月 issa年3

金額・比率 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比
2フ93778 10000% ioo.oox 2,942,359 100.00% 705.32% 2,698,427 100〔牒 96.59% 2,569,316 100〔x罵 91.97% 2,578,793 iw.ao% 92.30%

馨塞鑛 収益 2,474,185 88.56% 10a〔joss 2,318,444 78瓢 93.71% 2,318,417 85.92% 93.7眺 2,141,331 83.34% 86.55% 1,993,193 77.29% 80.56%

貸出金利息 1,564,089 55.98% ioo.ooss 1,382,827 47.00% 88.41% 1,256,154 46.55% 8031% 1,203,064 46.82% 76.92% 1,144,599 44.39% 73.1896

有価証券利息配当金 219,277 7.85% ioo.ooss 196,672 6.68% 89.69% 202,821 7.52% 92.50% 186,395 7.33% 85.92% 195,623 7.59% 8921%
コールローン蕃聰および買入手形利息 19,821 0.71% ioo.oogs 20,503 Q70箔 103.44% 23.6601 Q88% 119.37% 19,Q55 Q74% 96.14% 22,278 086% 112.40%

預け金利息 2sessi 9.62% 100.00% 302,482 1028% 112.58路 326,206 12.D9% 121.41% 258,383 1QO6% 96.17% 278,654 iosiss 103.77%

その他の受入利息 402,315 1440% 100.00% 415,959 14.14% 103.39% 509,575 18.88% 126.66% 472,432 18.39% 117.43% 352,038 13.65% 87.50%

役務取引等収益 94,306 3.38% 10aoO艶 96,577 3.28% 102.41% 112,438 417% 119.23% 121,955 4.75% 129.3296 152,036 5.90% 161.22%

特定取引収益 - 一 一 一 一 - 一 一 一 一 一 一 131,608 5.10% -

その他業務収益 120,987 4.33% ioo.ooss 89,952 3.06% 74.35% 767,472 621% 738.42% 74,946 zsz% 61.95% 77,904 3.02% 64.3996
104,298 3.73% 10000% 437,384 14.87% 479.36% 10D,098 3.71% 95.97% 237,082 8.99% 221.56% 224,050 8.69% 21482!Gその鑛 常収益
2,696,989 96.54% 100〔牒 3,264,473 110.95% iziO4% 2,669,482 98.93% 98.98% 2,501,238 97.35% 92.74% 3,081,482 119.49% 114.26%

馨豊調達鯛 1,907,010 68.26% 100.(X隅 1,795,168 61.01瓢 9474% 1,661,996 61.59% 87.75% 1,499,751 58.3796 78.64% 1,324,009 51.34% 69.43%

預金利息 1,116,358 39.96% 100.00% tOO9.506 34.37% 90.43% 952,342 35.29%1 85.31% 762,338 29.67% 68.29% 746,841 2896% 66.90%

譲渡性預金利息 119,163 4.27% 10DOO% 117,191 3.9896 9835% 112,293 4.16% 94.23% 104,512 4.07% 87.71% 127,552 4.95% 107.D4%

コールマネー孝臆および売渡手形利息 177β67 6.37偽 10a〔x跳 134,385 4.57% 75.55% 69,727 2.58% 39.20%'. 46,142 1.8(病 25.9496 39,147 1.52% 22.01%

借用金利息 74,000 2.65% 1QO.Doss 88,座 〕2 3.02瓢 120.12% 60,378 2.24% 81.59%1 137,971 5.37瓢 186.45% saes 261% 9093%

社債利息 一 - 一 - 一 一 一 - } 一 - - 43,701 1.69% 一

転換社債利息 2,205 o.oass iaoDoss 1,143 0.04% 51.84% 945 Ooar 42.86% 1,016 Ooass as.oess aos Oozss 18.55%

その他の支払利息 417,416 14.94% 100.0〔 罵 444,049 15.09% 106.38% 466,308 17.2896 iii.71% 447,770 17.43% 107.2フ% 299,068 11.60% 71.65%.

役務取引等費用 40,790 1.46% 100.00% 4α032 1.36% 98.14% 45,252 1.68% iiosass 50,823 1.98% 724.60% 60,537 2.35% 148.47%

特定取引費用 　 一 一 一 一 一 - 一 闇 一 一 - 148,427 5.76% 一

その他の業務費用 49,297 1.76% ioo.aoss 34,578 1.1896 7D14% 70,176 260% 142.35% 36,754 1.43% 74.56% 63,309 2.45% 12842%

営業経費 383,381 13.72% ioODoss 395,287 73.43% 103.11% 417,073 75.46% 108.79% 432,820 16.85% 172.90艶 443,646 izzogs 115.フ2%

その他の経常費用 316,508 11.33% 100.Doss 999,407 33.9796 315.76% 474,984 1フ.60% 150.07% 481,028 18.72% 152.00% 1,041,552 40.39% 329.0896
貸倒引当金繰入額 87,780 3.14% 100.〔X端 256,080 8.70% 291.73% 126,385 468% 14a98% 96,235 3.75% 109.63% 839,723 32.56% 956.62%
の{ の経常費用 228,728 8.79% 100.00% 743,326 25.26%1 324.98% 348,598 12.92% 152.41% 384,852 149896 168.26% 201,828 793% 8824%

辮益 96,78913.46% 10000% 一322
.114

一10
.95%
一332
.8096 zssaa im% 29.90% 68077 265% 70.34% 一502 .689 一19 .49% 一519 .37%

別利益 4,799 on% 1DOOO% 3,906 0.13% 81.39% 2,609 0.10% 54.37% 3,448 D.13% 71.85% 83,619 3.24% 1742.43%

動産不動産処分益 4,613 017% 100.0096 3,178 0.11% 68.89覧 2,299 oo9% 49.84% 1,928 o.osss 41.79% 19,797 0.74% 416.15%

償却債権取立益 186 QO1覧 10aoo% 728 QO2鶉 391.4096 309 QO1% 166.13% 1,517 o.osss 815.59% 506 002覧 272.0496

国債価格変動引当金取崩額 一 一 一 一 一 一 一 冊 一 , - 一 5,141 o.zo% -

商品有価証券売買損失等引当金取崩額 一 一 一 一 一 　 一 一 一 - 円 - 17,3Q5 0.67% 一

証券取引責任準備金取崩額 一 一 一 一 } 一 一 - 　 z Ooogs 一 z QOD% -

その他の特別利益 一 一 一 一 一 　 一 一 一 一 } 一 4L465 t.61% 一

特別損失 8,715 0.31% ioo.oogs 7,623 D.26% 87.47% 3,662 0.14% 42.02% .1α168 o.aoAs 116.67% 50,349 1.95% 577.73%

動産不動産処分損 zais Q2フ% 10000% 6,822 0.23% 91.99% 2,フ19 oiogs 36.66% 3,474 014% 46.84% 8,740 0.32% 109.76%

国際価格変動引当金繰入額 - - - 一 一 一 201 o.oi% 一 4,939 019% 一 一 ρ 一

商品有価証券売買損失等引当金繰入麺 1,297 0.05% 100.oo% 798 0.03% 61.53% 738 003% 56.90% 1,752 0.07% 135.08% 一 一 　

金融先物取引責任準備金繰入 1 000鶉 1Qaoo% 1 00096 10D.00% 2 o.ooss 200.00% 1 D.00% ioODoss z -

- - 叩 } 一 一 一 - - - - 一 42,207 164%1 -

繍鑛灘 92,873 3.32% 10000覧 一325 .830 -iiO7% 一3508396 zzasi 7.03% 3003% 61,358 2.39% 660フ% 一469 .419 一1820% 一505
.44%

法人税及び as.aso 1.75% 100.00% 2,068 0.07% 4.23% Ooogs 000% 30,141 1.17% 61.65% 55,492 215% 113.5096

還付法人税等 一 一 - - } 一 818 o.a3% 一 - 　 - 一 一 -

法人税等調整額 5,255 O.19% 10aoO% 一47 ,478 一1.61% 一sa3assn 一9,946 一〇37% 一189 .27% 一4
.551

一〇
.iass
一86.60% 一278 ,495 -1σ80% 一5299 .62%

少数株主損益 3,153 o.iiss 100.00% 3,409 oi2% iosizss 1,780 o.oass 37.42% i,aos o.mss 57.34% 4,970 ois% 157.63%
} 『 一 一 一 一 63 o.ooss 一 oo〔罵 - 91 OooAs 一

彗鎌 罐 投資損益 35,574 1.27% 100〔}〔茄 一zaa .azs 一9
.65%
一797.86% 37,539 1.39% 10552% 34.04 1.33% 95.71% 一251 .296 一9

.74%
-フ06.40%

有面証券報告書各年度版より作成。
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東京三菱銀行
〈貸借対照表〉 (-日=.臣銀行) (単位・百万円 %,%)
決算年月B 1995年3 1996年3戸 1997年3月 1998年3月 1999年3戸

金額・比率 金額 構成比-趨 勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 余額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比
現金預金 5,980,931 ns2ｰs -鵬oo% 6,702,448 12.59%1112.06% 12,334,067 14.28% zos22ss 12,622,309 13.71% 211.04% 4,374,200 5.5796 73.14覧

コールローンおよび買入手形 538,339 1.05% ioo.ooss 552,730 1.04% 102.67% 1,255,006 1.45%1 233.13% 2,030,399 221% 377.16% 1,726,100 2.20瓢 320.63%

買入金銭債権 32,255 QO6瓢 10αoα% 33,257 o.osss 103.11% 96,368 o.iiss 298.7フ 瑞 99,427 Q11瓢 30825% isa.ooa 0.20% 47745%

特定取引資産 一 一 } 一 一 一 一 一 一 4,407,692 4.79% 一 3,022,400 3.85% 一

商品有価証券 767-285 1.49% iw.00覧 ssssai 1.12% 77.76% 788,569 Q91% 102.77% } }
- 一 一 -

金銭の信託 286,235 0.56% 1DO.OD% 298,257 0.56% 104.20% 589,036 ossssr 205.79%1 522,846 Q57% 182.6696 423,400 054% 147.92%

有価証券 5,858,693 17.39% 100.00% 5,725,520 10.76% 97.73% 9,563,349 〉〉、0フ% 163.23% 10,004,115 1087% 170.76% 9,916,000 12.62% 169.25%

貸出金 32,212,008 62.60% 100.OD% 33,130,455 62.25% 102.85瓢 48,427,730 56.Q5% 150.34% 47,560,265 51.65% 14765% 43,396,800 55.21% 134.72%
外国為替 1,123,066 2.18覧 10aoO% 773,499 1.45% 68.87% 1.3D7.138 1.51% 116.39% 1β0フ,362 1.42% 116.41% 1.037β00 1.32% 92.39%

その他資産 1,527,007 2.97% 100.00% 2,064,882 3.8896 135.22% 5,229,408 6.05% 342.46% 6,152,301 6.68% 402.9096 6,930,900 8.82% 453.縦 〕%

動産不動産 431788 0.&}% 100.00% 415,348 Q78賜 96.19% 528,571 σ61% 122.41% 939,373 1.02% 277.55% ssosoo 1.09篤 199.31%

債権繰延資産 - 一 一 一 一 一 4,457 0.01% - 3,856 o.ooss 一 3,600 o.oosb 一

繰延税金資産 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 651,500 Q83% 一

前払税金 97,023 o.isss iw.oogs 126,723 0.24% 130.61% 190,652 o.z2% 196.50覧 600,990 0.65% sis.43% 一 一 胴

連結調整勘定 85,667 anss iw〔x隅 64,250 α12艶 75.OD96 42,833 O.Q5% 50.0096 31,525 QO3% 36.8096 11,700 o.oiss 13.66%
支払承諾見返 2,513,687 489% 100〔X罵 2,737,196 5.14% 108.89% 6.041}8田 6.99% 240.32% 5,791,370 szs% 230.39% 6,091,600 7フ5% 242.34%

姿産の部合計 51,453,990 100〔x跳 10000% 53,221,212 100.00% 103.43% 86,398,073 100.00% 167.91% 92,073,83フ ioocross 178.94% 7860agOO 10000% 152.76%

預金 35,764,472 69.51% 10ao眺 33,494,717 62.93% 93.65% 45,482,321 szsa% 127.17瓢 46,777,698 50.80%1 130.79% 42,081,800 53.54% 11766瓢

譲渡性預金 1,779,649 3.46% 100.00% 2,824,632 5.31% 158.72% 6,606,189 7.65% 371.21% 7ρ34」64 ア64瓢 395.26覧 3,565.8001 4.54% 20037%

債権 一 一 一 o.ooss 一 7,903,596 9.15% 一 5,888,815 6.40% 一 5,019.1001 6.39% -

コールマネーおよび売渡手形 3,599,916 7.00% ioo.(X泓 5,764,747 10.83% 16D.14% 5,124.0.54 5.93% 142.34% 6,631,118 7.20% 78420% 3.フ82,3∞ 4.81% 105.07%

コマーシャル・ペーパー 一 一 一 一 一 一 一 一 一 需 一 - 386,700 049% 一

特定取引負債 一 一 一 一 一 一 一 一 一 2,620,668 2.85% 一 2,101,900 2.67% 一

借用金 1,28フ,502 2.50% 10D.DO% 1,303,720 2.45% ioi.zs% 4,278.0341 4.95% 332.27% 3,015,581 3.28% 234.22% 1β79」00 2.14% 130.42%

外国為替 25,634 QO5% 10aoO瓢 81,108 0.15% 316.41% 338,137 0.39% 1319.10% 295,474 032% 1152.66% 503,700 osa% 1964.97%

社債 - 一 一 - - - 一 - 一 1,912,934 2.08% 一 1,828,100 2.33% 一

転換社債 49,407 o.ioss 100.oo% 232,846 o.aass 471.28% 263,031 0.30% 532.3896 251,855 α27% 509.76% 251,800 0.32% 509.64%
信託勘定債 t143289 222% 100.00% 1,014,695 1.97% 88.75% 845,433 osssb 73.95% 576,728 0.63% 50.44% 499,400 0.64% 43.68%

その他の負債 3,007,604 5.85% ioo.oogs 3,360,430 6.31% 111.73% 5,544,664 6.42% 184.35% 6,315,90.5 6.86垢 21α00鶉 6,387,800 813% 272.39%
貸倒引当金 346,462 0.67% 100.OD% 490,210 Q92% 141.49% 720,319 α留瓢 207.91% 1,800,058 1.96% 519.55% 1,155,300 1.47% 333.46%

退職給与引当金 51,361 α1(那 100.00% 51,330 0.10% 99.94% 68,411 Ooass 133.20% 63,173 QO7% 123.00% 61,600 008覧 119.94%

債権売却損失引当金 ■ 一 一 一 - 一 72,583 0〔X961 - 155,527 Q17% - 112,200 Q14% 一

特別法上の引当金 14,913 0.03% 10aoO箔 17,714 Qα3瓢 11878% 29,402 α03瓢 197.16% 2.90.5 o.ooss 19.48% 100 QOσ覧 Q67%

少数株主持分 42,206 0.08% 100.00% 29,783 QO6% 70.57% 104,553 0.12% 247.72% 83,644 o.os% 198.18% 148,500 o.is% 351.85%

支払承諾 2,513,667 4.89% 100.C(跳 2,737,196 5.14% 108.89% 6,〔}40β齢 6.99% 240.32% 5,791,370 6.2996 230.39% 6,091,600 刀5% 242.34%
再評価差額金 一 一 一 一 一 - 一 - 　 432,618 〔).47% - 214,400 α27% -

繰延税金負債 一 一 一 一 - - - - - 一 一 一 30,200 0.04% 一

再評価にかかる繰延税金負債 一 一 一 - 一 - 一 - } - - - 155,200 020% -

負債の部会計 49,626,108 96.45% ioODoss 51,403,135 96.58% 10.?.58% 83,421,616 96.55% 168.7096 89,650,243 97.37% 180.65% 75,901,400 96.5796 152.95%

資本金 386,256 0.75% iw.oogs 386,312 0.73% 100.01% 658,283 0.76% 169.55% 663,869 Q72% 170.99% 785,900 i.oogs 202.42%
資本準備金 279樫)4 05Q% 10aoO% 279,950 053% 10002% 468244 0.54% 167.29% 473,825 0.51 769.29% 595,900 076覧 212.9096

利益準備金 78,159 0.75% 10αOD% 紹jO7 Q16覧 106.33% 144,866 Q17% 185.35% 152,833 0.77% 195.54% 一 一 -

その他の剰余金 1,081,574 2.10% 100.00% 1,066,711 2.00% 98.63%1 1,705,070 1.9フ% 157.65% 1,133,077 1.23% 10476瓢 1,161,400 i.aags 10738%

自己株式 3 o.ooss 100.00% 5 o.ooss 166.67% 7 o.ooss 233.33% 11 o.ooss 366.67% 0 o.oogs Ooogs

の部合計 1827,881 3.5596 10000% 1,818,076 3.42% 99.46% 2,976.45613.45% 162.84% 2,423,594 2.63% 732.59% 2543,200 3.24% 139.13%
昌.の △き 51,453,990 iw 10000麗 53,221,212 ioODoss 103.43% 86,398.0731100.00% 167.91% 92,073,837 100.00% 778.94% 78,600,900 100(X跳 152.76%

有価証券報告書各年度版より作成.

〈損益計算書〉 (IR一 銀行) (単位=百 万円. %,%)
決算年度 1995年3月 1996年3戸 1997年3月 1998年3 ヨ 1999年3戸

,

金額・比率 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 鎧勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比 金額 構成比 趨勢比
経常収益 2,979,146 100.OD% 1000α% 3,156,379 10000% 105.95% 5,232,085 100.00% 175.62% 4,265,661 ioOoogs 143帽% 3.953.300',100.〔x跳 132.7096

資金運用収益 z.aas.aiz 83.53% 10aoo% 2,698,123 8548% 10843% 4,492,841 85.87% 180.5596 3,017,222 70.73%1 721.25% 2,790.1001 70.58% iiz.izss

貸出金利息 12ga458 43.58% 1Qa〔魑 1,152,785 36.5296 8a78斑 1,655,869 31.65% 127.5396 1,676,983 39.31%1 129.15% 1,492,600 37.76% 114.95%

有価証券利息配当金 206,002 6.91% ioo.ooss 204,650 6.4896 99.34% 348,702 6.66% 16927% 324,888 762% 157.71% - 一 一

コールローン利曹および買入手形手1L息 23,845 0.80% ,oo〔x隅 29,481 0.93% 123.64% 76,169 1.46% 319.43% 90,235 2.12% 378.42% 一 　 一

預け金利息 250,387 8.40% ioo.oogs 276,648 8.76% 110.49% 395,380 7.56% 157.91% 422,430 9.90% 168.71% 一 一 旧

その他の受入利息 709,718 23.82% iw.oogs 1,034,557 32.78% 145.77% 2016,701 38.54% 284.16% 502,684 11.78% 70.83% 一 一 一

信託報酬 一 } - 24,860 Q79覧 - 43,289 Qお% 一 33,603 a79% 一 34,000 Q繍 覧 一

役務取引等収益 98,352 3.30覧 100〔X跳 100,385 3.18覧 102.07% 211,503 4.04% 215.05% 227,375 5.33% 231.1896 zas.aoo 6.21% 249.51%

特定取引収益 一 一 一 一 - - 一 一 一 112,67fi 2.64% - sz.aoo z.oass 一

その他業務収益 138,815 4.66% iooooss 194,053 6.15% 139.7996 299,003 5.71% 215.40% 207,115 4.86% 149、20瓢 322,100 815% 232.04%

その他経常収益 253,566 8.51% 100.00% 138,955 4.4096 54.8096 185,447 3.54% 73.74% 667,668 119.57% 263.31% 479,100 12.12% 18694%
経常費用 zszz.os2 98.08% 00Dove 3.Q56.525 96.84% 104.60% 5,050,138 96.52%1 172.83%15,100,602 51.55% 174.55% 4,038,000 102.14% 138.19%

資金調達費用 1,946,316 65.33% ioo.〔x泌 2,060,091 65.27% 10.5.85% 3,542,114 67.70覧 181.99%12,198,815 25.79% 112.97% 1,869,300 47.28961. 96.04%

預金利息 988,426 33.18% 可oo.oo% 886,590 28.15% 89.90% 1,103,618 21.09%' 111.65%11,100,055 2.38% 111.29% 712,900 18.03% 72.12%1

譲渡性預金利息 70,674 2.37% 10aoo% 90,671 2.87% 12829% 143,644 2.75% 203.25% 180,965 4.24% 256.08% - 一 一

コールマネー利壱および売渡手形乳息 118,001 3.96% ioo.ooss 87,194 2.76% 73.89% 126,227 2.41% 106.9フ瓢 124,475 2.92% 105.49% 一 - 一

借用金利息 52,846 i.77% 10a〔脳 44,871 1.42% 84.91% 144,801 2.77% 274.01% 140,583 3.3096 266.02% 一 一 -

社債利息 - - 一 一 一 - - - 75,501 ・1.77% 一 } 一 一

転換社債利息 1,533 005瓢 100.(X跳 1789 QO6% 116.70% 10,427 Q20% 680.17% 9,668 0.23% 630.66% }
- 一

その他の支払利息 714834 23.99% 10aoO覧 946,972 30.00% 132.47% 1,812,322 34.64% 253.53% 466,103 10.93% 65.20% 　 一 一

役務取引等費用 35,718 1.20% ioo.ooss 29,986 0.95% 83.95% as.e3i ososs 131.11% 56,574 1.33% 15839% 34,200 .087瓢 95.75%

その他の業務費用 9フ,133 3.26% 100.0096 95,250 3.02% 98.06% 156,226 zssss 160.84% 76,140 t78拓 78.39% 144,500 3.66% 14877斑

営業経費 386,575 12.98% 100.00% 421,988 13.37% 109.16% 721,593 13.79% 186-66% 740,127 17.35% 19146% 759200 19.20% 196.39%

その他経常費用 456,348 15.32% 10α00% 449,208 14.23% 98.44% 583,372 11.15% 127.紹瓢 2,028,943 47.56% 444.60% 7,230,600 31.13% 269.66斑

貸倒引当金繰入額 4,109 mass 10a(X踊 163,439 5.18% 3977.59% iiaszs zisss 2794.57% t.t30270 26.50% 27507.18%1 一 一 -

その他の経常費用 452,238 15.18% 10000% 285769 9.05% 63.19% 468,542 896% 103.61% 898,673 zio-rss 19872% 一 一 一

経常利益 57,053 1.92%1 100.00% 99,853 3.16% 175.02% 181.94& 3.48% 31897% 一834
.940
一19
.57%

一1463
.45%1
一sasoo 一2

.14%
一14828%

特別利益 6,489 a.22ss ioo.ooss 101,32fi 3.21% 1561.50%1 14,447 o.zass 222.64% 42,823 i.〔鵬 659.93% 111,200
.2
.81% 1713.67%

動産不動産処分益 4,194 o.ia% 100.(x遇 11,466 036% 273.39% 4,842 Oosvs 115.45% 6,654 0.16% 156.66% 一 一 -

償却債権取立益 2,294 o.asss ioODoss 2,307 QO7完 100.57% 9,857 0.1996 429.69% 9,657 0.23% 42097% 一 一 一

国債価格変動引当金取崩額 一 一 一 一 一 一 z.zsa aoass 一 11,207 o.2s% 一 一 - -

商品有価証券売買損失等引当金取崩額 一 一 一 F 　 一 一 一 一 15,300 0.36% 一 一 - 一

証券取引責任準備金取崩額 一 一 一 一 一 『 9 aooss - 3 0.00% 一 一 - 一

特別損失 5,825 Q20瓢 10aα 踊 111,921 3.55% 1921.39% 15,084 0.29% 258.95% zz.ooz 0.52% 377.72% 7,700 Q19瓢 132.19%

動産不動産処分損 3,292 0.11% ioODoss 7,400 023% 224.79% 9,857 019% 299.42% 27,988 0.52% 667.92% 一 一 -

国際価格変動引当金繰入額 1,524 0.05% 10a〔x跳 1,471 α05% 96.52% 2,268 o.oass 148.82% 一 - 一 一 一 一

商品有価証券T買to失等引当金繰入顕 1,003 Qo3% 10a(X踊 i.aa3 oa5ss 143.87% 1,ogo o.02ss 108.67% 一 - 一 一 - -

金融先物取引責任準備金繰入害 5 Ooogs 100.(x踊 7 o.aoss iao.oosb 5 o.ooss ioo.aoss 14 o.ooss 280.0096 一 - 一

その他の特別損失 一 一 一 101,593 3.22% - 1862 Ooass 一 o.oogs 腎 　 一 一

税引前当期純利益 57,717 1.94% 10000% 89,258 2.83% 154.65% 181,309 34フ瓢 314.1396 一814 .120 一19 .09% 一1410
.54% 18,700 0.47% 32.40%

法人税及び住民税 13,607 o.asss ioo.oogs 86,345 zeons 649.26% 69,279 1.32% 509.14% 27,650 0.65% 203.20% 126,004 3.19% 925.99%

法人税等調整額 一z
.oss 一〇.07% 10aoo% 一22

,404
一〇
.71% 1㈱.69% 30,851 059% 一1500 .54% 一319

,547
一7
.49% 15542.17% -17200 一〇

.44% 836.58%

少数株主損益 184 0.01% iw.〔x踊 一12
.307 一〇.39%一6688 .59% 20,297 0.39% iisposass 一2α785 一〇.49% 一1129620% 一3.100 一〇.08961-isea .passi

連結調整勘定償却額 21,416 0.72% 100.oo% 21,416 0.6896 iw.Doss 21,416 0.41% 100.00% 23,944 0.56% 111.8D% 一 一 -

持分法による投資損益 668 0.02 100.00% 546 o.ozss 81.74% 1,265 Oo2ss 189.37% 1,026 002% 153.59% 一 - 一

当期純利益 25,233 os5ss ioOoogs 14,754 047覧 58.47% 40,731 078% 161.42% 一524
.355
一12
.29%
一2078.05% 一sssoo 一22096 一343 .99%
有価証券報告書各年度版より作成。
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日本興業銀行
〈n惜射照劣〉 (fib百fiw %%)
減卜箪定月R 1994倥3月 199陶 月 1996生3月 1997狂3月 1998任3月
全蒲・腱 金蛸 構5覧臣 鋸塾陸 金麺 檀成注 据塾Hて 合額 構成臣 鶴塾陸 全額 構成トk 藷塾Hて 金箱 構成Hて 藷塾Hて
現金預け金 4,549,91fi 10-71蚤 100.00艶 3,951,856 9.67% 86.鰯 2,987,739 7335 65.67% 2,318,151 4.93% 50.95% 55.3,203 1.12% 12.16%
コールローン及び買入手形 928,941 2.19% 100,00覧 785,553 1.92% 84.56% 1,392,426 3.42% 149,89馬 2,846,960 6.06% 306.47% 3,646,837 7.41% 392.say

買入金銭債券 14.4481 0,03鮪. 100,00覧 iz,aee 0、〔}3覧 89,20覧 22,998 0,06橘 159.18魅 5,152 0、01馬 35.66% 14,491 0、03馬 100,30覧

特定取引資産 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 3,466,255 7.04% 一

商品有価証券 977,715 2、30瓢 100,00馬 726,995 1,785 74.36% 537β32 1.32% 55,01覧 943,457 2.01縣 96.50覧 } 一 一

金銭の信託 793,612 1.87覧 100.cross 776,630 1.9〔陽 97,86瓢 474,982 1.16% ss.a5ss 674,927 t.44% 85.04% 17t157 0.誠 21,57晃

有価証券 6,382.2751 15.02瓢 100,00瓢 6,351,897 15.臨 99.5296 6,686,872 16.41% 10477瓢 6,808,046 14,508 106.67% 8,847,249 17.9フ覧 136.62%
貸出金 24,023,625 56.54% 100,00瓢 23,808,552 5a27馬 99,10瓢 24267,385 59.57% - 25,158,440 5433晃 104.72% 24,001,429 48.76話 99.91%
外国為替 318,561 0.75艶 1αユ00覧 307,937 α755 96.67% 332,713 0.82% 104.44% 436,174 0,93覧 136.92% 373,592 0,76晃 117.27%
その他資産 7,626,286 3.83% oo.oaa 1,694,817 4.15% 104.zip 1,388,705 3.41% 85,39馬 4,759,124 10,13覧 292.64% 5,533,487 11.24% aao..25弧
動産不動産 124,474 a.zsss 100,00覧 121,468 o.3as 97.59稲 m.007 0.29% 94.W% 120,537 0.26蚤 96.84b 295,フ62 0,60魅 237.61%
債券繰延資産 82,250 o.isss oo.(脳 78,198 0.1956 95.07!6 3s.,os 0-09瓢 43,90覧 26,531 0,06覧 32,265 15,994 o.aaw 19,46笛職 88,255 o.ziss 100.(x塒 97,507 0.24% na-48瓢 161,708 0.輔 183,23覧 126,849 0,27覧 143,73艶 285,987 0,58覧 324.(鄙
支堵'薦芸鼻i反 ?578011 6.07.6 100005 2,144,478 5?5瓢 8318覧 2,331,153 5.72% 9042% 2382608 5.07% 92.42% 2024337 4.11% 78.52%
資産の躯ム計 42488,374 100㎜ 100〔鵬 40858?45 0000g 96.16% 40,737,733 100㎜ 95.88% 46.966.9681100..00% 11054鮨 49229.7851100.00% i15.87%
債券 22,790,004 53.64961100.00% 21,658,109 53,01覧 95.〔脇 21,470,815 52.71% 93.93% 22,137,519 47,13瓢 97.14馬 zosaosai 42.郡 91-45艶

礎 8,313,433 19.57% 100,00覧 8,320,151 20,36覧 100.08覧 7,551,843 18,55瓢 90.91% 8,253,840 17,57覧 99,28覧 6,646,854 13.50% 79.94%
譲渡性預金 1」07.808 2.6116 Oo.oo4s 952,974 2.33覧 86,02弱 1,402,923 3.44% 126.64% 2,617,469 5,57覧 236.27% 3,408,696 6.92% 307.70%
借用金 1,379,255 3.25% 100,00艶 1,303,278 3.19% 94.49% 1284LO67 3.15覧 93,10覧 1,386,132 2,95覧 100.5〔温 1.804β35 3.66% 130.82覧
特定取引負債 一 一 一 一 一 - - 一 一 一 一 - 2,2,959 465% -

コールマネー及び売渡手形 1,680,510 3、95艶 w.ooss 1.860β21 4.55% no.70覧 2.535β78 6.23% 150,914 3,403,862 7,25瓢 202.瓢 4,251,988 8.64Ai 253.02艶
外国為替 9,400 α02瓢 100,00瓢 5,668 OD2覧 60-蹴 15,225 o.oaa 161.97% 11,178 0-02話 118.91% 12β5∋ o.oaw 137,80話

その他負債 z,aessse 6,80覧 100.00圏 2,807,894 6.87% 97.19% 2,244,716 5.51% 77.70% 4,577,189 9.75% 158.44% 5,325,539 10..82妬 184.34%
貸倒引当金 274β99 0,65鴇 100.00鴇 327,フ58 o.eoss 119.36% 497,399 i.22% 181.14% 576,950 1.23晃 210.11% 922,235 1.87% 33.59%
退職給与引当金 44,365 o.iau oo.oau 46,073 α11馬 103、嚇 47,734 o.iza 107.59% 49,230 0.11% 110.97% so,aoz 0,105 114.51%
債券売却損失引当金 一 一 一 - } 一 一 - - 11,115 0.02覧 一 19,776 0.04% 一

特別法上の引当金 9,373 0,02鴨 ,w.00晃 1q167 0.〔協 108.47% 11,651 0.ors 124.37% 12,688 o.oaw 135.37% 478 0.00晃 5.10%
少数株主持分 13,955 0.ass 100,005 12,507 0.03% 89.62% 13,106 0.〔135 93.92% 3,202 0,01覧 22,95偽 135,218 0.28艶 968.96%

支払い承諾 2518ρ11 6.0741 100,00瓢 2,144,478 5.25% 83,185 2,331,153 5.72% 90.42% 2,382,608 5.07% 92.42% 2,024,337 4.11% 78.52%
再評価鋼国金 一 一 一 一 一 } 一 一 一 一 一 一 180,648 03フ 覧

-

96.01% 39,412,622 96.75% 9592% 46.422988196.71% 鱈0㎜ 47,909.766197.32% 116.6(陽自借の部会計 41089687 96.71% oo.ooss 394493薦 96.醗
資本金 352,04fi 08踊 oo.oaa 352,04fi 0.86% 100.oogs 352,04fi 0.86% 100.0〔渇 465,105 0,99瓢 132.12% 465」05 0.94% 132.12%
資本準備金 24亀572 0.58% 100.Doss 248,512 0β15 100.〔鵬 248,572 0,61覧 100,00馬 361,632 0,77稲 as.aew 361,632 0コ3覧 14548覧
税 蓬準備金 60,026 0.14% 100.00駈 64,080 0.76% 106,75覧 68,113 0.17循 113.47% フ2,112 0,15隔 120.13% 76刈31 0.16% 127-脇
その他の剰余金 736,050 1,74隔 100.oo覧 744,169 1.82% 100.a3ss 656,367 1.61% 86.94% 646,141 1.38覧 87.41% 416,856 0、麟 56,48馬

自P秩式 7 o㎜ 雪㎝ ㎜ s 0㎜ 85.71% 7 000路 100㎜ iz DOO% 17143覧 5 000覧 7143晃

346% ¶m73監 1,325,110 3,258 94フ4話 1,543,979 3.29% iio.asss 1,320,019 2fi8% 94.38!6奮本の躯合針 i.39868fi 3294 1m㎜ i.aoeaso
負億及び瞥本の躯△計 42488,374 nnors 0000g 40.85824fi 100〔贋 96.16% 40,737,733 10000晃 9588% 46966968

.

10000偽 11054魅

「
49229785 1000鴨 115.87%

有価証券報告書各年度版より作成.

〈揖恭計」直書〉 (gym:百 万円 %%)
決YEAR 19945…=3貝1995翁 三3月 1996鉦3月 1997生E3月1998`3月

権成比 耀塾陸 金額 糟成陸 醤塾臣 含額 構成比 醤塾Hく 舗 構成Hく 紹塾臣 金額 構成比 醤摯臣金網「・腱
塞冬常収播

舖
3.063061 ooaoas 1mf㎜ 3.086.5711100.00'ai 100.77% 3.689.&961100.00% 120.46% 3.4025341 ioOoau ,,,oaas 3.3042531 100〔鵬 10787鴨

資金運用収益
貸出金私巳
有価証券利息配当金
コールローン及び買入羊聯i-
預け金利息
その他の受入利息

役務取引等収益
特定取引収益
その他業務収益
その他怒堂収呑

2,414,940

1,291,861

314,521

aosas

162,155

615,752

71β01

-

aassaa
139,874

フ8.8416

42,18覧

1027覧

1-oo覧

5.29%

20.10%

2.梛

一

14.25%

457瓢

100,oo覧

100,00覧

oo.ars

100,00覧

100,0α 覧

ioo.oo瓢

100.oo覧

一

100,oo覧

mf】 ㎜

7

2,419,685

1」4鼠306

256,312

34,937

iaaon

フ95,112

71,636

-

367,190
228057

78.39偽

37.24%

8.30%

1,13魁

5.96%

25.76%

2.32%

一

11.90%

739%

10020瓢

88.97晃

81.49!6

113.99%

113,48覧

129,13瓢

99,63瓢

-

8415瓢

163〔 隅

2,632,858
1,039,115
241,148
70,815
186,519
1,095,258
79,636
-

460,541
516799

71.35%

28.16%

6.54%

1.92%

5.05

29.68馬

2.16%

-

12..鰯

14.01%

109,025

80.44%

76.67%

231,05覧

115.03%

177,87覧

110.76%

　

105,55艶

369.47%

2,518,077

901,477

212,443

143,223

130,939

1,129,993

75,276

一

563,997

245183

7401%

26.49%

6.24%

4.21%

3,85覧

33.ziss

22,12栃

-

16,58覧

7021%

10427%

69,78覧

67.54砺

467.30覧

80,75貼

183.51%

104.69%

一

129.26%

175.29%

2,305.9981
assnz
243,380
186,133
79,123
936,248
122,849
9,467
473,434
392,502

69.79%

26.00%

7.37%

5-63覧

2.39覧

28,40瓢

3,72瓢

0,29覧

14.33覧

1188覧

95.49%

66.50':6

77-38覧

607.31%

48,79晃

152.37%

no.86覧

}

108.50覧

280.61%

終常曹用 3015575 96.46% 10000話 3030807 98.19% 10050鮨 3,832,362 10.9.86% 12709昏 3355脇 9863%111128 3,633,431 109.96%1120.48%
資金調達費用
債券私巳
債券発行差金償却
預金利息
譲渡性預金利畠
借用金利息
コールマネー及び弗溝手形和
その他の支払利息

役務取引等費用
特定取引費用
その他業務費用
獺
その他経常費用
貸倒引当金緑入額
そのxnの鰺常魯国

2,215,767
955,137
216,922
315,059
33,261
s2,ias
73,890
529,346
19,799
-

366,075
zos,ass
204,466
78,659
125806

フ234易

32.16%

7,08覧

1029昏

109葛

2,03瓢

2,41瓢

竃728覧

α65覧
一

11,95瓢

6,83瓢

6.68!6

2,57馬

4量1弧

100,00瓢

100,00覧

100,005

100,005

1α臣00覧

Ioo.oo5

100,00瓢

100.00鴇

100,0α 瓢
一

100,005

00.oogs

100,005

100,005

1㎝ ㎜

2,265,380

902,791

153,693

336,Di8

3ら185

57,471

58,410

720,808

18,174
-

294,305
195,895
257,044
66,319
188,725

7339橘

29,25覧

4、98瓢

10,95覧

1.11需

186覧

1,89覧

23.35覧

0.59鴨

一

9-54隔

6.瓢

8-蹴

2.2秘

6科 噺

102.24鮨

91,64馬

70,85覧

107.29%

102,78瓢

92.47%

79,05瓢

136.17瓢

91-79弼

一

80、39魁

93,52瓢

125コ1%

86.85葛

1F沿n15

2,397,984

666,380

110,366

38り04

52,114

馴L568

102,228

1,030,601

17,028

-

342,068

198,204

877,097

221,508

6,589

6499覧

18,06葛

2,99瓢

10,34馬

1.41%

1,48瓢

2,77覧

zzs3!s

O,46瓢

一

9.27%

5.37%

23.77!6

6.00%

1777鮨

108.zzss

67,64瓢

50.88魁

izi.15覧

156.68%

87.瓢

138.鰯

194.69%

86.α跳

-

93.44%

94.62%

428.97%

261.61%

521.11%

2,194,716

aao,zsa

52刈01

325,650

5Z548

67.1951

175,944

1.086β22

18,068

-

539,661

202,647

400,539

214,379

iesisa

64鵬

12,654

1.54鴨

9.55賂

1,69晃

1.97拓

5.17覧

31,93馬

0.53覧

-

15,86瓢

5、96艶

11-77覧

630覧

547鮨

99.〔鄙

43,67瓢

24,16葛

103.17橘

!73.02鮎

108.12馬

238,12覧

2(石.22覧

91,26瓢

一

147,42覧

96,84弼

195,90篇

272.54%

14797斑

2,015,962

374,840

34,952

288,311

63,875

5ミ153

2se,aas

932β93

19,738

8,462

431,913

217,463

939,912

522,358

417.'.3

61,01覧

11.34%

1,06瓢

8.73%

1,93覧

1.61%

8.12%

28.22%

0.60瓢

o.zeu

13.07%

6,586

28.46%

15.81%

12.64%

90.98%

38,055

16.11%

91.51%

192.04%

85.53覧

363,29覧

176.14%

99.69%

-

117,98覧

103.81%

469.69%

664.0896

33190覧

鰹常刹益 474861冊 1m㎜ 騙769 1.81% inaass 一74252fi 一3
.86%1-300.14% 46,700 1.37% 96.34%1329,178 一9

.96%1×93.21%

特別利呑 船7 00協 ioODots 朧 o〔脇 246B8% 42,011 璽14% 12466〔 跳 813 o〔鵬 24725%117649 0.53%15237.0996
動産不動産処分益
償却債券取立益on有価舞騰 嘉冒担牛等引当金取
金融先物取引貴任準億盆取崩額
証幾脳-奮拝蹴 釣崩題

223
114

=
,

0.oas

o.aais

:

一

1αaoo瓢
Ioo{x温

=
-

麟
246

:
一

0.02

0,015

=

一

26278艶

215.79%

=「

一

41,569
437

:
4

1,13瓢

0.01偽

:

㎝

18640,80瓢

383.瓢

:

一

鵬
獅

=
一

0.02
α01馬

=

000覧

227.80%15,418
267.54%Ii6
-112 ,210
-13
--

α16葛

0.㎜

0.37%

0,00瓢

-

2429.60%

14.64%

=

一

006晃7715弧 5810 0.i6% 252.39%13,036 009監 131.89%11589 0〔鵬 69〔脇特Rq椙生 2嵐 〕2 007晃 100㎜ 177fi

0.03魁62,6悩

0.025108.69覧

0.005謝.00瓢

25(X跳

3,631

2,176

z

一

0,10瓢

0,06瓢

0.(鵬

一

動産不動産処分損
商品有価薪蝶亮冒椙宍等引当令網
金融先物取引貴任準傭金練入額
言正蝶酌弓-奮僻:準傭金,紬λ翻

1メコ0
フ25
1
4

0.〔厩

0.〔12艶

0.〔鵬

o.aow

oo.aow
oo.oow
iao.oow
oOoar

983
788
3
1 Oaoas

231.27%

300.14%

200.00%

一

z,ooa
1,028
3
-

o.osss

O、〔B覧

0.〔X協

一

127.64%

141.79%

300,(脳

一

1,585

:
3

o,055

:
0.OOt6

100.96'6

=
7500%

税金等調整前当期縄利益
法人税及び住民税
法人税及び住民税調整額
少数株主損益
遮結言馴割軌常摺圭n題

as,52i

16,406

6,714
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各社の経営指標
三和銀行

1994年 度 1995年 度1996年 度1997年 度1998年 度

収益性指標
自己資本純利益率 2.25% 1.10%一6.64%1-37%一9.97%

経常利益純利益率 47.06% 41.84%56.77%45.91%49.29%

自己資本回転率(回/年 0,048 0.0261-0.11710.0301-0,202

安全性指標
負債比率 2550.29% 2567.64%2856.47%2837.32%3012.09%

自己資本比率 3.77% 3.75%3.38%3.40%3.21%

有価証券報告書各年度版より作成。

住友銀行
1993年 度 1994年 度1995年 度1996年 度1997年 度

収益性指標
自己資本純利益率 1.57% 一19 .04%2.37%1.98%一54.63%

経常利益純利益率 45.91% 99.94%106.21%68.55%100.70%

自己資本回転率(回/年 0,034 一〇.19010.022)0.0291-0.543

安全性指標
負債比率 2423」9% 2865.12%2947.59%3099.11%5003.35%

自己資本比率 3.96% 3.37%3.28%3.13%1.96%

有価証券報告書各年度版より作成。

東京三菱銀行
1994年 度 1995年 度 1996年 度 1997年 度 1998年 度

収益性指標
自己資本純利益率 1.38% 0.81% 1.37% 一21

.64%
一3
.41%

経常利益純利益率 44.23% 14.78 22.39 62.80% 102.60%

自己資本回転率(回/年 0,031 0,055 0,061 一〇.345 一〇.033

安全性指標
負債比率 2714.95% 2827.34% 2802.72% 3699.06% 2984.48%

自己資本比率 3.55% 3.42% 3.45% 2.63% 3.24%

有価証券報告書各年度版より作成。

日本興行銀行
1993年 度 1994年 度 1995年 度 1996年 度 1997年 度

収益性指標
自己資本営業利益率 1.57% 2.11% 一4

.80% 0.83 一15
.35%

経常利益純利益率 0.71% 0.96 一1 .72% 0.37% 一6 .13%

自己資本回転率(回/年 2,190 2,191 2,785 2,204 2,503

安全性指標
負債比率 2937.73 2800.09% 2974.29% 2941.94% 3629.48%

自己資本比率 3.29% 3.45% 3.25% 3.2996 268%

有価証券報告書各年度版より作成。
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おわ りに

世界的な資金を巡るつなが りが、国際的な金融ルールを作 り、そうした背景で日本

も国際的な金融 レールの採用を迫られている。しかし金融システムは同一経済システ

ム内において中心的な役割を果たすものである。したがって他の制度 と補完的に働 く

ことが求められ、また比較制度分析でいうところの自己拘束性、歴史的経路依存性と

いった性質を有するものであるから容易に取 り替えることはできない。最近、財閥の

垣根を越えた合併が発表され、新たな環境への適応を目指す動きとして注目されたが、

その財閥の合併に強 く影響を受けた他業態の動きも同時に見られた。このことからも

金融システムおよび金融業界の構造の変化が単純にひとつの方向へと向かっていく

ものではないということが理解できよう。

よって、今後の金融行政においても闇雲にルールを統 一化する方向で進めるのでは

なく、各国の制度的な特徴、歴史的な成 り立ちを考慮 したうえで、各国経済が相互に

補完的に機能するように改善 していくことが目指されるべきである。

現在、このような世界的な動きのなかで金融業に対する国民の認識は大きく変化 し

ている。本来、金融機関の選択に際して全 く無関心であった預金者が、金融機関の選

別を行い、そして日本の国民に比較的関係が薄かったリスクを伴う金融商品が多様な

かたちで購入できるようになりつつある。また各金融機関も金融サービス業へとシフ

トし始めている。

金融サービスの消費者としての国民が預金以外の新たな金融商品にどのように反

応しているかということに関する詳細なデータは出ていないが、金融行政や金融機関

はそのようなデータをもとに金融システムを中心とする新たな経済システムを模索

し、またそのシステムのなかで金融業はどのように変化 していくべきか判断しなけれ

ばならないという状況が今後も続 くであろう。

(参考文献)

三和総合研究所金融調査室 『徹底検証ポス トビヅグバン日本の金融』 大和出版

中尾茂夫 『金融の時代 日本の選択』 日経BP社

青木昌彦 『経済システムの進化 と多元性 比較制度分析序説』 東洋経済新報社

青木昌彦 ・奥野正寛 『経済システムの比較制度分析』 東京大学出版会

日本経済新聞

金融ビジネス

有価証券報告書各年度版
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1999年 度ゼ ミナール活動の記録

4月23日3・4回 生ゼミ開講

前期集中4単 位科目として開講

ただし藤井1999～2000年 度在外研究のため

2回 生ゼミは不開講

共同研究テーマ

(1)環 境会計の現状 と課題一自動車 ・家電業界を事例 として一

(2)銀 行の再編 と新しい金融システムー都銀を中心に一

テキス ト

國部克彦 『環境会計』新世社。

藤井ゼミ 『藤月会論集』第7号 。

その他、経済専門誌など。

毎回ゼミ開始時に、ティーチングアシスタントの金森絵里さ

んと堺宏恵さん話題提供のレクチャーをしてもらう。

7月30日 第8回 企業分析交流シンポジウム

於 ・京都大学吉田生協会館、約50名 参加

8月21日 平成11年 度藤月会総会

於 ・京大会館、45名 参加

総会としては第5回 目の開催となる。
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～ 一年を振 り返って ～

9月 に藤井先生が渡英されてから、定期的な学部生ゼミがなくなって、みんなで論

文を書いてシンポジウムで討論したことはとても昔のことのように思えます。振 り返

ると、私の目には、論文に積極的に携わっていた人もそうでない人も、このゼミにい

た人はみんなお互いを尊重 しあい、協調的なゼミ生活を送っていました。私はそのよ

うなゼミの雰囲気がとても好きでした。これからも末永く今の関係を保てるよう願っ

ています。そして、私もみなさんとこれからもずっとおつきあいできることを祈って

います。1年 間とても楽しい時間を過ごさせてもらいました。これからもどうぞよろ

しく。

(金森絵里)

学部ゼミを卒業 してはや数年、思いがけず、1年 をふ り返ってのコーナーに再登場

することになりました。今年は変則的なゼミ運営で私自身も戸惑うことが多かったの

ですが、そんな中で論文を仕上げられたゼミ生のみなさんに敬意を表したいと思いま

す。ゼミで院生の立場から有用なコメントをすることができたかどうかははなはだ疑

問ですが、ゼミ生のみなさんと仲良くなれたことが私にとって一番うれしい収穫です。

ゼミを離れても今後もおつきあいください。

(境 宏恵)

昨年、最後と書いたのに、またこれを書 くはめになってしまいました。それにして

も人生にはいろんなことがあって、おもしろいものですね。ここ数年、嫌なこと、悪

いことが多かったけれど、藤井先生や周 りの人からたくさん支えてもらっていること

に気付 くことができたのだから、それも必要なことだったので しよう。

そして、今年は環境関連のことを研究することができて、将来のずっとずっと先の

ほうにあかりが灯ったようにも感 じます。やはり、先生のおっしゃったとお り、今年
-一年は無駄な一年ではなかったのでしょう、わたしがそれを知 り、そう願う限 り。

長い間、お世話にな り、あ りがとうございました。

(有方里香)
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早いものでもう大学を卒業してしまう。なんだか時間の経過力海 を追う毎にどんど

ん早 くなっているようだ。それでいて大学に入った頃の自分と今の自分は明らかに違

っている。何も知 らずに大学に入 り、そして何も知らずに藤井ゼミに入った。無知な

のは相変わらずだが、無知な りに多 くの事を大学生活で学べたおかげであろう。かけ

がえの無い4年 間、なかでも今年度は多方面において最も充実 していた年だった。放

っておいたら何もしない僕に、最低限の知識を身に着けさせてくれた藤井ゼミには感

謝してもし足 りる事はあ りません。… いや、マジで。

(荒井康政)

もう早いもので、私達四回生は卒業する時期を迎えてしまいました。あらためて一

年をふ りかえってみると、会計士試験の勉強が忙 しかったために、ゼミには思うよう

に参加できず、論文作成も三回生の方々にまかせきりにして しまいました。本当に申

し訳あ りませんで した。

大学生活最後の年に、ゼ ミに積極的に参加できなかったことは非常に残念です。で

もこれまでゼミで教えていただいたことを仕事に役立てていきたいと思っています。

藤井先生、ゼミのみなさん、本当にありがとうございました。

(大西玲代)'

早いもので、最後の 「1年を振 り返って」になってしまいました。

この3年 間、論文作成の過程で、試行錯誤を繰 り返 しながら、私は多くのことを学

びました。その中でも 「自分で考え、判断すること」を学べたことは本当に感謝 して

います。今、会計士補として監査の勉強をさせていただいていますが、現場では、教

えてもらうことよりも、自分で考えることがはるかに重要であることを実感する毎日

です。

最後にな りましたが、藤井先生、そして、ゼミ生の皆様、この3年 間、本当にあ り

がとうございました。

(北村圭子)

今年は、就職活動の関係上、あまりゼミには参加できませんでした。また、単位の

取得の必要もなかったため、大学の授業にもあまり出席しませんでした。しかしなが

ら、実生活の面では、自分のほんとにしたいことを、自由に、そして自然に行えたと

言うことで、ある意味とても有意義な学生生活を送れたと思っています。

その中で、自分を偽 らずに、正直に行動できることを身につけることができたと思

つています。これから社会にでて、色々悩むことがあるとは思いますが、常に、自分

自身に自信を持てる行動を、自分に恥 じない行動を自然に行うことができるための、

能力を今年1年 は磨 くことができたなと思っています。

(高山直己)
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いよいよ 「巣立ち」になり、私を含め、4回 生の全員は皆自分の 「夢」を抱き、進

みたい道へ向かっている。最近、日本人の若者には立派な夢はないとよく言われてい

るが、私と接 しているゼミの皆様は自分の立派な夢を抱き、がんばっている。公認会

計士試験に向かって頑張っている方もいれば、学者になるための基礎固めをしている

方もいるため、「頑張っているゼ ミ」だと感 じている。

確かに立派な 「夢」は最終的に叶わないことがあるという指摘もある。しかしその
「夢」のに向かって自分な りに努力してい く過程で 「成果」を挙げられる事が必ずあ

ると信 じるべきである。また、-・度に決心した人生の 「目標」を変えることもあるか

もしれないが、その 「目標」の確立がいかに大切であったというごとを忘れてはいけ

ないであろう。例えば、最初に学者になりたい者が、個人的或いは社会的な事情で会

計士にな りたいと考え直したとしても、最初に決心したその 「目標」、すなわちその

立派な 「夢」に激励され、感動 したことは有意義であ り否認できないであろう。

「頑張っているゼミ」でのここ数年の勉強を通して、私は真摯な友情や学問の切磋

琢磨の精神だけでなく、夢を諦めない信念も得 られたとつ くづくと考えている。

最後に日本での勉学にご支援下さった藤井先生、境 宏恵様をはじめとする先輩の

方々及び他の皆様に 「謝謝」と心より申しあげます。

(曲 軍)

この一年は、昨年のこの欄で書いたとおり苦難の年でした。CPA論 文式試験が終わ

る7月 末までは、毎日ギリギリの生活を強いられ身も心も貧 しくなったと思います。

二度 と戻らない青春の大切な時期を無駄にしてるのではないかと時折不安にはな り

ました。しかし、諒験終了後2ヶ 月間十分リフレヅシュしたお陰で、今は体力気力共

に充実し、次回で絶対合格すると決意を新たにしています。 一方では、そのせいで

ゼミにもほとんど行けなかったのが本当に心残 りです。後輩達の負担が重くなってし

まい申し訳ありませんでした。

最後に、この藤井ゼ ミの一員であったことを誇 りに思います。

(平山真澄)

今年は半期だけということで、少々物足 りない気もしました。しかも僕は就職活動

に追われ、あまり参加することもできませんでした。しかし、その分シンポジウムで

頑張れたような気がします。僕の司会はどうでしたか?正 直なところ、何とか勢いで

乗 り切ったという感じですね。しかし今振 り返ると良い経験だったような気がします。

僕は3回 生から参加 したので、最初はこのゼミのレベルの高さに戸惑いました。し

かし続けてこれたのは、藤井先生や他のゼミ生のおかげです。2年 問どうもあ りがと

うございました。

(深津玄樹)
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藤井ゼミでの3年 間は非常に有意義なものでした。やは り大学で の勉強はゼミを

中心に回っていたような気が します。また、ゼミには心からすごいと思える人がたく

さんいたので、自分という人間を見つめ直す時間も持つことができました。人間、そ

う簡単に変わることはできませんが、自分らしさを大切にしながら、少しつつでも新

しい自分を発掘していけたらと思っています。藤井先生をはじめ、ゼミの皆様にはた

いへんお世話になりました。ありがとうございました。これからもどうぞよろしくお

願い致します。

(真鍋明裕)

ついに3年 経 って しまった … 。「藤井ゼ ミでよかった。」 と何度 も言った3年 だ

った。いろんなことを学んだ。藤井先生っぽい考え方の100分 の1ぐ らいは感染、い

や、習得 したかも しれない。いろんな人に会えた。特 に、優秀な同学年のみんなには、

焦 らせ られるや ら、 目標 にで きるや ら、でもやっぱ り焦 るや ら。サークル とは違 った

意味の、いい先輩 ・後輩にも、会 えた。そして藤井先生にも。惜 しむ らくは、最後の

年、先生が半年い らっ しゃ らなかった こと。もっと勉強 した らよかった、 と思う。

… でも、実 は来年 も藤井ゼ ミにい るかもしれない。

(宮垣宏史)

今年度は公認会計士試験の受験のため前期はゼ ミにはほとんど出席できませんで

した。7月 からゼミに合流 したものの、今年は前期でゼミが終わってしまうこともあ

って、共同研究の方がかな り進んでいて、もはや僕が立ち入る余地はありませんでし

た。

今年のゼミ活動で行った 「仕事」といえば、夏のシンポジウムでピントの外れた質問

をしたことと、この原稿を書くことぐらいしかありませんでした。全 くお役に立てず

に申し訳ありませんでした。少し社会人としてのスター トは遅れることになりました

が、これからもいろんなことを吸収して、一歩一歩進んでいきたいと思います。

藤井先生、ゼ ミ生のみなさん、本当にあ りがとうございました。

(横山 玲)

私にとってこの1年 は、良 くも悪 くもこの論文だった。当初,題材を聞かされたと

きには,そうエコロジカルな方というわけではない私に出来るだろうかと、不安にな

ったものだった。しかし,環境会計はまだ未開の分野で確固とした方法は確立されて

いない、ということを聞いたときから、友人の言う 『根拠のない自身』が目を覚まし

た。確立されていない分野なら私がその先駆者となれるのではないかと思ったわけで

ある。

こうして,論文が完成した現在,果たして先駆者となれたかは別 として,なかなかの

出来なのではないかと自負 している。

(板橋雄大)
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今年度は僕にとっては、バイ トに、勉強に、(そ してゼミに)と いろいろと忙しく

充実した一年間で した。ゼミでは他の皆さんに迷惑をかけながらも楽しくすごせたと

思います。立命館とのシンポジウムの時は、人前でしゃべることにもなれておらず、

質問された時は緊張で手が震えていたという恥ずかしい記憶も鮮明に残ってます。で

もそんな恥ずかしい記憶も今から思えば僕にとってのいい経験のひとつです。いろん

なことがありましたが、来年は就職活動に資格にと皆さん頑張りましょう。ずっと大

学生のままでいたいような気もしますが。

(大西洋平)

今年度のゼミは半期集中ということで、前期はあわただしかったこともあ り、みな

さんに様々な迷惑をかけたことをおわび したいと思います。

来年度は、後輩となる燵 がゼミに入ってくることもあって、今までのような気の

持ちようではならないと反省しています。藤井先生が大学にいらっしゃらない間も、

僕たちが新2回 生の面倒を見ることになるので、その責任は大きなものとなります。

後期からのゼ ミにスムーズに入っていけるようなサポー トができたら思います。

(大平景士)

最近僕のなかでは外国文化と自国文化との衝突 ・融合というテーマがかな り熱い。

何が日本的なもので何がそうでないものかの区別さえ困難になっている現代よりも、

もっと明確なかたちで文化の対立の構図を見せて くれる明治期の文章などは興味深

いものが多い。今振 り返ってみるとこの論文で文化や歴史が経済システムの形成に与

える影響を学んだことが契機になったのだと思う。自分自身でルールを創るよりも他

国の優れたものを吸収することを選んできた日本という国。これは長所であると同時

にシステムが歴史的 ・文化的な基盤に完全に支えられたものではないために行き詰ま

ったときには混乱に陥 りやすいという短所でもある。だからこそせめて自分たちが用

いているシステムが形成され、日本に輸入され、変形していった背景を深 く学ぶこと

が必要とされるのではないだろうか。こんなことを考えさせて くれたこの論文に感謝。

(笠島和之)

この一年、ゼミを通 じて様々な事を学ぶことができ、実 りある一年だったと思う。

「環境会計」という新しい概念に触れたことは、私にとって大変刺激になったし、企

業の見方にも多少厚みが増 したように思える。企業を見る切 り口として、規模や成長

性といった財務会計に現れる部分はもちろん、それ以外の要素も十分勘案する必要が

ある。「企業を分析する」ということは 「数字をいじる」ことだけではなく、その裏

にある原因まで考えることである。就職する企業を選ぶ上で参考になることも多い。

そうそう、いくら素晴らしい企業が見つかっても、面接通らなきゃ意味ないやん。

「企業を見る目」だけじゃな く、自分自身も磨きます。

(杉山浩達)
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本当は、今年は公認会計士の勉強で忙 しくなるはずだったのだが、なんとなく就職

でも別に構わないじゃないかという気持ちが出てきてしまい、それよりも普通の大学

生らしい生活をしようと思ったので1年 間のんびりと過ごしていた。大学生らしいと

いっても決して、授業に出るとかいう意味で無いところがポイントだが、1回 生のと

きバイ トばか りし、2回 生のときWス クール して、といった忙 しい生活から離れてみ

て、しかしこれはこれでよかったのだろうと思っている。ただ、その影響でゼミの方

ものんび りやってたのはちょっとまずかった。その辺は反省してます。

(末松喜吉)

この一年は僕が大学に入ってから、もっとも真面目に勉強 した一年だったと思いま

す。最初、環境会計なんていわれてもさっぱりわからなかった僕が、形に残るような

論文の一部を書き上げたということで、今後の自分にとって大変大きな自信 と経験を

得ることができたと思います。そして、この論文を製作する際に大変お世話になつた

皆さんへ、

「僕がここまでやってこれたのは皆さんのおかげです。あ りがとうございました。」

(錦織 大)

今年もまたあっという間に一年が過ぎてしまいました。試験を受ければ単位は以外

ともらえるということと、京大経済学部における試験の受け方とを三回生にしてやっ

と気づき(?)、 また私事ではあ りますが、司法試験の勉強を始めたこともあ り、大

学生として充実 した一年だったと思います。

しかし一方で、ゼミにはあまり参加できなかったように思います。私の座右の銘の
一つに 「世の人は 我を何とも 言わば言え 我が為すことは 我のみぞ知る」という坂

本竜馬の言葉があり、自分でもその言葉どおり非常にマイペースな性格をしていると

思うのですが、このような私をカバーしてくださった同じ班の方、特に笠島君には非

常に感謝しています。

来年も何 とぞ寛恕賜 りますようお願いいたします。

(松本 啓)
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編集後記

1991年 度に創刊され、それから毎年刊行されてきた藤月会論集ですが、今年度 、

も無事第9号 を刊行することができ、ほっとしています。

今回の研究テーマは 「環境」と 「金融」でした。両者共に現在注目され研究対象と

しても非常に興味深いものだったのですが、それらをとりまく状況は今日もめまぐる

しく変化しているものであり、じっくりと腰を落ち着けて研究を進めていくというこ

とがとても困難でした。そのような事情があったにせよ、我々な りに今日の 「環境」、

「金融」を捉えようとし、共同論文という形でその努力を残そうとした試み自体が今

後の我々にとって大きな財産になると思っています。

藤井先生のイギリス出張にともない一時休刊となってしまいますがくまた近い将来

に藤井ゼ ミの伝統であるこの藤月会論集の刊行が再開されることを願って今年度の

活動を締め くくりたいと思います。
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